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予算決算常任委員会 

 

平成３０年３月１４日（水）               

午 前 １ ０ 時 ０ ０ 分 開  会               

 

○三鬼（孝）委員長  おはようございます。 

 昨日に引き続き、予算決算常任委員会を開会いたします。 

 本日は税務課、市民サービス課、福祉保健課を予定しておりますので、よろしく

お願いいたしたいと思います。 

 それでは、税務課に係る議案第２０号、議案第１４号の説明を求めたいと思いま

す。 

○吉沢税務課長  税務課です。よろしくお願いいたします。 

 それでは、議案第２０号、平成２９年度尾鷲市一般会計補正予算（第５号）の議

決についてのうち、税務課所管部分について、予算書等に基づき御説明いたします。 

 補正予算書３ページをごらんください。 

 １款市税、補正前の額２１億６,９８８万６,０００円に対して５３３万１,００

０円の増額補正を行い、予算現額を２１億７,５２１万７,０００円とするものであ

ります。 

 補正予算書１０、１１ページをごらんください。 

 今回の市税の補正については、平成２９年１２月末の各税の調定及び収入状況等

をもとに年度末の収入見込みを精査し、必要な所要の補正を行うものであります。

詳細は委員会資料のほうで説明をさせていただきます。 

 委員会資料１ページをごらんください。 

 こちらの表は今回の市税の補正内容について取りまとめた表であります。左から

予算科目、補正予算額、年度末最終収入見込み額、当初予算額、補正の主な理由な

どを取りまとめております。 

 １款市税、１項市民税、１目個人、１節現年課税分は１,７４０万円の補正増、

同じく２目法人、１節現年課税分１,０００万円の補正増であります。 

 次の２項固定資産税、２目国有資産等所在市町村交付金及び納付金につきまして

は６万９,０００円の減額、４項１目市たばこ税については２,２００万円の補正減

であります。 

 これら増減の相殺の結果、市税全体では５３３万１,０００円の補正増となりま
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した。 

 税目ごとの補正理由につきましては右の欄に記載のとおりの内容であります。特

にたばこ税の補正減につきましては、近年ＩＱＯＳなど加熱式たばこの普及により

結果的にたばこ税の課税対象となる売上本数が減少したことが減少の主な要因であ

ります。 

 次に、委員会資料２ページをごらんください。 

 今回の補正のため市税の年度末の収入見込みを精査するため参考にいたしました

２９年１２月末の市税収納実績表であります。内容につきましては、記載のとおり

各税目の１２月末の調定額、収入済額などをあらわしております。こちらの表につ

きましては後ほど御参照をお願いいたします。 

 市税補正は以上であります。 

 次に、補正予算書１６、１７ページをごらんください。 

 １６款１項寄附金、１目総務費寄附金、補正前の額１,０００円に対して６,８５

９万６,０００円の補正増を行い、予算を６,８５９万７,０００円にするものであ

ります。これはふるさと応援寄附金、ふるさと納税に係る寄附金収入であります。 

 委員会資料のほう１０ページをごらんください。 

 こちらの表は平成２９年度のふるさと納税の月別の申込金額を前年度と比較した

表であります。 

 ページ最下段の囲みの部分をごらんください。 

 ２９年１２月末の申請金額のほうは８,５３４万６,１１１円であります。このう

ち１２月末まで市に入金された寄附金は６,８５９万７,１１１円であります。ふる

さと納税に係る寄附金につきましては、４月から１２月末までの収入金額を３月定

例議会において基金に積み立てを行うよう事務運用をとなっております。それに合

わせて寄附金の歳入予算額を１２月末の収入済額とする補正増をするものでありま

す。 

 一般会計補正予算についての説明は以上であります。 

 それでは、引き続き議案第１４号、平成３０年度尾鷲市一般会計当初予算のうち、

税務課所管部分につきまして、予算書等に基づき御説明いたします。 

 当初予算書の１４、１５ページをごらんください。 

 一般会計、歳入、１款市税であります。内容は記載のとおりでありますが、詳細

については委員会資料のほうで御説明させていただきます。 

 委員会資料３ページをごらんください。 
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 こちらの表は税目ごとの当初予算額とその予算額のもととなった見込みの調定額、

収納率について、平成３０年度、平成２９年度の当初予算ベースで比較した表であ

ります。 

 最下段の計の欄をごらんください。 

 市税合計は平成３０年度当初予算額２１億２,２８９万３,０００円と見込んでお

ります。前年度の当初予算に比較して４,６９９万３,０００円減額の見込みとなり

ました。平成３０年度当初予算につきましては、平成２９年度の課税状況をもとに、

ここ数年の経年変化や税目ごとの特殊要因による増減見込み等を加味し、積算をし

ております。 

 税目ごとの当初の内容については記載の表のとおりであります。増減の大きいも

のを抜粋して詳細説明させていただきます。 

 まず、１項市民税、１目個人、１節現年課税分をごらんください。前年度の当初

予算に比較して８２１万７,０００円の増額見込みであります。これは前年度２９

年度の見込みの段階では退職者人数が例年より多く見込まれておりましたが、本年

度、平成３０年度は平年並みの退職者数の見込みであることなどから、結果的に３

０年度は若干の増加見込みとなりました。 

 次に、２項１目固定資産税、１節現年課税分をごらんください。こちらのほうは

前年度当初に比較して３,１３１万２,０００円の減額見込みであります。これは３

０年度が３年に一度の固定資産の評価替えの年であります。今回の評価替えでは地

価が下落になっており、減額の見込みとなりました。 

 次に、４項１目市たばこ税をごらんください。１,８５１万３,０００円の減収見

込みであります。これは先ほども申し上げましたが、ＩＱＯＳなど加熱式たばこの

普及などから今後も減少傾向になると見込んでおります。 

 次に、５項１目都市計画税、１節現年課税分は６９３万３,０００円の減少見込

みであります。この減少についても固定資産税と同じ要因で、評価替えにより減少

見込みとなりました。 

 これら増減の相殺の結果、減額の税のほうが大きく、４,６９９万３,０００円前

年度に比べ当初予算は減額の見込みとなりました。 

 次に、予算書２２、２３ページをごらんください。 

 １２款使用料及び手数料、２項手数料、１目１節総務費総務手数料、説明欄の上

から５番目にあります税務証明手数料９９万６,０００円、これは税務関連の各種

証明の発行手数料であります。 
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 次に、予算書３２、３３ページをごらんください。 

 １４款県支出金、３項委託金、１目総務費委託金、２節徴税費委託金、個人県民

税徴収取扱交付金２,５７０万９,０００円、これは県民税の徴収事務経費に係る交

付金であります。 

 次に、予算書３６、３７ページをごらんください。 

 １６款１項寄附金、１目総務費寄附金１,０００円、ふるさと応援寄附金の頭出

しであります。 

 次に、予算書３８、３９ページをごらんください。 

 １９款諸収入、１項延滞金加算金及び過料、１目延滞金４０５万円、市税の延滞

金であります。 

 次に、予算書４０、４１ページをごらんください。 

 ５項１目雑入、１節滞納処分費１９万６,０００円は滞納処分を行うとき必要と

される各種手数料などの費用に対する収入であります。 

 次に、２節総務費雑入のうち税務課に係るものは、備考欄の上から９番目のコピ

ー使用料１,０００円、その下にあります納付書共同印刷負担金１３４万７,０００

円であります。こちらの負担金は納付書の印刷費用のうち国保特別会計、後期高齢

者医療特別会計からの収入される応分の負担金であります。 

 次の４２、４３ページをごらんください。 

 備考欄上から４番目、三重地方税管理回収機構負担金返還金１５３万５,０００

円につきましては、回収機構の剰余金の返還金であります。 

 三重地方税管理回収機構は一定の規則、ルールに基づき、構成市町からの負担金

で運営されている一部事務組合であります。平成３０年度に機構の繰越金の一部に

ついて全市町に返還されることと機構で決定されました。それを受け、繰越還元額

約７,０００万円をこれまでの負担実績に基づく各市町の持ち分割合、本市の場合

でありますと２.１９％で案分した額が返還されることとなりました。 

 続きまして、歳出予算について御説明させていただきます。 

 予算書６４、６５ページをごらんください。 

 ２款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費のうち、ふるさと納税事業に係る

歳出予算は５,５９６万７,０００円であります。こちらの金額は前年度予算額と比

較して１,２６５万４,０００円の増額となりました。この増額の主な要因は、目標

寄附金に対応するための返礼品費用などの増額や寄附金増大のための各種経費の増

加により増額となりました。 
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 詳細内訳について御説明させていただきます。旅費３４万７,０００円、こちら

は市外でのＰＲ活動のための一般旅費であります。東京等都市部での三重南部市町

協働で行うＰＲイベント、活動への参加旅費を計上しております。 

 次に、需用費７６万９,０００円はふるさと納税ＰＲ記念品等に係る消耗品費で

あります。 

 次に、役務費４０７万６,０００円、内訳は通信運搬費とふるさと納税指定代理

納付手数料などであります。この中にふるさとチョイスのプラン変更による増額も

含まれております。金額は記載のとおりの内容であります。 

 次に、業務委託料５,０００万円、こちらは返礼品の調達等に係る委託料であり

ます。返礼品の調達に係る費用については平成２９年度までは報償費で予算計上、

執行しておりましたが、内容等を精査した結果、委託料とすべきと判断し、本年度

は委託料として予算計上をしたものであります。また、この費用の積算については

前年度の報償費用と同様の形となっております。寄附金の５０％で積算をしており

ます。 

 なお、平成３０年度の寄附目標はプロジェクトチームのほうで１億５,０００万

円と設定をしておりますが、３０年度当初予算におきましてはこれまでの実績をも

とに寄附金１億円を暫定的な目安目標といたしまして、まずは１億円の寄附に対応

できるよう、その５０％の５,０００万円を計上しているものであります。 

 次に、使用料及び賃借料３７万５,０００円、ふるさと納税管理システムのサー

バー使用料などであります。 

 次の負担金、補助及び交付金４０万円は、ふるさと納税南部まるごと発信事業へ

の負担金であります。 

 ふるさと納税事業については以上であります。 

 次に、予算書９６、９７ページをごらんください。 

 ２款総務費、２項徴税費、１目税務総務費のうち、税務課に係る歳出は説明欄の

賦課事務費の欄をごらんください。賦課事務費２,８６９万２,０００円、これは市

税の賦課に係る事務経費であります。 

 内訳は主なもののみ申し上げます。 

 需用費２６６万７,０００円、納税通知書等の印刷製本費であります。 

 次の９８、９９ページをごらんください。 

 役務費２２９万７,０００円、納税通知書等の郵送費用が主なものであります。 

 次の委託料１,１０５万５,０００円、これは賦課業務関連で例年必要とされる業
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務委託料で、記載のとおり現況地番図・家屋図異動修正等業務委託料など、六つの

業務委託料であります。 

 次に、使用料及び賃借料２０６万円、この中で主なものは地方税電子申告審査シ

ステム等ＡＳＰサービス利用料１８２万８,０００円、これはいわゆるｅＬＴＡＸ、

電子申告等に係る利用料であります。 

 負担金、補助及び交付金６０万６,０００円については、記載のとおり関連団体

への負担金等であります。 

 次の１００、１０１ページをごらんください。 

 次に、償還金、利子及び割引料１,０００万円につきましては、市税の過年度分

還付及び還付加算金であります。 

 続きまして、２目賦課徴収費であります。説明欄、賦課徴収費臨時職員経費の下

段、徴収事務経費をごらんください。こちらの経費６１１万１,０００円は徴収業

務に係る事務経費であります。 

 内訳を申し上げます。報酬２万円は、固定資産評価審査委員３人分の報酬であり

ます。 

 旅費４万１,０００円は、県外徴収に係る普通旅費であります。 

 需用費１３０万円につきましては、納付書、納付書封筒等に係る印刷製本費が主

なものであります。 

 役務費２３９万５,０００円は、督促状、催告状などの郵送経費であります。 

 使用料及び賃借料１４万４,０００円、納税相談員の使用車借上料であります。 

 負担金、補助及び交付金２２１万１,０００円、次のページ１０２、１０３ペー

ジをごらんください。こちらの主なものは、三重地方税管理回収機構への負担金２

１８万１,０００円であります。 

 平成３０年度一般会計当初予算のうち税務課の説明は以上であります。御審議の

ほうをよろしくお願いいたします。 

○三鬼（孝）委員長  ありがとうございます。ただいま税務課長から議案第２０

号、議案第１４号の説明がありました。これに対する質疑を行いたいと思います。

御質疑がある方は御発言願います。 

○小川委員  予算書の６５ページのふるさと納税事業についてですけど、委託料

５,０００万と出ていますけど、寄附金の５０％ということで伺ったんですけど、

返礼品が多分３０％ぐらいで残りの２０％というのは諸経費なんでしょうか。 

○吉沢税務課長  小川委員の御質問にお答えします。 
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 その前に流れをちょっと整理させていただいてよろしいでしょうか。５０％で調

達費用を見ております。例示を挙げますと、寄附金１万円の返礼品に対して５,０

００円で返礼品を調達していただいております。事務的な流れのほうは寄附者の方

から寄附をいただいて、それで返礼品はこれとこれという連絡をいただいて調達業

者に連絡をすると。それで、おおむね総務省の指導があって、原材料が３割程度の

現品を調達して寄附者に送っていただくという業務です。 

 ですので、極端に言ったら３割が原材料費、その他は送料とか箱代とか一般事務

経費みたいな形で捉えていただいたら、そういうことであります。 

○小川委員  １億円を目安に５０％の５,０００万ということでしたけど、もし１

億円に達しなかった場合は足らん分、達しない５０％というのは戻ってくるんです

か。それと、またこれが１億５,０００万になった場合はそのまた追加で５０％払

うということなんでしょうか。 

○吉沢税務課長  内容的には報償費でしておったときと同じ内容であります。支

払いのほうも実績に応じて、例えば返礼品１００万円に対する寄附の返礼品を用意

してもらって発送してもらいます。そして、業務完了後に寄附金の半額、５０％の

分を請求していただいて支払うという形、出来高みたいな形になりますので、もし

も１億円に達しない場合で、それほど必要じゃない場合はいつもの同じような形で

若干予算が残となる形になります。 

 それで、１億を超えるようなケースでありますと、返礼品に対応するため補正等

で返礼品費用を、この委託費用を見るとか、これだけに限らず郵送料が恐らく上回

ってきますので、補正のほうで対応するような形になると思います。歩合でいくと

いうことであります。 

○三鬼（和）委員  １点、報償費から委託料になるということで、法的に観光物

産協会へ委託するというので通用するんですか。そうなった場合、ほかからも委託

の手を挙げたりとかということがあり得るのではないかなと思うんだけど、本年の

取り組みと観光物産協会に委託させられるという根拠について説明してください。 

○吉沢税務課長  従前まで報償費で支払っておった部分を本来市がすべきものと

いうことで整理させてもらいました。それで、平成３０年度につきましては実際観

光物産協会に継続してお願いをする想定をしております。 

 というのもやはり返礼ということでありますので、失礼があってはならんと。そ

れで、送る際の個人情報の管理、それから本市におきましては生ものが多いという

ことで、その生ものをちゃんと送る際に、単純に言ったらささっと発注するだけや
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なしに調整業務といいますか、きちっと何日に受け取ってくださいだと調整したり

とか、あるいはその業務管理、安全管理等々を含めてある程度一定の団体、しっか

りとした団体じゃないとこの業務はできないのではないかということで、現在のと

ころ観光物産協会が妥当な形でしかできないんじゃないかと執行部のほうでは判断

しております。 

 ただ、これは今は実際例えば違う業者さんとかがやりたいという声も聞いており

ませんので、もしもそういうのがあったらまた次年度以降そういう検討もしていく

必要があるんじゃないかと考えておりますが、今現在のところ返礼を行えるのはと

いうふうに捉えております。 

 以上です。 

○三鬼（和）委員  わかりました。実績があるので、今年度は観光物産協会とい

うことですね。１点。観光物産協会へ委託するという。 

○吉沢税務課長  で想定をしております。 

○三鬼（和）委員  あと先ほど小川委員の質問にもあったんですけど、実績に基

づいてこれまでの繰り入れの仕方を行うと言ったんですけど、税務課と商工観光と

ダブるようなところがあるんですけど、これまでだと協力隊員という観光物産とし

て人件費が伴わないスタッフがおってやっておったわけなんですけど、そういった

形でそういった担当がいるのか、内部の人間でできるんかはわかりませんけど、そ

ういった業務について繰り入れというのか、交付の仕方がそういった形で事務的な

ことも踏まえて滞りなく送ったりとか、大丈夫なんですか。ちょっと形態が変わる

ようになると思うんですけど、その辺も踏まえて今回は先ほどみたいな答弁をされ

たんですか。どうなんですか。 

○吉沢税務課長  実際の業務は地域おこし協力隊の職員が中心になって頑張って

いただいて、それでここら辺が変則的なといいますか、人を派遣しておる部分と、

それから補助事業の中で動いておるという形で動いておった中を整理させていただ

いて、調達返礼品をする業務については本来市が何とかせなあかん話でありますの

で、これはちょっと整理をする段階で市長とも相談させていただいて、県内でも紀

北町とかほかの市町も観光物産協会的なところにお願いして委託をしているという

のが実情でありますので、委託として整理させてもらう際に観光物産協会の事務局

長とも話をさせていただいて、この部分についてはほかの市町はこういう形でやっ

ておると。ただ、それについては委託でありますので、市から人を宛てがうとか、

そういう話はちょっとそぐわん話だもんで、自分からの責任でこういった業務をや
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ってもらうと。調達、調整と。 

 それから、１月で期間満了して、柴田はインドのほうへ行ったんですけど、十分

マニュアルといいますか、こういった形でという流れもつくって引き継ぎをしてお

ると。それで、四十何品目の百何品目結構かなり数としては頑張ってふやしていま

したので、この業務についてはできますかという投げかけとできますという話は

内々と言ったらおかしいんですけど、折衝の調整の中で予算計上の前に相談はさせ

ていただいて了解は得ております。それで大丈夫だと思います。 

 以上です。 

○三鬼（孝）委員長  他に。 

○上岡委員  先日プロジェクトのほうでは１億５,０００万を目指すというふうに

言われていて、民間では１億５,０００万近い金額を予算に上げないと認識として

は違ってくると思うんですけど、これはもうプロジェクトのほうでは１億５ ,００

０万は、あれは仮でしょうか。その辺をちょっと聞きたいんですけど。 

○吉沢税務課長  上岡委員のおっしゃることも十分理解できます。ただ、これは

言ったら事務運用の話の部分もありまして、寄附という話があります。寄附という

のはあくまでも任意性のある話で、例えば本市の歳入予算の入のほうについても例

年頭出しの１,０００円で、途中で追加して歳入予算を上げるというような形の事

務運用をとっております。 

 ほかの市町では歳入予算自体も目標金額みたいな形で計上したりするところもあ

るんですけど、ここは事務運用で、本市におきましては寄附については任意性とか

確定がしにくいということでそういう取り扱いになっております。 

 そういったこともありまして、返礼品そもそも１億５,０００万持っておるとい

うのはもうありやと思うんですけど、実情１億円を超えた実績がないということで、

暫定的な目標、目標はあくまでも１億５,０００万なんですけれども、暫定的な寄

附目標の目安として、予算計上の段階では１億円というふうな設定をさせていただ

いて、毎月集計しますので、それを超えそうなときには当然補正とかで返礼品の対

応を、今年度も１２月にちょっと追加させていただいたような形になりますので、

そういった形でちょっと事務運用を本市ではとっております。 

 以上です。 

○上岡委員  お話はわかるんですけれども、やはり１億５,０００万と１億ではか

なりの差があるので、その辺はもう少し精査を今度からはしていただきたいと思い

ます。 
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 もう一つ、違う部分でいいですか。固定資産税の部分で大分マイナスになるんで

すけれども、これはどの部分の地域というのは大体わかるんでしょうか。全体でし

ょうか。評価替えでどの辺の地域が一番。 

○吉沢税務課長  これは新聞報道でも御存じやと思うんですけど、尾鷲市はかな

り下がっております。それで、いろんな基準点が幾つもあるんですけど、周辺部と

いう言い方なんですが、旧センター管内では県内でもかなり下がっておると。ちょ

っとつらつら事細かに、今資料がありませんので、どこの地区はどれだけというこ

とが申し上げかねるんですけど、評価額の落ち込みが激しいところは１０％以上落

ち込んでおる地域もあります。それで、全体的にも下がったという理解をしていた

だきたいんですけど。 

 以上です。 

○村田委員  今に関連してなんですが、これはこの辺がちょっと難しいところな

んですが、委託して評価をやるわけなんですが、実際尾鷲市の場合実勢単価と評価

額とかなりの差があるんですね。かなり。その辺は余り評価額が下がると市税が少

なくなるということもありますし、かといって実勢単価と評価額と違うと市民の中

にも戸惑いがあって、これは一体どっちが本当なんだと。 

 評価額で自分の土地を売買するときに、予定はこうじゃなかったと。実際はこん

なに安いのかというような実態も間々あるんですよね。その辺の評価、その辺のと

ころを当局はどう判断しておるのかなと。これは冒頭申し上げましたように難しい

問題もありますけれども、余りにも評価額と実勢単価と乖離しておると、これまた

一つの問題ではないかなと思いますが、その辺の担当としての見解はどうお持ちで

すか。 

○吉沢税務課長  村田委員のおっしゃる御心配していただいておる点は重々理解

しております。それで、資産評価ということで評価額との実勢価格にどんどん近づ

かなあかんというのはもう本当に理想で、そうあるべきやと考えております。 

 ただ、いろいろな縛りの中で評価額をするにしても、県で決める基準地価とか、

そういった絡みとか、あるいは一定の実勢価格というか、その７割程度でおさめる

とか、いろんな法的な縛りとかがありまして、ちょっと単純化しづらい部分と、そ

れからもともとが土地の価格体系というのが複雑な、実売価格のないような事例の

部分もありますので、できる限り説明できるような方向には、私どもも評価替えに

限らず時点修正と言って例年見直しする部分もあるんですけれども、十分そういっ

たことが言われんように取り組んでいきたいと考えておりますが、ちょっと法的な
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規制とか、県内の指導という点もありますので、現場では説明できるように十分努

力はさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

○村田委員  いびつな形とか、特異な要因があるところは、これはこれでしよう

がないと思うんですが、さりとて、評価額をしゃにむに下げるということもこれは

どうかと思いますけれども、そうなってくるとこの税務課で議論することではない

んでしょうけれども、最終的に尾鷲市の地価が下がるのは尾鷲市の景気ということ

になるんですね。 

 ですから、その辺のところを我々も十分考えて努力をしなければいけませんけれ

ども、執行部のほうもその辺も十二分に念頭に置いてさまざまな施策を進めていた

だくということだけ、これはちょっと税務課で申し上げるのは筋違いかもわかりま

せんけれども、あえて市長に申し上げたいと思いますので、よろしくお願いをいた

します。 

○濵中委員  ふるさと納税に戻ってしまうんですけれども、これは入ってくる分

があるということは当然出ていく分も見越さなあかんと思うんですけれども、去年

までの実績も考えてことしの市税の収入に対してどれぐらい見込んでおりますか。

その出ていく分というのは。 

○吉沢税務課長  ことしの見込みというのは精査はしていないのが事実です。こ

こ数年、前回もちょっとお話しさせてもらったんですけど、二、三百万税金として

は落ち込んでおるような部分があると。 

 それで、ふるさと納税についてはまだ制度を知っておっても利用しておる方の割

合が１０％ぐらいと理解していますので、また伸びたら伸びただけ尾鷲市のほうか

ら持っていかれる部分もふえるのではないかと考えております。 

 以上です。 

○濵中委員  これはつかめるんですよね。大体毎年決算ぐらいになればどれくら

いがふるさと納税によって外へ行っておるかということに関してはね。 

○吉沢税務課長  課税し終わった後、課税状況調べというのがありまして、それ

でカウントはできます。 

 補足させていただいて、資料がちょっと見つかりましたので、２９年度控除を受

けた人が１４３人、それで寄附をされた金額は約１,０００万、２９年度、それで

市民税のほうで控除を受けた金額は約４００万円です。それで、２８年度、その前

の年は控除を受けた方が１０２名、それで寄附金額は６００万、それで控除額は２
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７０万控除を受けたと。だんだんうなぎ登りみたいな形で全国的な傾向と同様の形

になっております。 

 以上です。 

○野田副委員長  ふるさと納税制度の拡大キャンペーンは３月末でスタートとい

うことなんですけれども、進捗状況はどうなんですかね。これからですけど、この

体制というのか、いろんな、体制の進捗状況。 

○加藤市長  ふるさと納税につきましてはやはり伸ばしていかなきゃならない。

伸ばすためにはやっぱりいろんな手法を考えていかなきゃならないという話なので、

現状ことし平成２９年度は大体９,１００万、それぐらい前後に落ちつくであろう

というような見通しでございますけれども、２９年度はそういうことを前提にしな

がら、今まで寄附していただいた方へのフォローアップはしなきゃならないし、３

０年度に取り組む一つの手法としては、まず市役所職員を全体として、要するに紹

介をいただくというような形で、いろいろと市外にお住みになって課税されている

方に対して御案内をしようというようなことで、これをまずやります。 

 一方では、いろんな会合、例えば商工会議所、あるいは婦人団体等々、そういっ

た方々について働きかけを、まず団体のほうをずっと今後回りまして、最終的には

市民全体にそういう意識を頂戴して少しでも御協力いただくというような、そうい

う方向に進んでいるわけなんです。 

○野田副委員長  紀北町なんかは一つのふるさと納税に対していろんなキーホル

ダーのサービスを提供するとかそういうことで、新聞で水面下でされた行動が結果

としてぼっと出てくるような形になっていますので、何が言いたいかというと寄附

行為に対して販促ということはどうかはまた別問題としまして、プロモーションに

関してはいろんな形で寄附された方に提供できるような体制というのはとられてい

るんですけれども、今回の予算計上の中ではそういうものが一切まだない状態です

ので、その分も含めて進捗はどうなのかなということを確認したかったということ

です。 

 以上です。 

○奥田委員  税務課長の答弁に対してちょっと聞きたいんですけど、確認で。以

前ふるさと納税がどれだけ出ていっているんですかという話をしたときに、僕は以

前１５０万と書いた覚えがあるんですよ。そんなに少ないんですねという話で終わ

ったと思うんやけれども、１,０００万もあるの。実際。何でそんなに答弁が違う

んですか。 
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○吉沢税務課長  申しわけないです。以前聞かれたときに僕のほうではどれだけ

寄附によって減ったかと解釈させてもらって、手元に資料がありませんでしたので、

寄附をして税額がどれだけ減ったかという解釈で御返答させていただきました。え

らい行き違いがあって申しわけありませんでした。そういうことであります。 

○奥田委員  ちょっと待ってくださいよ。だって今聞いた話でも２９年度１,００

０万ふるさと納税が出ていっておって、納税した人がおって４００万市税が減って

おると。２８年度を見ても６００万もあって、外へふるさと納税した人が、２７０

万減ったという話がありましたけど、だって去年だって、２８年度だってもう６０

０万既に外へ出ておるわけじゃないですか。それを議論しているのに１５０万って

僕は聞きましたよ。ほかの委員の皆さんも聞いたと思うんやけれども、全然違うや

ないか。１,０００万もある。 

 えらい少ないなと思ったんですよ。いろんな人がふるさと納税をした分税務相談

をよく受けますよ。ふるさと納税ってどうなるの。いや、２,０００円引いてどう

のこうのってあるじゃないですか。ちゃんと受領証をもらってくださいよとか、よ

う言うんやけれども、その割には少ないなと思いよったんやけれども、１,０００

万もあるんやったらその辺の精査をしていないというんやけれども、きちっと精査

せなあかんのじゃないですか。 

 入ってくるものばっかりあれして、１億５,０００万や３億やと言っても出てい

く分もあるわけやで、プラスマイナスをきちっと考えた上で考えないと、財政計画

もきちっと組み立てないと、税収のことも踏まえて考えなあかんでしょう。それを、

どうなんですか。いいことばっかり言って、入のほうばっかり言って、そういうふ

るさと納税で出ていく分が当然あるわけやで、そんなもの、１,０００万もあるな

んてそんなこと知らなかったよ。ちょっとどうですか。最近情報公開がおかしくな

いですか。市役所、ちょっと、かなり頭にきているんですけど、僕は本当に。 

○吉沢税務課長  えらい御気分を害されたようなことだったら申しわけないです。

本当にちゃんと精査して答えさせていただいたらよろしかったんですけど、手元に

資料がない中で僕の早合点でそういった返事をして、精査すべきやったと反省をし

ております。申しわけありません。 

○三鬼（孝）委員長  奥田委員、もう反省しておるんやで、ちょっとその辺のこ

とは。 

○奥田委員  こんなこと言いませんけど、でも、やっぱり税務課としてはその辺

のことは財政との絡みがあるわけやでさ、入ってくる分もあればそれは出ていく分
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もあるわけです。そこの部分はきちっと精査してやってほしいなと思うんですわ。 

 それと、もう一個だけちょっと僕さっきの答弁で気になったんやけど、課長、先

ほど観光協会、柴田さん、１月末でやめられたと。それで、それはふるさと納税の

関係をやってもらっていたからだということで、今後委託していく予定があったも

んで委託するということで、今、委託先に地域おこし協力隊を派遣と言ったらいい

のかな。それはおかしいかなと言われましたけど、だったら観光物産協会も委託以

外の部分で結構あるじゃないですか。公的な部分とか、ほかに事業をやっている部

分とか、そういう部分に対しては地域おこし協力隊は派遣できるということですか。 

○吉沢税務課長  申しわけないです。えらい縦割り、横割りな話で申しわけない

んですけれども、観光物産協会さんにかかわり合いの中で僕らがちょっと把握しか

ねるのはふるさと納税の返礼品調達業務の話の整理をさせていただきました。ただ、

観光物産協会さんへ補助を出しておりますのは食のまちさんでありますので、そこ

ら辺のお話の中で地域おこし協力隊も食のまちのほうでして、そういう配置をした

と聞いていますので、僕らとしてはちょっと問題点の整理をさせていただいて、提

案をさせていただいて協会さんのほうのオーケーといいますか、こういう方向でど

うですかという提案をさせてもらいました。 

 それで、地域おこし協力隊云々の話はちょっと僕らでは判断しかねるところであ

ります。ただ、調達の委託だけ考えていただいたら当然人をという部分は地域おこ

し協力隊に限らず調達としての業務を委託して行ってもらうので、自分らのところ

で業務をやっていただくという形で整理をさせてもらいました。地域おこし協力隊

を違う業務云々という話になるとちょっと所管外でありますので、答えかねます。

よろしくお願いします。御理解ください。 

○奥田委員  全然答えになっていないような気がするんですけど、確かに柴田さ

んはそういうふるさと納税返礼品とかヤーヤ便担当でやっておったということやけ

れども、だったらほかの業務だったら今の話やったら委託するもんで、委託した先

に委託業務を地域おこし協力隊にやらせるわけにはいかんということならほかの業

務ができるんじゃないかなと思うんやけれども、これはまた商工のほうへ聞きます

わ。ちょっと今の答弁も納得がいかんですけどね。 

 それともう一点、最後に済みません。さっきありましたよね。１億５,０００万

を目標にしておって１億やということで、入のほうを頭出しで１,０００円という

話なんやけど、毎回僕はこれに違和感を覚えるんやけれども、１億、１億５ ,００

０万、どっちも現実的に１億ということにしたんやったら最初から入のほうに寄附
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金１億上げてくださいよ。わかりにくいわ。あなた方は後々補正でまたどんどん上

げてくるやないですか。わかりにくいんさ。もう出で上がっておるんやったら両建

てしてくださいよ。入のほうへ。もう見にくい。この予算書が。やっぱり入に入れ

るべきやよ。あなた方が自信を持って１億５,０００万という目標を掲げておって

現実的には１億ということで言っておるんやったら１億載せなさいよ。載せたらあ

かんという規定はないでしょう。載せるべきやよ、これは。 

○三鬼（孝）委員長  奥田委員、その辺のところは寄附金ですから、やっぱり確

定してから補正で上げたほうがいいんじゃないですか。その辺のところは。 

○奥田委員  そうじゃないと、これ、見にくいわ、やっぱり。それでやるという

ことで予算を立てておるわけでしょう、それを見込んで。見込んで立てておるんや

ったらもうこれはやるべきやわ。きちっとそういうふうに。一度考えてくださいよ。

それ。 

○吉沢税務課長  言われることも十分理解はできます。ただ、これについてはほ

かの市町もいろんなやり方をしています。うちみたいに１,０００円の頭出し、そ

れからほかのところみたいにある程度の数字、概数をする等々ある中で、うちの事

務運用はそういう形でなっていますので、ただそれはまた財政さんとかいろんな話、

こういった御意見があったということをまた伝えますので、伝えてどういう対応を

するかというのはちょっとまた内部で検討する形になると思いますので、よろしく

お願いします。 

○三鬼（孝）委員長  その辺のところは財政課長と十分審議してやってください。 

○濵中委員  これは今回当初の予算ですのであれなんやけど、３０年度もふるさ

と納税の担当は税務課のままで行かれるということで理解してよろしいですか。 

○吉沢税務課長  委員長、市長公室さんのほうでという答えになっています。 

○仲委員  １０３ページ、三重県地方税回収機構負担金２１８万１,０００円出て

いますけど、３０年度もこれを超えるような案件というか、件数、金額は予想して

いますか。 

○吉沢税務課長  負担金の積算のほうは均等割１０万円と、それから件数割、依

頼する件数１件当たり１４万、それに前々年度の収納実績、前々年度に委託して任

せてしていただいた実績でいきますので、この負担金はそういった過去の実績等を

もとに加味していますので、今年度も例年十四、五件お願いをしていますので、今

年度も十四、五件お願いする予定ではおるんですけど、負担金の積算は１４万掛け

るのは反映しておるんですけど、実績割はちょっと過去の引っ張りですので、そう
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いったことです。 

○仲委員  今の負担金の基準というのはよくわかっておるんですけど、例年２０

０万を超える件数の動向というのは、ざっとでいいですけど、やっぱり超えていま

すか。 

○吉沢税務課長  ちょっと担当のほうから答えさせます。 

○畑名税務課係長  経年変化で見るとばらつきがありますけれども、ただ個々の

案件によって性質が違いますので、件数は将来的に同じようにあるかと思います。

ただ額としては徐々に減少傾向にあります。 

 以上です。 

○楠委員  それでは、３点ほど。数が多いと怒られちゃうんですけど。 

 まず、１４ページの固定資産税、固定資産税については評価替えということで収

入減になっているんですけど、農地課税についてはどう対応されていますか。 

 意味がわからない。昨年も質問していますけど、耕作放棄地の課税の考え方が変

わっていますよね。昨年１月１日、課税基準日、ここに書いてあるように課税基準

日が２カ年になっているんですけど、その対応はしているのかどうか。 

○山口税務課長補佐兼係長  今言われた耕作放棄地の課税の方法だと思うんです

けれども、前回もお話しいただきまして、木のまちとの話の中でそういった放置さ

れた農地については通常の農地の課税額ではなくて、雑種地的な感じで課税すると

いうような法律があるんですけれども、現状としてそういった農地がないというこ

とで、今ないというか、県のほうに報告された中ではないということで、現状とし

てはない状況であります。 

○楠委員  現状ないというのは、それは機構にお願いするものがないだけで、現

地を歩くと何年も草ぼうぼうなんて農地はたくさんあるんだけど、その調査もして

いないわけ。 

○山口税務課長補佐兼係長  農地として課税、課税自体が雑種地としてされてい

る農地というのは、ちょっと細かい名前は忘れましたけど、県の機関のほうに移管

されたというか、報告されたもののうちという話があったと思うんですけれども、

そういった形での課税、農地以外の課税というのは現状していないし、取り扱いと

しては県内でたしかなかったと把握しております。 

○楠委員  去年も言っているんだけど、機構はあくまでも買い取りとかそういう

ことの役割を担う場所であって、本来、課税と固定資産税というのは県の仕事なん

ですか。固定資産税は。そういう説明だと。 
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○山口税務課長補佐兼係長  現状荒れた部分については雑種地として課税してい

る部分もあるんですけど、ただ農地に限ってはそういった、ごめんなさい。ちょっ

と手元に資料がないので正式な名前がわからないんですけれども、農地へ移管され

たというか、県へ移管したというか、今、楠委員言われた部分に対して課税をする

という法律かと思いますので、現状はやっていないということであります。 

○楠委員  基本的に税金って公平に扱わなきゃいけないですよね。実際今すぐ耕

作はできないけど、草刈りしてちゃんと耕作できるような状況にやっている人と何

にも手をつけないで何年も草ぼうぼうで、背の高さほどの草が生えている場所と両

極端なわけですよ。 

 何で私がこういうことを言うかというと、山歩きが好きなので、山へ行くまでに

は野山を歩くわけですよね。そうすると管理している人もいれば草ぼうぼうで同じ

農地。それって本来税法上の考え方としたらあり得ないですよね。 

○吉沢税務課長  おっしゃっておる話で地目の現況調査というのも税法上あるの

は事実なんですけど、ただ人員とかそういったかげんで回り切れていない実情は全

市町同じやと思います。楠委員のおっしゃっておる部分も十分課税の段階で地目に

ついては現況調査というのも義務づけられておりますので、十分理解するところで

ありますけど、課税技術上の話からなかなか難しいという部分と。 

 それから、ちょっと内容を確認させてもらってからまた詳細の御返事をさせてい

ただこうと思うんですけど、たしか放棄地については原則として指定か何かを、本

当は農地なんやけど、ある程度の認定というんですかね。耕作せなあかんのをずっ

と耕作放棄地にしておるという県か何かの認定的なものが要るように記憶しておる

んですけど、ちょっとそこら辺手元に資料がありませんので、また詳細は楠委員の

ほうに御説明させていただきたいと思いますので、御理解ください。 

○三鬼（孝）委員長  課長、それは楠さんじゃなしに委員会に向けて説明せんと

だめですよ。 

○吉沢税務課長  また時間をいただいてよろしいでしょうか。 

○三鬼（孝）委員長  課長、あれですか。固定資産税の償却資産税なんかの関係

で中部電力火力が４月以降取り交わしするわな。その辺の影響もあるんじゃないか

な。その辺はどうなの。 

○吉沢税務課長  当然見てのとおりかなりの機械器具があって償却資産というの

があります。ただ、ちょっと地方税法上の守秘義務というんですかね。１社に限定

された話になりますので、ちょっとこの場での金額的なものは差し控えさせていた
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だきます。かなりの影響があると考えていただければいいと思います。償却も物す

ごい機械器具類ですので、相当程度の物すごい負担をしていただいておる現状はあ

りますけど、ちょっと金額等については御容赦ください。 

○楠委員  ２点目ですけど、６５ページのふるさと納税の関連業務委託、これに

ついては基本的には委託契約を必ず結ぶということでよろしいでしょうか。 

○吉沢税務課長  予定しております。いろんなしてもらう業務とか、それから支

払い方法、それから個人情報の取り扱い等々を、ちょっとひな形を事例に締結する

予定ではおります。 

○楠委員  先ほど小川委員が質問したときに売上の状況によっては補正を組むと

か、いろいろ手続が出てくると思うので、その内容も委託契約の中に入れておかな

いと言った言わないの話が絶対出ますので、それだけは必ず契約の中に落とさない

ように対応してもらえばと思います。 

○吉沢税務課長  ありがとうございます。そのように取り扱います。 

○楠委員  １０３ページ、徴収事務経費の中で尾鷲市の納税推進協議会補助金と

いうのが昨年あったんですけど、ことしないのはこの会が解散したということで解

釈してよろしいんでしょうか。 

○吉沢税務課長  それについては、補助金の見直しの中で今回は補助としてはせ

ずに、この団体については税を知る週間とか、そういった形で税の普及啓発のほう

をしておる団体で、５万円補助金としてしておったんですけど、実際人件費とかじ

ゃなしにコンクールの景品やとか、事務用消耗品に使っておった部分、税に関する

週間にありましたので、それは補助金ではなく現品で提供しようやないかというこ

とで、消耗品費のほうに振り分けをして整理をさせていただきました。補助団体に

ついてはまだあります。団体はまだあります。 

 以上です。 

○三鬼（孝）委員長  皆さんにお伝えいたします。１１時からＪ―ＡＬＥＲＴの

全国一斉情報伝達の試験放送がありますので、１１時になりましたら委員会を中断

いたしますので、よろしく御了承願いたいと思います。 

○楠委員  団体の補助ではなくて今度は消耗品程度のものの関係で消耗品のほう

に移したということは、よく税金の関係の協議会というのはボールペンを配ったり、

ティッシュを配ったりといろいろと納税の推進をしているところなんですけど、そ

ういう扱いだったけど、団体としての補助金ではなくて消耗品で、あとはボランテ

ィアでやってもらうということでよろしいんですか。 
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○吉沢税務課長  そういう御理解をいただければ。 

○三鬼（孝）委員長  ちょっと１１時間近ですから委員会を中断いたします。 

（休憩 午前１０時５９分） 

 

（再開 午前１１時０１分） 

○三鬼（孝）委員長  再開いたします。 

 御発言願います。 

○内山委員  確認なんですけど、ハザードマップレッドゾーンで固定資産税の減

額が概算見込みで約６６０万円と１２月の報告を受けたんですけど、そのとおりの

見込みという認識でよろしいですか。 

○吉沢税務課長  資料のとおりほぼ同じ金額と見込んでおります。 

 以上です。 

○三鬼（孝）委員長  これで税務課の予算審議を終了いたします。どうも御苦労

さまでした。 

 １０分間休憩します。 

（休憩 午前１１時０２分） 

 

（再開 午前１１時１１分） 

○三鬼（孝）委員長  それでは、休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 続きまして、市民サービス課に係る議案第２０号、議案第２１号、議案第２２号、

議案第１４号の審議に入りたいと思います。 

 それでは、市民サービス課長に説明を求めます。 

○内山市民サービス課長  市民サービス課です。よろしくお願いいたします。 

 それでは、議案第２０号、平成２９年度尾鷲市一般会計補正予算（第５号）の議

決についてのうち、市民サービス課に係るものにつきまして、平成２９年度予算説

明書及び予算説明書に従い説明をさせていただきます。 

 それでは、補正予算書１２、１３ページをごらんください。 

 歳入からの説明とさせていただきます。 

 １４款県支出金、１項県負担金、２目民生費県負担金、補正前の額３億４,２８

３万４,０００円に対し６５９万６,０００円を減額補正し、３億３,６２３万８,０

００円とするものです。市民サービス課所管分といたしましては、１節社会福祉費

負担金、後期高齢者基盤安定負担金１３１万６,０００円の減額で、補助対象経費
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の変更に伴う歳入見込み額の修正によるものでございます。 

 次に、補正予算書２８、２９ページをごらんください。 

 歳出について説明をさせていただきます。 

 一番上の段になりますが、２款総務費、１項総務管理費、１３目コミュニティセ

ンター費、補正前の額３,４８３万円に対しまして１４７万６,０００円を減額補正

し、３,３３５万４,０００円にするもので、財源内訳は全額一般財源です。 

 １５節工事請負費１４７万６,０００円の減額は、賀田コミュニティセンター空

調改修工事及び旧曽根コミュニティセンター解体工事の入札差金によるものです。 

 補正予算書３８、３９ページをごらんください。 

 一番上の段になりますが、３款民生費、１項社会福祉費、９目後期高齢者医療費、

補正前の額４億２,１７８万２,０００円に対し３３３万３,０００円を減額補正し、

４億１,８４４万９,０００円とするものです。財源内訳としましては、国県支出金

１３１万６,０００円、一般財源２０１万７,０００円の減額です。 

 １９節負担金、補助及び交付金２５万３,０００円の減額は、三重県後期高齢者

広域連合からの変更通知による後期高齢者医療事業に係る一般会計負担金の減額に

よるものでございます。 

 次に、補正予算書４４、４５ページをごらんください。 

 上から２段目になります。４款衛生費、３項環境衛生費、５目墓地管理費、補正

前の額１０１万８,０００円に対し２万円を減額補正し、９９万８,０００円とする

もので、財源内訳は全て一般財源です。 

 １２節役務費２万円の減額は、官報掲載手数料でございます。これは折橋墓地無

縁墳墓の改装に係る手続で、尾鷲港新田線整備に伴う企業地内の県による折橋墓地

管理者調査と連動して行うこととしておりましたが、今年度は申し出いただいてい

る管理者の部分的な調査となったことから、官報掲載手数料を全額減額するもので

ございます。なお、平成３０年度の今申し出いただいている管理者の調査を引き続

き行う予定となっていることから、同額を新年度の当初予算に計上させていただい

ております。 

 それでは、補正予算書６ページにお戻りください。 

 第３表、債務負担行為補正です。市民サービス課の分といたしまして、一番上の

尾鷲市斎場指定管理料でございます。補正前の限度額７,５２１万１,０００円を７,

２４１万１,０００円とするものです。これは平成２９年度第３回定例会におきま

して債務負担行為補正として議決いただきました尾鷲市斎場指定管理料から管理運
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営提案額との差額２８０万円の減額補正をするものでございます。 

 以上で、平成２９年度一般会計補正予算（第５号）の説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第２１号、尾鷲市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３

号）の議決について御説明を申し上げます。 

 補正予算書６１ページをごらんください。 

 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１億２,０８５万５,０００円を

減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ２９億９,２３０万７,０００円とするもの

でございます。 

 補正予算書６８、６９ページをごらんください。 

 歳入の説明となります。 

 １款国民健康保険税につきましては、税務課長から御説明を申し上げます。 

○吉沢税務課長  税務課です。よろしくお願いします。 

 ページ下段の計をごらんください。 

 １款国民健康保険税、補正前の額４億７４９万６,０００円に２,１１２万７,０

００円の補正減を行い、予算を３億８,６３６万９,０００円にするものであります。

平成２９年１２月末の国民健康保険税の調定額、収入状況をもとに、年度末最終収

入見込みを精査した結果、所要の補正を行うものであります。 

 委員会資料４ページをごらんください。 

 こちらの表は国民健康保険税の各節ごとに補正予算額、年度末最終収入見込み額、

当初予算額をまとめた表であります。 

 １款１項国民健康保険税、１目一般国民健康保険税の小計の欄をごらんください。

１,１８８万７,０００円の補正減であります。最終収入見込みの精査により減少と

なりました。内訳は記載のとおり介護納付金現年課税分以外全て減少の見込みであ

ります。 

 次に、２目退職者国民健康保険税の小計の欄をごらんください。９２４万円の補

正減であります。退職者国民健康保険税につきましては平成２６年度に制度が廃止

され、加入世帯数は増加せず年々減少をします。当初見込んでいた世帯数より減少

してしまったことなどから補正減しようとするものであります。 

 次に、委員会資料の５ページをごらんください。 

 今回、最終収入見込みの参考にいたしました２９年１２月末現在の国民健康保険

税の収納実績表であります。後ほど御参照をお願いします。 

 市民サービス課と交代いたします。 
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○内山市民サービス課長  それでは、引き続きまして、市民サービス課から説明

をさせていただきます。 

 ７０、７１ページをごらんください。 

 一番上の段になりますが、２款国庫支出金、１項国庫負担金、１目療養給付費等

負担金、補正前の額４億６６８万４,０００円に対し２,２３４万１,０００円を減

額補正し、３億８,４３４万３,０００円とするものです。 

 １節現年分２,２３４万１,０００円の減額は変更交付申請によるものでございま

す。 

 ２目高額医療費共同事業負担金、補正前の額１,８３５万３,０００円に対し６１

０万８,０００円を減額補正し、１,２２４万５,０００円とするものです。 

 １節高額医療費共同事業負担金６１０万８,０００円の減額は、国保連合会への

拠出金の見込みが下回ったことによるものでございます。 

 ２項国庫補助金、１目財政調整交付金、補正前の額１億２,４８４万９,０００円

に対し３７１万２,０００円を減額補正し、１億２,１１３万７,０００円とするも

のです。 

 １節財政調整交付金３７１万２,０００円の減額は、療養給付費等負担金の減額

に伴うものでございます。 

 ３款療養給付費等交付金、１項療養給付費等交付金、１目療養給付費等交付金、

補正前の額７,３９０万２,０００円に対し１,２９７万５,０００円を減額補正し、

６,０９２万７,０００円とするものです。 

 １節現年度分１,２９７万５,０００円の減額は支払基金からの変更額通知による

ものでございます。 

 ５款県支出金、１項県負担金、１目高額医療費共同事業負担金、補正前の額１,

８３５万３,０００円に対し６１０万８,０００円を減額補正し、１,２２４万５,０

００円とするものでございます。 

 １節高額医療費共同事業費負担金６１０万８,０００円の減額は、国保連合会へ

の拠出金の見込みが下回ったことによるものでございます。 

 ６款共同事業交付金、１項共同事業交付金、１目共同事業交付金、補正前の額６

億１,００１万３,０００円に対し９,７５５万５,０００円を減額補正し、５億１,

２４５万８,０００円とするものです。 

 １節高額共同事業交付金６３９万６,０００円の減額は、見込みを下回ったこと

によるものです。 
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 ２節保険財政共同安定化事業交付金９,１１５万９,０００円の減額は、これも見

込みを下回ったことによるものでございます。 

 続きまして、補正予算書７２、７３ページをごらんください。 

 ７款財産収入、１項財産運用収入、１目基金運用収入、補正前の額１,０００円

に対し４万円を増額補正し、４万１,０００円とするものです。 

 １節基金運用収入４万円の増額は、国保財政調整基金運用収入によるものでござ

います。 

 ８款繰入金、１項繰入金、１目繰入金、補正前の額２億２,０２３万３,０００円

に対し５９７万円を減額補正し、２億１,４２６万３,０００円とするものです。 

 ２節職員給与費等繰入金５１３万円の減額は、２款保険給付費、１項療養費、５

目支払審査手数料５１３万円について、規定されている一般会計からの繰入金の対

象経費に該当しない旨県から指導があったことによるものでございます。 

 ３節出産育児一時金等繰入金８４万円の減額は、見込みを下回ったことによるも

のでございます。 

 ２項基金繰入金、１目財政調整基金繰入金、補正前の額１億５９３万円に対し５,

１４１万８,０００円を増額補正し、１億５,７３４万８,０００円とするものでご

ざいます。 

 １節財政調整基金繰入金５,１４１万８,０００円の増額は、財政調整基金からの

取り崩しによるものでございます。 

 １０款諸収入、１項雑入、１目一般分第三者納付金、補正前の額２００万円に対

し３５８万３,０００円を増額補正し、５５８万３,０００円とするものです。 

 １節第三者行為収入３５８万３,０００円の増額は、見込みを上回ったことによ

るものでございます。 

 補正予算書７４、７５ページをごらんください。 

 歳出について説明をさせていただきます。 

 １款総務費、２項徴税費、１目賦課徴税費につきましては総務課所管となります

ので、割愛をさせていただきます。 

 ２款保険給付費、１項療養諸費、１目一般分療養給付費等、補正前の額１５億５,

８５０万６,０００円に対し２,２８０万６,０００円を増額補正し、１５億８,１３

１万２,０００円とするものです。財源内訳といたしましては、国県支出金２,０４

５万５,０００円の減額、一般財源４,３２６万１,０００円の増額となります。 

 １９節負担金、補助及び交付金２,２８０万６,０００円の増額は、一般被保険者
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の療養給付費の増加を見込んだことによるものでございます。 

 ４款出産育児諸費、１目出産育児一時金、補正前の額８４０万５,０００円に対

し１２６万円を減額補正し、７１４万５,０００円とするものです。財源内訳は全

て一般財源です。 

 １９節負担金、補助及び交付金１２６万円の減額は、見込みを下回ったことによ

るものです。なお、当初２０名と見込んでおりましたものを１７名と減額をするも

のでございます。 

 ３款後期高齢者納付金等、１項後期高齢者納付金等、１目後期高齢者支援金、こ

れにつきましては、特定財源のうち国県支出金１５６万４,０００円を減額し、同

額を一般財源から充当する財源更正でございます。 

 続きまして、７６、７７ページをごらんください。 

 ６款介護納付金、１項介護納付金、１目一般分介護納付金、これにつきましても

特定財源のうち、国県支出金３２万２,０００円を減額し、同額を一般財源から充

当する財源更正でございます。 

 ７款共同事業拠出金、１項共同事業拠出金、１目高額共同事業医療費拠出金、補

正前の額７,３４１万５,０００円に対し２,４４３万２,０００円を減額補正し、４,

８９８万３,０００円とするものです。財源内訳といたしましては、国県支出金１,

２２１万６,０００円、一般財源１,２２１万６,０００円の減額です。 

 １９節負担金、補助及び交付金２,４４３万２,０００円の減額は、見込みを下回

ったことによるものでございます。 

 ３目保険財政共同安定化事業拠出金、補正前の額５億７,３３０万４,０００円に

対し１億１,７１４万３,０００円を減額補正し、４億５,６１６万１,０００円とす

るものです。財源内訳は全て一般財源です。 

 １９節負担金、補助及び交付金１億１,７１４万３,０００円の減額は、見込みを

下回ったことによるものでございます。 

 ８款保健事業費、２項保健事業費、１目疾病予防費、補正前の額６８６万８,０

００円に対し６２万６,０００円を減額補正し、６２４万２,０００円とするもので

す。財源内訳は全て一般財源です。 

 １３節委託料６２万６,０００円の減額は見込みを下回ったことによるもので、

当初脳ドック１００名分を見込んでおりましたが、６２名の実績となったものでご

ざいます。 

 以上、平成２９年度一般会計、国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）の
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説明とさせていただきます。 

 続きまして、議案第２２号、平成２９年度尾鷲市後期高齢者医療事業特別会計補

正予算（第３号）の議決について御説明を申し上げます。 

 補正予算書７９ページをごらんください。 

 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２,１４３万２,０００円を増額

し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ６億４,９７８万４,０００円とするものです。 

 補正予算書８６、８７ページをごらんください。 

 歳入について説明をさせていただきます。 

 １款後期高齢者医療保険料につきましては、税務課からの説明とさせていただき

ます。 

○吉沢税務課長  １款後期高齢者医療保険料の計の欄をごらんください。 

 １款後期高齢者医療保険料は、補正前の１億９,０８４万８,０００円に対して２

９１万７,０００円補正増し、予算現額を１億９,３７６万５,０００円とするもの

であります。２９年１２月末の後期高齢者医療保険料の調定額及び収入状況をもと

に年度末の最終収入見込みを精査し、所要の補正を行うものであります。 

 委員会資料７ページをごらんください。 

 １款１項後期高齢者医療保険料、１目特別徴収、１節現年課税分は１８９万６,

０００円の補正減、２目普通徴収、１節現年課税分は４８１万３,０００円の補正

増とするものであります。補正の主な理由は、理由欄に記載のとおりであります。 

 以上の相殺の結果、２９１万７,０００円補正増とするものであります。 

 次に、委員会資料８ページをごらんください。 

 今回最終収入見込みの参考といたしました２９年１２月末現在の後期高齢者医療

保険料の収納実績表であります。後ほど御参照をお願いいたします。 

 市民サービス課と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  それでは、予算書８６、８７ページ真ん中の段になり

ます。 

 ２款繰入金、１項繰入金、１目繰入金でございます。補正前の額４億１,８７０

万円に対し３０８万円を減額補正し、４億１,５６２万円とするものです。 

 １節事務費繰入金１３２万７,０００円の減額は、後期高齢者医療事業の運営に

対する一般会計からの事務費繰入金に係る市町負担金の額の確定によるものでござ

います。 

 ２節保険基盤安定繰入金１７５万３,０００円の減額は、保険基盤安定負担金繰
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入金に係る市町負担金の額の確定によるものでございます。 

 ３款諸収入、３項雑入、１目雑入、補正前の額ゼロ円に対し２,１５９万５,００

０円を増額補正するものです。 

 １節雑入は、前年度の療養給付費市町負担金の精算によるものでございます。 

 補正予算書８８、８９ページをごらんください。 

 歳出について説明をさせていただきます。 

 ２款広域連合負担金、１項広域連合負担金、１目広域連合負担金です。補正前の

額６億４６９万７,０００円に対し１６万３,０００円を減額補正し、６億４５３万

４,０００円とするものです。財源内訳は全て一般財源です。 

 １９節負担金、補助及び交付金１６万３,０００円の減額は、三重県後期高齢者

医療広域連合に対する負担金の額の確定によるものでございます。主なものといた

しましては、一般管理費負担金８６万円の減額、保険料等負担金２９１万７,００

０円の増額、保険基盤安定負担金１７５万３,０００円の減額でございます。 

 ３款諸支出金、２項繰出金、１目一般会計繰出金、補正前の額１,１９７万６,０

００円に対し２,１５９万５,０００円を増額補正し、３,３５７万１,０００円とす

るものです。財源内訳は全て一般財源です。 

 ２８節繰出金２,１５９万５,０００円の増額は、前年度の療養給付費市町負担金

の精算に伴い一般会計に対し繰り出しを行うものでございます。 

 以上、平成２９年度尾鷲市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）の説

明とさせていただきます。 

○三鬼（孝）委員長  ありがとうございます。市民サービス課に係る議案第２０

号、議案第２１号、議案第２２号の説明が終わりました。３議案一括して御質疑し

ていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、質疑の方、御発言を。 

○三鬼（和）委員  ６８ページ、６９ページなんですけど、退職者国民健康保険

税の滞納分なんですけど、資料を見せていただくと、これには税務課より資料があ

って、２年ぐらい前だと、この滞納分も医療費５０％ぐらいの添付された実績表、

平成２９年度の国民健康保険税収納実績のほうの退職分を見ると、過年度分は２年

ぐらい前だと５０％強の収納率というのがあったが、本年度もう２０％台とか十

何％台へ下がっておるんですけど、この要因というのかを聞かせていただきたいと

思います。 

○吉沢税務課長   資料のほうの５ページの退職者分の過年度の収納率が前年、
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前々年に比べかなり下がっておるということに対してのということでよろしいでし

ょうか。 

 これにつきましては、滞納整理がどんどん進んでおる中で焦げつき案件が結構残

ってしまったという部分で、もともと退職者分についてはパイが、全体のボリュー

ムがどんどん繰り越してくるのが少なくなる。パイが少ない関係で極端な収納率の

低下というふうに目立ってしまうんですけど、どんどんパイが小さくなっていくプ

ラス滞納整理が進んで、本当に今ちょっと焦げつきの案件の割合が多いということ

でこのような収納率の結果になったと理解しております。 

 以上です。 

○三鬼（和）委員  ということは、もうこの滞納されておる方というのがずっと

同じ方というのか、収納ができない方が長らくというんかな。全体の収納率が上が

っておるもんで、滞納は減っておるわけですか。全体に。滞納される方は減ってお

るんですか。 

○吉沢税務課長  この退職者分に限らず滞納整理はかなり進んで、収入未済額に

着目していただければあれなんですけど、国保に限らず全て収入未済はかなり減っ

ております。ただ、国保については普通の固定資産税だとか、財産を持っておると

か、市県民税とか、ある程度所得がある方じゃない非常に担税力の少ない部分があ

りますので、なかなか進捗は進みづらいという状況はあります。 

 以上です。 

○三鬼（和）委員  もう少し具体的に、例えば収入的な問題もあろうかと思うん

ですけど、高齢化になったであるとか、病気が進んだとか、そういったことも踏ま

えて焦げつきというのか、長くなっておって、それでなおかつ収納率が下がったの

かどうかと。現実収納率がもう２年ぐらい前に比べたら半分ぐらいになってしまっ

ていますよね。 

○吉沢税務課長  この表の過年度の計の欄の未収額がこの１２月末で１５８万６,

７０９円ということで、調定額が三つほど左にあるんですけど、１９７万９ ,４６

６円ということで、実際この調定額がかなり減っておるのに、言ったら１５８万に

ついてはなかなか固定化になっておると理解していただければ。従前は前年度、

前々年度、この調定額が今より大きい部分がありましたので、このような収納率、

全体のパイの問題ということで理解をお願いします。 

○三鬼（孝）委員長  他によろしいですか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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○三鬼（孝）委員長  なければ、これで３議案の質疑を終了いたします。 

 続きまして、議案第１４号の説明を求めます。 

○内山市民サービス課長  それでは、議案第１４号、平成３０年度尾鷲市一般会

計予算の議決についてのうち、市民サービス課に係るものにつきまして、平成３０

年度予算書及び主要施策の予算概要に従い御説明をいたします。 

 歳入の説明を先にさせていただきます。 

 予算書１８、１９ページをごらんください。 

 １０款交通安全対策特別交付金、１項交通安全対策特別交付金、１目交通安全対

策特別交付金、１節交通安全対策特別交付金でございます。本年度予算額２６０万

円、前年度予算額に対しまして２０万円の減額となっております。これは交通反則

金収入を原資として、地方公共団体が単独事業として行う道路交通安全施策の設置

及び管理に要する費用に宛てるため、地方公共団体に交付されるものでございます。 

 予算書２０、２１ページをごらんください。 

 １２款使用料及び手数料、１項使用料、１目総務使用料、１節コミュニティセン

ター使用料、本年度予算額３７万５,０００円、前年度予算額と同額となっており

ます。これは借り受けて使用させていただいております三木浦・大曽根コミュニテ

ィセンターを除く１１の地区コミュニティセンターの施設使用料で、実績に伴う使

用料を見込んだものでございます。 

 ３目衛生使用料、１節環境衛生使用料、本年度予算額３６９万３,０００円、前

年度予算額に対しまして１６万１,０００円の減額となっております。内訳といた

しましては、斎場使用料２４６万円、墓園永代使用料１２３万３,０００円でござ

います。 

 予算書２２、２３ページをごらんください。 

 一番下の欄になりますが、２項手数料、１目総務手数料、１節総務手数料、本年

度予算額８２２万４,０００円、前年度予算額に対しまして２５万１,０００円の減

額となっております。 

 市民サービス課所管のものといたしましては、戸籍手数料４２２万４,０００円、

住民票手数料１５０万６,０００円、証明関係手数料１２７万円、通知カード再交

付手数料１６万円でございます。 

 ２目衛生手数料、本年度予算額７,９５５万３,０００円、前年度予算額に対しま

して３７０万５,０００円の減額となっております。 

 市民サービス課所管分といたしましては３節畜犬関係手数料１４９万円、内訳と
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いたしましては、畜犬登録手数料２１万円でございます。次ページをごらんくださ

い。予防接種手数料１２８万円が主なものでございます。 

 １３款国庫支出金、１項国庫負担金、１目民生費国庫負担金、本年度予算額７億

８,１６４万円、前年度予算額に対しまして２,０６７万７,０００円の減額でござ

います。 

 市民サービス課分といたしましては、１節社会福祉費負担金２億４１１万円のう

ち、上段の国保基盤安定負担金２,０９４万９,０００円でございます。これは政令

により義務化されている一般会計から国保会計への保険税軽減相当額の繰入金に対

する国庫負担金であり、国の負担割合は保険者支援分の２分の１となっております。

市町村国保が行う低所得者の保険料軽減に対し、公費による助成を行うことにより

国保財政の基盤安定を図るものでございます。 

 予算書２６、２７ページをごらんください。 

 １３款国庫支出金、２項国庫補助金、１目総務費国庫補助金、本年度予算額９９

１万７,０００円、前年度予算額に対し１１１万４,０００円の減額でございます。 

 市民サービス課所管分としては、１節総務費国庫補助金９９１万７,０００円の

うち、個人番号カード交付事業費補助金３７２万２,０００円、個人番号カード交

付事務費補助金４万９,０００円でございます。 

 次に、一番下の段になりますが、３項委託金、１目総務費委託金、本年度予算額

１８万６,０００円、前年度予算額に対しまして１万円の減額となっております。 

 １節総務管理費委託金で自衛官募集事務交付金２万３,０００円、中長期在留者

住居地届出等事務委託費交付金１６万３,０００円でございます。 

 次ページをごらんください。 

 ２目民生費委託金、本年度予算額５２８万２,０００円、前年度予算額に対し１

０万６,０００円の増額となっております。１節社会福祉費委託金５２１万２,００

０円、基礎年金事務費交付金４９６万２,０００円、年金生活者支援給付金支給準

備市町村事務取扱交付金２５万円でございます。 

 次に、１４款県支出金、１項県負担金、２目民生費県負担金、本年度予算額３億

４,３８５万６,０００円、前年度予算額に対し１３７万６,０００円の減額となっ

ています。 

 市民サービス課分として、１節社会福祉費負担金２億２,７９３万９,０００円の

うち、上段の国保基盤安定負担金７,３２５万８,０００円です。これは政令により

義務化されている一般会計から国保会計への保険税軽減相当額の繰入金に対する県
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負担金であり、県の負担割合は保険者支援分については４分の１、保険税軽減分に

ついては４分の３となっております。 

 次に、後期高齢者基盤安定負担金７,０４６万７,０００円です。これは平成２０

年度から始まりました後期高齢者医療制度加入者、７５歳以上の方になりますが、

この方の保険税軽減分に対する県負担金で、負担割合は４分の３となっております。 

 予算書３２、３３ページをごらんください。 

 下段になりますが、１４款県支出金、３項委託金、１目総務費委託金、本年度予

算額３,８５２万４,０００円、前年度予算額に対しまして１,２２８万２,０００円

の増額となっております。 

 市民サービス課分としましては、１節総務管理費委託金１２万４,０００円、人

口動態調査事務費市町村交付金２万４,０００円と人権啓発活動事業委託金１０万

円でございます。 

 次に、予算書次ページ、３４、３５ページをごらんください。 

 下の段になりますが、１５款財産収入、１項財産運用収入、１目財産貸付収入で

す。本年度予算額１,９９４万３,０００円、前年度予算額に対し２４万２,０００

円の増額となっております。 

 市民サービス課分としましては、１節土地建物貸付収入１,９９４万３,０００円

のうち、上から二つ目の斎場関係土地貸付料１万９,０００円でございます。これ

は斎場敷地内の電話支柱、第１種電柱、携帯電話中継局等の土地の貸付料でござい

ます。 

 次に、少し飛びますが、予算書４０、４１ページをごらんください。 

 下の段になりますが、１９款諸収入、５項雑入、１目雑入、本年度予算額３,２

７９万９,０００円、前年度予算額に対し１,７４５万１,０００円の減額となって

おります。 

 市民サービス課所管分といたしまして、２節総務費雑入１,６９３万２,０００円

のうち、上から１１行目になります。尾鷲市自治会連合会コピー使用料１万円、１

５番目、コピー使用料３万７,０００円、一番下の行の旧須賀利公民館電気使用料

４万円が市民課の所管分でございます。 

 続きまして、歳出の説明になります。 

 ７８、７９ページをごらんください。 

 ２款総務費、１項総務管理費、６目交通安全対策費、本年度予算額３４７万３,

０００円、前年度予算額に対し１１万円の増額となっております。財源内訳としま
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しては、その他特定財源４３万９,０００円、一般財源が３０３万４,０００円とな

っております。 

 交通安全啓発事業４３万９,０００円のうち、主なものは１９節負担金、補助及

び交付金４２万円で、尾鷲市交通安全対策協議会負担金２２万円が主なものでござ

います。 

 交通安全施設整備事業３０３万４,０００円のうち、主なものといたしましては、

１１節需用費、修繕料１１０万円はカーブミラー及びガードレールの管理に係る修

繕料でございます。 

 １５節工事請負費１９１万２,０００円は、市道のガードレール設置に係る工事

請負費でございます。 

 ７目センター費、本年度予算額３,２３７万８,０００円、前年度予算額に対し５

０万１,０００円の増額でございます。財源内訳は全て一般財源でございます。 

 ８１ページをごらんください。 

 一般事務経費７２万８,０００円、主なものは、１２節役務費３０万円は通信運

搬費として電話、ファクス等の料金でございます。 

 ９目生活相談費、本年度予算額８８万７,０００円、前年度に対し６万４,０００

円の減額でございます。財源内訳としましては国県支出金２万３,０００円、その

他特定財源１万円、一般財源が８５万４,０００円となっております。 

 市民相談経費８８万７,０００円のうち、主なものは８節補償費６３万円で、無

料法律相談２名の弁護士費用でございます。 

 次ページになりますが、１９節負担金、補助及び交付金２０万円は、尾鷲市自治

連合会への補助金でございます。 

 最下段になります１１目人権啓発推進費、本年度予算額５８万３,０００円は、

前年度予算額に対し２,０００円の減額となります。財源内訳は国県支出金１０万

円、一般財源４８万３,０００円でございます。 

 人権啓発推進事業は５８万３,０００円、主なものとしましては１１節需用費１

５万５,０００円で、次ページをごらんください。消耗品費１５万５,０００円のう

ち１０万円は人権啓発活動の一環として東紀州５市町の持ち回りで実施されており

ます人権の花運動で使用する苗等の購入費でございます。平成３０年度につきまし

ては宮之上小学校を予定させていただいております。 

 １９節負担金、補助及び交付金４２万３,０００円、主なものは熊野市人権養護

委員協議会負担金２５万７,０００円でございます。 
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 予算書９０、９１ページをごらんください。 

 １３目コミュニティセンター費、本年度予算額１,７４１万６,０００円、前年度

に対し１,５９６万９,０００円の減額でございます。財源内訳は、その他特定財源

４１万５,０００円、一般財源１,７００万１,０００円となっております。コミュ

ニティセンター管理経費１,２３９万３,０００円、主なものは１節報酬９４万４,

０００円で、コミュニティセンター運営委員の委員報酬等でございます。 

 １１節需用費６８４万８,０００円、主なものは光熱水費５１５万円、修繕料１

００万円、三木里コミュニティーセンターの雨漏り修繕、梶賀コミュニティーセン

ターの屋根の修繕等を予定しております。 

 １２節役務費２２０万８,０００円、主なものは各地区コミュニティーセンター

の浄化槽保守点検手数料１６３万５,０００円でございます。 

 １３節委託料２９万６,０００円は、各コミュニティーセンター消防設備機能の

総合点検業務委託料でございます。 

 １４節使用料及び賃借料１６４万５,０００円、主なものは、複合機使用料３２

万４,０００円、三木浦漁村センター借上料１００万円でございます。 

 １９節負担金、補助及び交付金４５万２,０００円は、三木浦・大曽根コミュニ

ティーセンターの空調機使用負担金でございます。 

 コミュニティーセンター活動経費２５９万６,０００円、次ページになりますが、

主なものは、８節報償費１８１万円につきましてはコミュニティーセンターで行う

講座等の講師謝礼でございます。 

 次に、集落支援員事業２４２万７,０００円、主なものは８節報償費１８２万８,

０００円で、集落支援員への報償費１７３万６,０００円、集落支援員の活動に係

る集落活性化等講師への報償費９万２,０００円でございます。 

 ９節旅費２７万４,０００円、支援員の研修に伴う旅費７万５,０００円と講師の

旅費１９万９,０００円を予定しております。 

 事業の内容につきましては、主要施策の予算概要により課長補佐より説明をさせ

ていただきます。 

○山中市民サービス課長補佐兼係長  資料を発信させていただきます。主要施策

の予算概要の１７ページになります。 

 事業名、集落支援員事業で、平成２９年度の第３回定例会において補正予算をお

認めいただき、１０月より開始したものです。 

 事業は、住民と行政の協働のもとに地域の実情や時代に対応した集落の維持、活
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性化対策を推進し、特に過疎、高齢化が進んだ集落の課題に向き合い、地域住民が

自主的な活動でそれらを解決することができる仕組みを構築することを目的として

おります。 

 事業の概要は、平成２９年度に引き続き九鬼町に１名の集落支援員を置き、集落

内で実施しましたアンケート調査によって得た地域の状況把握及び課題分析に関す

ることを行います。それをもとに住民と住民、住民と行政との間で分析結果をもと

に集落の現状、課題、あるべき姿等について話し合い、その中でそれらを住民にみ

ずからの地域の課題として捉えてもらい、住民の方がみずからの地域の課題に対し

て主体的に取り組み、解決していく意識づくりと土壌の醸成を目指すものです。ま

た、あわせて地域資源、自然、景観、文化、食等の活用方法及び市内外への情報発

信を行います。 

 なお、現在の状況ですが、地区の老人会では明朗会の御協力をいただきながら昨

年１２月に第１回目のアンケートを実施いたしました。そのアンケートで上位にあ

った日常生活の助け合い、買い物、交通、ごみ出し等について、より細かい部分に

ついての状況把握を行うため、２回目のアンケートを実施しているところでござい

ます。そこで出てきた現在の状況や課題について、予算をお認めいただいた場合、

新年度以降に自主的な取り組み方法等について地区で検討をしていただく予定とし

ております。 

 なお、今後の支援員の活動につきましては、進捗状況や必要に応じて６月の定例

会等において所管の生活文教常任委員会にて御報告をさせていただきたいと思って

おりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

○内山市民サービス課長  それでは、予算書にお戻りいただきまして、９２、９

３ページ、一番下の段になります。 

 １４目諸費、本年度予算額９３２万６,０００円、前年度予算に対し、１０３万

円の減額となっております。財源内訳は全て一般財源です。市民サービス課所管分

としましては集会所関係経費４４万１,０００円、主なものにつきましては次ペー

ジをごらんください。１１節需用費７万４,０００円で、修繕料７万でございます。 

 １２節役務費３６万７,０００円は、浄化槽保守点検等手数料３４万８,０００円

が主なものでございます。 

 次に、防犯灯整備事業６９６万５,０００円で、主なものは１１節需用費６６８

万３,０００円、消耗品費４８万３,０００円、これは平成２５年度に整備した停電
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時対応型ＬＥＤ防犯灯２５基のバッテリーにつきましては５年を経過することから、

交換用のバッテリーを購入するもので、１０年対応できるものに変更を予定してい

るものでございます。 

 光熱費５７０万円は防犯灯の電気料金でございます。 

 １２節役務費２７万６,０００円、主なものは、停電時対応型ＬＥＤ防犯灯バッ

テリー交換手数料２７万３,０００円が主なものでございます。 

 予算書１０２、１０３ページをごらんください。 

 ２款総務費、３項戸籍住民基本台帳費、１目戸籍住民基本台帳費、本年度予算額

４,２００万４,０００円、前年度予算に対し１,２０６万４,０００円の増額となっ

ております。財源内訳といたしましては、国県支出金３７９万６,０００円、その

他特定財源７２６万５,０００円、一般財源が３,０９４万３,０００円となってお

ります。 

 戸籍住民基本台帳経費は７０５万９,０００円で、主なものは１３節委託料５５

８万４,０００円、戸籍システム保守業務委託料３１３万１,０００円、これは戸籍

システム機器の保守及び稼働維持をサポートするための委託料でございます。 

 戸籍総合システム改修業務委託料２６万円、これは住基システム改修による戸籍

システムとの連携改修の委託料でございます。 

 総合住民情報システム改修業務委託料２１９万３,０００円、これはマイナンバ

ーカード等への旧姓の併記等を可能とするためのシステムの改修委託料でございま

す。 

 次ページをごらんください。 

 個人番号カード交付事業３８９万３,０００円、主なものは１９節負担金、補助

及び交付金３７２万２,０００円で、地方公共団体情報システム機構への通知カー

ド・個人番号関連事務負担金でございます。 

 予算書１２８、１２９ページをごらんください。 

 ３款民生費、１項社会福祉費、５目国民年金費、本年度予算額７７２万円、前年

度予算に対し６６３万５,０００円の減額でございます。財源内訳は、国県支出金

４３９万９,０００円、一般財源３３２万１,０００円でございます。 

 国民年金一般事務費７６万２,０００円、主なものは１３節委託料５４万円で、

年金生活者支援給付金の支給に係る市システム改修費でございます。この改修費用

につきましては、国から２５万円の交付金が交付をされることとなっております。 

 予算書１３４、１３５ページをごらんください。 
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○三鬼（孝）委員長  課長、１２時になりますので中断いたします。 

（休憩 午前１１時５９分） 

 

（再開 午後 ０時００分） 

○三鬼（孝）委員長  再開いたします。 

○内山市民サービス課長  それでは、予算書１３４、１３５ページの上段をお願

いします。 

 ９目後期高齢者医療費、本年度予算額４億１,９９７万３,０００円、前年度予算

に対しまして１７２万４,０００円の減額でございます。財源内訳といたしまして、

国県支出金７,０４６万７,０００円、一般財源３億４,９５０万６,０００円でござ

います。 

 市民サービス課分といたしましては、１９節負担金、補助及び交付金３００万１,

０００円で、これは三重県下の自治体で組織をしております三重県後期高齢者医療

広域連合に対する負担金でございます。 

 予算書１７８、１７９ページをごらんください。 

 ４款衛生費、３項環境衛生費、３目環境衛生費、本年度予算額１３８万５,００

０円、前年度予算に対し５,０００円の減額となっております。財源内訳は、その

他特定財源１０６万円、一般財源３２万５,０００円となります。 

 狂犬病予防事業１２０万８,０００円、主なものは、１３節委託料１０９万５,０

００円、畜犬登録等業務委託料でございます。畜犬登録に係る業務５０件、予防注

射に係る業務４００件、巡回予防注射に係る業務４００件を見込んでおります。 

 環境保全対策事業費１７万７,０００円、主なものは、１９節負担金、補助及び

交付金１６万円につきましては猫避妊等手術費補助金で、飼い猫に対する補助金で

ございます。雄が２０匹で２,０００円、雌が３０匹、４,０００円で予算を見込ん

でおります。 

 ４目斎場管理費、本年度予算額１,９０６万２,０００円、前年度予算に対し２２

８万２,０００円の増額となっております。財源内訳は、その他特定財源２４６万

円、一般財源１,６６０万２,０００円でございます。 

 斎場一般管理費は１,４５６万７,０００円で、主なものは１３節委託料１,４２

９万８,０００円、斎場の指定管理料でございます。これは平成３０年４月１日か

ら平成３５年３月３１日までの指定管理委託料の平成３０年度分の経費でございま

す。 
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 斎場維持補修費４４９万５,０００円、主なものは次ページをごらんください。

１５節工事請負費４１６万円で、キュービクル改修工事２９４万９,０００円、火

葬炉修繕工事１２１万１,０００円でございます。 

 ５目墓地管理費、本年度予算額１３３万８,０００円、前年度予算に対し３２万

円の増額でございます。財源内訳は全て一般財源です。 

 墓地管理費１２９万８,０００円、主なものは１２節役務費６１万２,０００円で、

内訳は墓地草刈手数料３１万３,０００円、流木伐採手数料２５万８,０００円でご

ざいます。 

 １３節委託料５０万２,０００円は、光ヶ丘墓地清掃委託料でございます。 

 墓地移転事業は４万円で、１２節役務費２万円は補正予算で説明させていただき

ました改葬公告に伴う官報掲載手数料でございます。 

 最後に予算書９ページにお戻りください。 

 第２表、債務負担行為でございます。市民サービス課所管分として、上から５行

目、住民基本台帳ネットワークシステム機器借上料で、期間を平成３１年度から平

成３５年度までの５年間、限度額を９４８万８,０００円とするものでございます。 

 住民基本台帳ネットワークシステムにつきましては、全国センター、都道府県及

び市区町村において運用されておりますシステムの安定運営のため、定期的に機器

の更改を実施しております。 

 地方公共団体情報システム機構により全国において平成３０年１１月から平成３

１年１１月までを標準更改期間と設定し実施されることと、本市の住民基本台帳ネ

ットワークシステムの次期機器更改が平成３１年３月であることから、平成３１年

４月より新しいシステムを稼働することとして、平成３０年度中に契約締結を行う

必要があります。 

 また、機器更改に要する費用につきましては、高額となることから５年間のリー

ス契約を締結することとして、今回３１年度から５年間の債務負担行為として計上

させていただいたものでございます。 

 以上で平成３０年度一般会計予算の説明とさせていただきます。よろしくお願い

いたします。 

○三鬼（孝）委員長  ありがとうございます。それでは、昼食のため休憩いたし

ます。午後は１時１５分から再開いたします。 

（休憩 午後 ０時０５分） 
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（再開 午後 １時１４分） 

○三鬼（孝）委員長  休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 それでは、市民サービス課に係る議案第１４号の説明が終わっておりますので、

これより質疑に入りたいと思います。よろしくお願いいたしたいと思います。 

○濵中委員  予算書９３ページの集落支援員事業なんですけれども、先ほど主要

施策のほうでも説明をいただいたんですけど、聞いてみると福祉のケア会議のほう

の地域の現状課題抽出のあたりのところと完全にリンクする動きかなというふうに

は思ったんですけれども、そういったあたり、福祉とはどういった情報共有をして

おるのかなというのを聞かせてほしいんですけど。 

○内山市民サービス課長  福祉課のほうで新年度から始まる地域の見守りという

ことで、社協のほうと委託して尾鷲市全体で２名がそういう買い物支援とかに当た

るということは聞いております。それにつきましても、また導入されておる集落支

援員との連携会議とか、そういう場にも参加させてもらうような方向で調整をして

いるところでございます。 

○濵中委員  それとちょっと関連して、８３ページの自治会連合会の補助金が恐

らく精査されて、自治会も減ってきておるということなのかなという気はするんで

すけれども、補助金が削減されておりますよね。 

 昨年生活文教のほうでもこの自治会の運営についての視察もさせていただく中で、

やはり地域を支える行政の連携をとってもらうためにも、自治会はきちっと確保す

ることが大事やということも感じさせてもらったんですけれども、こういった集落

支援員制度に関してはそういった組織がつくりやすい周辺部はもちろん重要なんで

すけど、やっぱり生活基盤が少ないということで。 

 だけど、逆に中心部、まち中心部の自治会が減ってしまっているところへのてこ

入れというのも考えると、自治会をきちんとつくり上げていく中の後押しであると

か、そういった地域の現状課題の把握ということに関しても、そういった自治会に

対する行政のバックアップということが大事なのかなと思うんですけど、ことしの

動きとしては何かそういったバックアップを考えておられることはありますか。 

○内山市民サービス課長  集落支援員の制度を見る中で、県等と相談いたしまし

ても輪内地区はある程度固まった、区長さん中心にそういう制度も導入しやすい。

ただ、本当に要るのは、こういう周辺部の自治会組織がどんどん役員不足等で、会

員数も減っている中で、そういうものの立て直しに集落支援員事業を活用するとい

う方法も提案をいただいております。 
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 また、それについても担当課としてもできるだけ現状を保つ、また、それ以上に

全地区がそういう自治会の組織にされるような形に持っていければと、何らかの具

体的な取り組みまではまだ予算のあれは起していないんですが、また考えていきた

いと思います。ありがとうございました。 

○濵中委員  地域包括ケアシステムのことですので、福祉のほうで詳しく聞かせ

てもらおうかなと思っておったんですけれども、こういう住民自治の部分ができて

いないと包括システムのほうにも広がりが出ないと思っておりますので、こういっ

たあたりは福祉ときちんと連携をしていただくようにお願いしたいのと。 

 今、課長がおっしゃったように予算立てがまだできていないですけれどもという

ことなんですけど、やはりほかの住民自治がしっかりしているところというのは、

行政のほうのそういったところのバックアップ体制であるとか、アドバイザー的な

ことであるとか、そういうことがしっかりできていて、啓発ということも力が入れ

られているのも見ておりますので、そういったあたりはぜひ生かしていただきたい

なと思います。よろしくお願いします。 

○奥田委員  予算書７８、７９ページのところのコミュニティーセンターの職員

の人件費なんですけど、これは何名分を計上しておるんですか。 

○内山市民サービス課長  基本的に当初予算を組んで、１１月に担当課から予算

要求して、市長査定が終わるのが１月末の時点だと思います。そういう中で、この

センター職員の人件費につきましては当初平成２９年度と同じ人員で計上している

数字でございます。基本的に人件費につきましては総務課のほうの所管となります

ので、総務課で一括して計上している部分になると考えています。 

○奥田委員  そうすると総務課長に聞いたほうがいいんかな。ですかね。４名分、

須賀利はそのままだけれども、輪内のほうは、九鬼、三木里、曽根は３人おるけど、

２人削るんでしょう。ということは４名が２名になるわけじゃないですか。でも、

４名分計上してくれておるということは、このままいってくれるのはいいですよ。

僕はもうそのままでいいと思うんやけれども。 

○内山市民サービス課長  人件費の計上については、現状の職員配置をもとに当

初予算に計上します。４月へ入って人事異動等で減額になったりふえたりする部分

については補正の対応で調整しておると思いますので、よろしくお願いします。 

○奥田委員  そうしたら、きのうの総務のほうの説明で資料をもらったんやけれ

ども、例えば国保会計なんか２９年は当初予算で７人やけれども、今回６人と。こ

の辺は一括県でやるわけでしょう。そういうことを加味しておるんじゃないの、こ
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れは。そういうことじゃなくて、現状が６人だから６人で今計上しておるというよ

うな形なのかな。どうなんですか。 

○内山市民サービス課長  国保会計については市民サービス課の所管の職員と税

務課のほうの所管の職員というふうに分けてやっていますので、６人という形にな

っておるとは思うんですが、現状うちの国保係は正職４名と臨職１名の５名体制で

やっております。それで、また次年度からの配置についてまでは多分額に反映して

おるのかどうかはちょっと私のほうでは把握はしておりません。 

○奥田委員  そうすると人件費というのはあれやな。かなりいいかげんな人件費

をはじいておるということなんかな。当初予算というのは。これだけ財政が厳しい

と言いながら、財政改革をやるのは適当な人員配置でやって今のままでとやってお

るということになるの。この分配も。各課の総務費やら民生費やらずっと分かれて

おるけれども、人件費というのは毎年そんなんやったかな。そういうふうな形で。 

 でも、減ると言っておるんやったら減るような予算をすべきやと思うんですけど、

４名でやってくれていいよ。これで。僕はやっていただいたら結構やと思うけど、

そういう方針を出しておきながら、出しておきながら前年度と一緒という、こうい

うような配置で、今こうやもんですからというのは、これは総務課長に聞いたほう

がいいんかな。どういうふうに考えたらいいんやろう。 

○三鬼（孝）委員長  奥田委員、総務課長を出席させて説明させます。ちょっと

事務局。 

○小川委員  先ほどの集落支援員制度に関連しまして、集落支援員からの報告に

よって課題を検討されていると思うんですけど、集落支援員のミッションの中に報

告の内容であるとか、あと手段とか、報告の回数とか、そういうのは定められてい

るんですか。 

○内山市民サービス課長  ミッションといいますか、集落支援員の要綱に毎日の

業務報告をするようにという文言も入れていまして、まず区長さんに日常業務の報

告を行って、それを担当課のほうへもらうような形で毎日の報告は受けております。 

○小川委員  それと、先ほど濵中委員の質問の中にあって答えられたんですけど、

福祉の２名を買い物のほうにやっていただくというの、あれって生活支援コーディ

ネーターのことで、買い物支援には直接かかわらないんじゃないですか。あれはコ

ーディネートするだけの人じゃないんですか。そのためにもやっぱり集落支援員と

いうのを各集落にふやしていったほうがいいと思うんですけど。 

 それと、今要望が各集落で二つか三つ上がってきていると思うんですけど、集落
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支援員を入れて、それで今後どうされるのかちょっと。 

○内山市民サービス課長  担当課としまして、何地区か九鬼の取り組みを見なが

ら集落支援員をという話は伺っています。ただし、担当課としては、まずうちで取

り決めた要綱の国の制度にのっとってやるということで、どうしても国からの会計

監査等もございますので、まずアンケート調査から取り組むということが原則にな

っております。 

 地域の方から見ると、いつまでも調査ばっかりで現実的に進まんやないかという

お話もいただくこともございます。ただし、そういう会計検査のこともございます

ので、そこはしっかり担当課としてはやっていきたいという中で、九鬼が１０月か

ら導入して、現在第１回のアンケートを終えて第２回のアンケートを行って、予算

が認められ次第、４月の新年度以降それをどうやって解決していくかという話し合

いの場を地域で持っていただくことになっています。 

 そこらで出てきた実績を１回６月ぐらいにでも各地区へ報告させていただいて、

このような取り組みで集落支援はやっていきますということを理解していただいた

上で、そういうことを受け持っていただける方が見えるのであれば導入も考えてい

く必要があるとは現在は思っております。 

○小川委員  国の施策なので、１００％国から出るということでどんどんやって

いったほうがいいと思います。熊野市なんかですと今十何人かな、インターネット

でも募集もしてやっておりますし、全国的にも３,０００人以上超えてきているみ

たいで、もっとスピード感を持ってやっていただきたい。そのように思います。 

○仲委員  関連で、集落支援員事業は１０月から１名配置されておるという中で、

今アンケート調査をして２回目もやるということですけど、特に担当課とのかかわ

りですね。集落支援員と担当課のかかわりは日常的というか、定期的にどのような

かかわりを持っていますか。 

○内山市民サービス課長  現在九鬼でアンケートに取り組んでいる中で、担当課

との連絡につきましては毎日の業務日報という形で担当課のほうへはいただいてお

ります。また、アンケートのまとまったときに、地区との話し合いがあるという場

合には、うちのほうから私が出向いて住民の方との話し合いの中にも入らせていた

だくような形で現在取り組んでおります。 

○仲委員  例えば担当課のほうから指導とか助言とか、そういうものがあっても

いいのかなと。それで、一つはもう一つの地域おこし協力隊との連携もありかなと。

特に活性化対策のほう、地域の活性化という視点の中においては、今の中で今後２
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地区ぐらい、もしくはそれ以上の集落支援員を置くということであれば、各地区に

置いたとしても、やはり各地区の点を線、平面にするためには、集落支援員及び地

域おこし協力隊の情報交換なり、いろんな事業の組み立てを連動させるようなこと

をしないとやっぱり行き詰まるような気がしますけど、そこらはいかがですか。 

○内山市民サービス課長  現状今九鬼に赴任してもらっている豊田氏につきまし

ては、以前そういう協力隊も経験した職員というか、人物ですので、今度３月から

九鬼に入った新しい協力隊の方とまた網干場のこととか、いろいろ相談しながら協

働してやっていくということも伺っていますので、今後とももし他の地区へ導入さ

れれば、他の地区の協力隊の方と連携しながらやってもらうような形になると思い

ます。 

○仲委員  一つ提案なんですけど、それは今の方法でよろしくお願いしたいんで

すけど、集落支援員が地域によっていろんな活動の中で何かを立ち上げるというよ

うなことが多分あると思うんですけど、今、東紀州地域振興公社もありますので、

あそこの公社もやっぱりまちづくりの活性化についての目的がありますので、その

つながりを深めていただいて、東紀州の事業の補助として何らかの支援をいただく

ような、その中で周辺地区、特にまちづくりを進めていくという視点をやっぱり活

用したらいいんじゃないかと。 

 特に今の話では県の職員もいろんな面で入っているということであれば、東紀州

地域振興公社がかかわっていないというのはいかがなものかと思いますので、そこ

らの視点がもしありましたらよろしくお願いします。 

○加藤市長  さっき仲委員のほうからおっしゃった形の進め方は私の構想の中に

はあるわけなんですよね。基本的にはやっぱり現場でそれぞれが地域のどういう問

題があるかということを、要するに集落支援員を中心とした形の中で、それぞれの

区長がおりますから、区長が現場、ほかですれば婦人会とか老人会とかいろいろあ

るわけなんですけれども、そういう方々を中心にしながら、要するに役割を果たし

ていきたいと。 

 一方では、協力隊というのがあるわけなんですね。協力隊は何かをやらなきゃな

らないというミッションがありますので、それはどっちかというとまちを活性化さ

せるというような形のもので、それをうまく一つの、例えば九鬼、早田、輪内地区

というような、こういった形の中で一体化していきながら、まちの活性化と同時に、

要するにまちの安全安心というんですかね。そういう取り組みをしていきながらつ

くり上げていくと。 
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 一方、さっきおっしゃった東紀州のそういう話についても、やっぱりもっともっ

と尾鷲の地区を深掘りしながら、そういうよさというのも何といいますか、アピー

ルしていくような、そういう対応もしていかなきゃならないなとは思っているんで

すけどね。だから、要するにまちを活性化させると同時に、まちの安全安心を守る

ための体制を一つのエリアというんですかね。九鬼、早田、輪内地区でこういうの

をつくり上げていきたいというのが一つの考え方としても持っているわけなんです

けど。 

○三鬼（孝）委員長  奥田委員、総務課長と係長はちょっと日帰り出張しておる

もんで、あした冒頭に説明をさせるようにしますので、よろしく。 

○三鬼（和）委員  関連というか、濵中委員からの自治連合会の、これは今は自

治会連合会の補助金を言ったんですけど、これって２０万円の根拠というのはどう

なっておりますか。 

○内山市民サービス課長  基本的に補助金については事業費の２分の１以内とい

うことで、平成２９年度までは２５万、昨年１１月に尾鷲市の補助金の見直しを全

補助金について行った中で、ちょっと自治連合会については繰越金も多少あります

し、周年事業という形で５０周年、６０周年という記念事業の積み立てもございま

すので、そういう中で今回５万円の減額というような措置をとったものでございま

す。 

○三鬼（和）委員  これまでは従前はかなり前やといと世帯数というか、会員数

掛ける幾らとかという単価でやっておったと思うんですけど、二十数年前にごみの

分別なんかは自治会、当時は自治連合会が力を入れて今のごみの収集の基礎になっ

ておると思うんですけど、生活文教常任委員会の視察でも自治会の活性化というこ

とで取り上げて言ったということは、むしろこの自治会活動の中に地域おこし協力

隊のような方を活用して、結局これまでのことじゃないことも含めて、住民自治と

いうんかな。一番根底におるのは自治会活動やと思うんです。まちづくりの。 

 もう一度そういうふうに今までの概念をちょっと変えるぐらいの考えで自治会の

活性化にして、市が事業を進める支えというのか、まちおこしの一番根底を担って

もらうということを踏まえて、高齢化とかいろいろなってきたというのはわかるん

ですけど、それはそれなりの活動の方法がまた全国でもあるんじゃないかなと思う

ところから、むしろこういった方を、若い方でもいいと思うんですけど、お願いし

て、一緒になって新たな自治連合会活動の仕組みづくりというのを見直すというの

も一つの考えじゃないかなと思うんですけど、ちょっとこの補助金の中から事業費
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で２分の１ということを聞きましたのでちょっと思ったんですけど、そういった考

えとかどうなんですか。 

○内山市民サービス課長  先ほどの県の担当者からも輪内地区みたいな固まって

区長のおるところで集落支援事業を行うよりは旧町内ですね。そういうところで自

治会活動が廃れていく中で、そういうのの仕組みづくりとして、集落支援員を導入

してはどうかというようなアドバイスもいただいておるのが現状でございます。 

 ただ、担当として、なかなか区域の設定とか、そこで受け皿となる住民の方はど

ういう方がいるのかというあたりも、現状の自治会長さんの見えるところはいいん

ですが、ちょっと離れたところとの連携とかというとなかなか難しいのかなと。ち

ょっと手をつけられていないのが現状でございます。 

○三鬼（和）委員  この補助金に対する中での事業要望というか、運営要望のこ

とですからあれなんですけど、地域支援員の場合は入っていない方も含めてこの旧

町内をやるんやったらやっぱりやらんといと、隣同士で住んでおっても会員とか会

員じゃないというか、いろいろ出てきて難しいと思うんですけど、むしろ根底の自

治会ももう一遍活発にさせるというところからスタートして、会員もふやすことも

含めてそういった取り組みをこの地域おこし協力隊の方というか、新しい概念でさ

れるほうが、ずっとずるずるとそのままいくよりかもいいんじゃないかと思うんで

すけど、その辺はちょっと考えてほしいなと思うんですけど。 

○小川委員  ちょっと参考までにお聞きしたいんですけど、予算書の１０５ペー

ジの個人番号カード交付事業の中のマイナンバーカードの普及率というのは尾鷲と

県と全国的な平均はどんなものなのかなと思いまして。 

○内山市民サービス課長  マイナンバーの普及状況なんですが、平成３０年２月

末現在の数字を申し上げます。全国平均の交付率が１０.６８％です。三重県の状

況は県全体で８.５７％、そんな中で尾鷲市の状況は、現在尾鷲市は２月末現在で

６.９６％となっております。 

 これは各自治体で同一のパーセントを出すために、平成２９年１月１日現在の人

口から割り戻したパーセントとなっておりまして、現在２９年１月１日の人口が１

万８,７６３名、その中で２月２８日の交付数が１,３０６枚というような形で６.

９６％というのが現在の状況でございます。 

○小川委員  それと通知カードが戻ってきたり、取りに行っていないという方は

まだ見えるんですか。 

○内山市民サービス課長  届け先不足で現在通知カードが市のほうへ戻ってきて
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おるのが何通かございます。正確な数はちょっと把握、原課ではわかるんですが、

今持っておりません。済みません。 

○三鬼（孝）委員長  他に。 

○楠委員  ８１ページのところで一般事務経費、そこに使用料及び賃借料、自家

用車賃借料とあるんですけど、これはあれですかね。職員の方の通勤不便地区だか

ら自家用車を使っていいよということなんでしょうかね。 

○山中市民サービス課長補佐兼係長  おっしゃるとおり、職員の自家用車の賃借

料となっております。 

○楠委員  その場合、賃借料になっているんですけど、この場合保険とか、対人

賠償とか、そういうものも一緒になっているんですか。 

○山中市民サービス課長補佐兼係長  保険等に関しては各自が任意保険に入って

おりまして、あとそれとは別に総務課のほうへ届け出をしまして、総務課のほうで

車両保険にたしか入っていただいているはずです。 

○三鬼（孝）委員長  他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三鬼（孝）委員長  なければこれで議案第１４号の審査を終了いたします。 

 続きまして、議案第１５号、議案第１６号の説明を求めます。 

○内山市民サービス課長  それでは、議案第１５号、平成３０年度尾鷲市国民健

康保険事業特別会計予算の議決について説明をさせていただきます。 

 予算書３１９ページをごらんください。 

 第１条 歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ２５億９５４万４,０００円と

定めております。 

 第２条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は１億６,０００万円と定めるものでございます。 

 予算書３２５ページをごらんください。 

 歳入歳出予算事項別明細書、歳入につきましては、平成３０年度からの国保財政

の県一元化に伴い、歳入予算の款が変更になります。２９年度までは１款の国民健

康保険税から１０款の諸収入までの１０款により区分されておりましたが、３０年

度からは国庫支出金、療養給付費等交付金、前期高齢者交付金、共同事業交付金が

なくなり、１款の国民健康保険税から６款の諸収入までの６款により区分される予

算となっております。 

 次ページをごらんください。 
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 歳出につきましても平成３０年度からの一元化に伴い、歳出予算の款が変更にな

ります。２９年度までは１款総務費から１０款の基金積立金までの１０款で区分さ

れておりましたが、３０年度からは後期高齢者納付金等、前期高齢者納付金等、老

人保健拠出金、介護納付金がなくなり、新たに３款国民健康保険事業費納付金が追

加されましたので、１款の総務費から８款の諸支出金までの８款による区分の構成

となっております。 

 ここで歳入及び歳出の詳細について説明させていただく前に、平成３０年度にお

ける県と市の国保財政の仕組みについて、資料をもとに説明をさせていただきたい

と思います。 

 それでは、資料を通知させていただきます。担当の国保係長より説明をさせてい

ただきたいと思います。 

○小川市民サービス課係長  それでは、説明させていただきます。 

 これは平成３０年度における県と市の国保財政の仕組みを簡単な図であらわした

ものです。上段は今回新設される県の国保特別会計となります。 

 県の収入の主なものは、市町から納められる国民健康保険事業費納付金、上向き

の長い矢印となります、と国からの交付金などになります。県はそれらを合算した

ものから市町に保険給付費等交付金、下向きの長い矢印になります、を支出します。 

 下段は市町の国保特別会計となります。市の収入の主なものは、市民の皆様から

納めていただく保険税と県からの交付金などになります。市はそれらを合算したも

のから県に対して国民健康保険事業費納付金を、医療機関に対して保険給付費を支

払い、また特定健診等の保健事業などを行います。 

 以上が平成３０年度、県と市における国保財政の仕組みになります。 

○内山市民サービス課長  それでは、予算書３２８、３２９ページにお戻りくだ

さい。 

 歳入について説明をさせていただきます。 

 １款国民健康保険税につきましては、税務課からの説明となりますので、税務課

長とかわります。 

○吉沢税務課長  それでは、平成３０年度国民健康保険税について説明いたしま

す。 

 ページの下段の計の欄をごらんください。 

 １款国民健康保険税、本年度予算額３億６,４５５万６,０００円、前年度予算額

に比較して４,２９４万円減少の見込みであります。 
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 委員会資料の６ページをごらんください。 

 当初予算につきましては、平成２９年度の国保税の調定状況等を基本に、経年変

化による見込み、具体的には加入世帯数の減等を加味し調定見込み額を把握し、見

込み収納率を乗じて見込んでおります。 

 １目一般国民健康保険税の３節介護納付金、現年課税分以外は全て前年度当初予

算に比較して減少の見込みとなりました。特に退職者国保につきましては、先ほど

補正予算のほうで申し上げたとおり、平成２６年度に制度が廃止されており、加入

世帯が増加することがないことなどからかなり減少となる見込みであります。 

 説明は以上です。市民サービス課長と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  それでは、引き続き市民サービス課から御説明を申し

上げます。 

 予算書３３０、３３１ページをごらんください。 

 ２款県支出金、１項県負担金、１目保険給付費等交付金、本年度予算額１８億８,

６９１万円、前年度予算額に対しましては皆増となっております。 

 １節普通交付金１８億４,４１１万円、２節特別交付金４,２８０万円です。普通

交付金につきましては３０年度からの国保財政県一元化に伴い、新たに市の歳入と

なる県からの交付金で、市が行った保険給付費の実績に応じ市の請求に基づいた額、

その同額が県より交付されるものでございます。 

 特別交付金の内訳につきましては、資料１により担当より説明をさせていただき

ます。 

○小川市民サービス課係長  特別交付金の内訳につきましては、特別調整交付金

１,１００万円、特定健診等負担金５３８万６,０００円、保険者努力支援分６６２

万１,０００円、県繰入金２号１,９７９万３,０００円です。 

 特別調整交付金１,１００万円につきましては、国の特別調整交付金の市町村の

ために交付される部分で、経営努力分の経過措置分として交付されるものです。 

 特定健康診査等負担金５３８万６,０００円につきましては、特定健康診査及び

保健指導の実施に要した費用を国３分の１、県３分の１の割合で負担したものです。 

 保険者努力支援制度分６６２万１,０００円につきましては、３０年度から本格

的に導入される国の交付金制度である保険者努力支援制度の評価基準に基づいて算

定された国の交付金です。 

 県繰入金２号１,９７９万３,０００円につきましては、国の保険者努力支援制度

での取り組みを補完するものとして、市町の取り組みや実情に応じ算定される県か
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らの交付金です。 

 特別交付金の中には国の交付金も含まれていますが、３０年度からは県も保険者

になることから、国から県に交付され、その後県から市に交付されることになるの

で、県支出金となります。 

 以上です。 

○内山市民サービス課長  ここで予算書３３０、３３１ページにお戻りください。 

 上段の２行目になります。特定健康診査等負担金は本年度予算額ゼロ、前年度予

算額２８８万２,０００円に対しまして皆減となっております。これは特定健康診

査保健指導の実施に要した費用に対して県から交付されるものでございます。県の

負担割合は３分の１、３０年度からは特別交付金に含まれて交付されます。 

 高額療養費共同事業費負担金は本年度予算額ゼロ、前年度予算額１,８３５万３,

０００円に対しまして皆減となっております。これは国保連合会事業として都道府

県レベルで財政調整を行ってきた高額医療費共同事業が２９年度で廃止となったも

のによるものでございます。 

 同じく２款県支出金、県補助金、財政調整交付金は、本年度予算額がゼロ円、前

年度予算額１億２,９８５万５,０００円に対しまして皆減となっております。これ

は県が各市町の財政を調整するために交付するもので、３０年度からは市の歳入で

はなく、ほとんどが県に歳入されることとなります。 

 ３款財産収入、１項財産運用収入、１目基金運用収入、本年度予算額１,０００

円、前年度と同額でございます。 

 ４款繰入金、１項他会計繰入金、１目一般会計繰入金、本年度予算額２億１,９

７３万５,０００円、前年度予算に対しまして１,３３８万４,０００円の減額とな

っております。 

 １節保険基盤安定繰入金１億２,５６１万２,０００円です。保険基盤安定制度は

低所得者に対する保険税軽減分等を国・県・市町の公費で負担することにより、国

保財政の基盤の安定化に資することを目的とする制度でございます。保険者支援分

につきましては、国２分の１、県４分の１、市４分の１、保険税軽減分については

県が４分の３、市が４分の１という負担割合となっております。 

 ２節職員給与費等繰入金５,５９９万２,０００円は、国保事務経費に対する繰り

入れでございます。 

 ３節出産育児一時金等繰入金５６０万円は、一般会計からの３分の２の繰入金で、

２０名分となっております。 
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 ４節財政安定化支援事業繰入金３,２５３万１,０００円は、被保険者の応能割、

保険税負担能力が特に不足していること、高齢者が特に多いことなどのように、保

険者の責に帰すことができない特別の事情に基づくと考えられる要因に着目し、限

定的に一般会計からの繰り入れが認められているもので、交付税による財政措置が

講じられるものでございます。 

 予算書３３２、３３３ページをごらんください。 

 ２項基金繰入金、１目財政調整基金繰入金、本年度予算額３,２１３万４,０００

円、前年度予算に対しまして４,６８１万円の減額となっております。これは財政

調整基金から繰り入れを行い、財源充当に充てるものでございます。 

 ５款繰越金、１項繰越金、１目繰越金、本年度予算額１,０００円、前年度と同

額でございます。 

 ６款諸収入、１項延滞金加算金及び過料につきましては、税務課から説明をさせ

ていただきます。 

○吉沢税務課長  １目延滞金、１節一般被保険者延滞金４０５万円及び２節の退

職被保険者等延滞金５,０００円、それぞれ国民健康保険税の延滞金であります。 

 説明を市民サービス課と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  一番下の欄になりますが、６款諸収入、２項雑入、１

目一般分第三者納付金、本年度予算額２００万円、前年度と同額です。 

 １節第三者行為収入２００万円で、これは一般被保険者が交通事故等第三者の行

為により負傷した場合の保険給付に対する返納金でございます。 

 ２目退職分第三者納付金、本年度予算額１０万円、前年度と同額です。 

 １節第三者行為収入１０万円で、これは退職被保険者が交通事故等第三者の行為

により負傷した場合の保険給付に対する返納金でございます。 

 ３目一般分返納金、本年度予算額５万、前年度と同額です。 

 １節一般分納付金５万円、これは一般分医療費返納金です。 

 ４目退職分返納金、本年度予算額１,０００円、前年同額です。退職分医療費返

納金でございます。 

 ５目雑入、本年度予算額１,０００円、前年度予算額に対しまして５１１万９,０

００円の減額となっております。これは昨年度までは延滞金については雑入として

計上しておりましたが、３０年度より雑入ではなく１項延滞金加算金及び過料、１

目延滞金として計上しておりますので、その分が減額となっているものでございま

す。 
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 予算書３３４、３３５ページをごらんください。 

 ３０年度からの国保財政の県一元化に伴う減少分でございます。国庫支出金、国

庫負担金、療養給付費負担金につきましては、２９年度までは市の歳入でしたが、

３０年度からは県に歳入されることになります。 

 高額医療費共同事業費負担金につきましては、国保連合会事業として都道府県レ

ベルで財政調整を行ってきた高額医療費共同事業が２９年度で廃止となるために皆

減となるものでございます。 

 特定健康診査等負担金につきましては、国の負担割合は３分の１で変更はありま

せんが、３０年度からは国の負担分も県支出金特別交付金として、県の負担分３分

の１と合わせて交付されることになります。 

 次に、国庫補助金、財政調整交付金、療養給付費等交付金、前期高齢者交付金に

つきましては２９年度まで市の歳入でしたが、３０年度からは県に歳入されること

になります。 

 共同事業交付金につきましては、国保連合会事業として都道府県レベルで財政調

整を行ってきた共同事業が２９年度で廃止となることによるものでございます。 

 予算書３３６、３３７ページをごらんください。 

 歳出でございます。 

 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費、本年度予算額５,１２５万８,０

００円、前年度予算に対して１,２３２万８,０００円の減額となっております。財

源内訳は全て一般財源です。国保職員人件費３,６４０万５,０００円につきまして

は、市民サービス課２名、税務課４名、計６名分の職員に係る人件費でございます。 

 先ほど奥田委員の質疑の中で国保と税務の人員割合についての項目で、私、国保

４、税務２と申し上げたんですが、この割合は市民サービス課２名、国保４名とい

うことで訂正をさせていただきたいと思います。税務課、済みませんでした。 

 次に、国保一般管理費１,４８５万３,０００円、主なものとしては１２節役務費

５７２万５,０００円、内訳としましては、被保険者証郵送代ほか通信運搬費１７

８万４,０００円、国保連合会に対する確認事務手数料２８０万６,０００円、３０

年度からの新規費用として、国保情報集約システム運用手数料９１万円でございま

す。 

 １３節委託料４７５万５,０００円、主な内訳は、国保診療報酬等電算委託料４

５６万９,０００円でございます。 

 次ページ、予算書３３８、３３９ページをごらんください。 
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 １９節負担金、補助及び交付金３７９万７,０００円、システム利用の負担金で

ございます。 

 ２目連合会負担金、本年度予算額９５万６,０００円、前年度より１０万２,００

０円の減額となっております。財源内訳は全て一般財源です。 

 １９節負担金、補助及び交付金９５万６,０００円、主な内訳は、連合会保険事

業負担金３８万円、連合会一般負担金が５３万１,０００円でございます。 

 １款総務費、２項徴税費、１目賦課徴税費につきましては、税務課から説明をさ

せていただきます。 

○吉沢税務課長  １款総務費、２項徴税費、１目賦課徴税費のうち、税務課に係

る歳出は、説明欄、国保賦課費１１６万８,０００円であります。これは国民健康

保険税の賦課に係る事務経費であります。 

 内訳を申し上げます。 

 需用費３万６,０００円は事務用消耗品費、役務費４０万６,０００円については

納税通知等に係る通信運搬費、使用料及び賃借料１万８,０００円は次の３４０、

３４１ページをごらんください。複合機使用料であります。 

 負担金、補助及び交付金７０万８,０００円は、納付書印刷に係る応分の国保特

別会計分の負担金であります。 

 次の国保徴収費２１０万４,０００円、こちらは国民健康保険税の徴収に係る事

務経費であります。 

 内訳を申し上げます。 

 旅費３万８,０００円は、市外徴収の普通旅費であります。 

 需用費５６万３,０００円、主なものは納付書等の印刷製本費であります。 

 次に、役務費８６万７,０００円、督促状などの郵送料であります。 

 次に、使用料及び賃借料２１万６,０００円、納税相談員の使用車借上料であり

ます。 

 負担金、補助及び交付金４２万円は、三重地方税管理回収機構の国保会計分の負

担金であります。 

 説明は以上です。市民サービス課長と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  それでは、一番下の段になりますが、３項運営協議会

費、１目運営協議会費、本年度予算額５２万５,０００円、前年度と同額です。財

源内訳は全て一般財源です。これは国保事業の適切な運営を図るため、市町村の必

置機関である協議会の運営に係る経費で、主なものとしては１節報酬５０万２,０
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００円、国保運営協議会委員報酬、委員１５名、平成３０年度につきましては５回

分として予算を計上させていただいております。 

 予算書３４２、３４３ページをごらんください。 

 １款総務費、趣旨普及費、本年度予算額ゼロ、前年度予算額６万２,０００円に

対しまして皆減となっております。これは国保のしおり及びジェネリック医薬品普

及促進リーフレット、国保事業啓発パンフレットの印刷代ですが、３０年度からは

県より示された市国保会計予算科目に従い１款総務費、１項総務管理費、１目一般

管理費、国保一般管理費、１２節役務費において国保連共同印刷手数料５万１,０

００円を計上させていただいておるものでございます。 

 ２款保険給付費、１項療養諸費、１目一般分療養給付費等、本年度予算額１５億

７,９０９万８,０００円、前年度予算に対しまして２,０５９万２,０００円の増額

となっております。財源内訳は全て国県支出金でございます。 

 １９節負担金、補助及び交付金１５億７,９０９万８,０００円、これは一般被保

険者の医療費に対する保険給付分でございます。 

 ２目退職分療養給付費等、本年度予算額１,８７３万３,０００円、前年度予算に

対して１,５３９万４,０００円の減額となっております。財源内訳は全て国県支出

金となっております。 

 １９節負担金、補助及び交付金１,８７３万３,０００円、これは退職被保険者の

医療費に対する保険給付分でございます。 

 ３目一般分療養費、本年度予算額１,６３９万３,０００円、前年度予算に対しま

して４６２万５,０００円の増額でございます。財源内訳は、国県支出金１,６３９

万２,０００円、一般財源１,０００円となっております。 

 １９節負担金、補助及び交付金１,６３９万３,０００円、これは一般被保険者の

療養費に対する保険給付分でございます。 

 予算書３４４、３４５ページをごらんください。 

 ４目退職分療養費、本年度予算額１５万９,０００円、前年度予算に対しまして

１９万２,０００円の減額となっております。財源内訳は、国県支出金１５万８,０

００円、一般財源１,０００円です。 

 １９節負担金、補助及び交付金１５万９,０００円、これは退職被保険者の療養

費に対する保険給付分でございます。 

 ５目審査支払手数料、本年度予算額５２７万５,０００円、前年度予算に対して

１４万５,０００円の増額でございます。財源内訳は全て一般財源です。 
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 １２節役務費５２７万５,０００円、主なものは、診療報酬審査支払手数料５２

０万７,０００円です。 

 ２項高額療養費、１目一般分高額療養費、本年度予算額２億２,５８４万６,００

０円、前年度予算に対して７９１万７,０００円の増額でございます。財源内訳は、

国県支出金２億２,５８４万５,０００円、一般財源１,０００円です。 

 １９節負担金、補助及び交付金２億２,５８４万６,０００円、一般被保険者の高

額療養費でございます。 

 ２目退職分高額療養費、本年度予算額３７３万３,０００円、前年度予算に対し

て２７３万６,０００円の減額でございます。財源内訳は、国県支出金３７３万２,

０００円、一般財源１,０００円です。 

 １９節負担金、補助及び交付金３７３万３,０００円、退職被保険者の高額療養

費でございます。 

 ３目一般分高額介護合算療養費、本年度予算額１０万円、前年度予算に対して皆

増となっております。財源内訳は全て国県支出金でございます。これにつきまして

は、２９年度までは２款保険給付費、１項療養諸費、３目一般分療養費に計上して

おりましたが、３０年度からは県より示された市国保会計予算科目に従い２款保険

給付費、２項高額療養費、３目一般分高額介護合算療養費を新規に設け予算計上を

させていただいたものでございます。 

 １９節負担金、補助及び交付金１０万円で、一般被保険者の高額介護合算療養費

でございます。 

 ４目退職分高額介護合算療養費、本年度予算額５万、前年度予算に対して皆増と

なっております。財源内訳は全て国県支出金でございます。これにつきましても２

９年度まで２款保険給付費、１項療養諸費、４目退職分療養費に計上しておりまし

たが、３０年度からは２款保険給付費、２項高額療養費、４目退職分高額介護合算

療養費を新たに設け予算計上をさせていただいたものでございます。 

 予算書３４６、３４７ページをごらんください。 

 ３項移送費、１目一般分移送費、本年度予算額１,０００円は前年度と同額でご

ざいます。財源内訳は全て国県支出金、１９節負担金、補助及び交付金１,０００

円、一般被保険者の移送費でございます。 

 ２目退職分移送費、本年度予算額１,０００円、前年度と同額です。財源内訳は

全て国県支出金でございます。 

 ４項出産育児諸費、１目出産育児一時金、本年度予算額８４０万円、前年度予算
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に対し５,０００円の減額となっております。財源は全て一般財源です。 

 １９節負担金、補助及び交付金８４０万円、出産育児一時金として１件４２万円

を交付するもので、対象者２０名分を見込んでおります。 

 ２目支払審査手数料、本年度予算額５,０００円、前年度予算に対し皆増となっ

ております。財源内訳は全て一般財源、これにつきましては平成２９年度までは１

目出産育児一時金に計上しておりましたが、３０年度からは県より示された市国保

会計予算科目に従い、２目支払審査手数料を新たに設け予算計上したものでござい

ます。 

 予算書３４８、３４９ページをごらんください。 

 ５項葬祭諸費、１目葬祭費、本年度予算額２５０万円、前年と同額で、財源は全

て一般財源です。 

 １９節負担金、補助及び交付金２５０万円、これは１件５万円で５０人分の葬祭

費を見込んでおるものでございます。 

 ３款国民健康保険事業納付金につきましては、３０年度からの国保財政の県一元

化に伴い市が県に支払う新規費用で、県から示された納付金額に基づき計上をして

おるものでございます。 

 国民健康保険事業費納付金は県が県全体で必要となる納付金を市町ごとの所得水

準、国保加入者数、世帯数で案分し、その額に市町ごとの医療費水準を反映し、基

本額を定めたものでございます。なお、これに市町の前期高齢者交付金の前々年度

精算額等が反映されますことにより最終的な納付金額が決定されることとなります。 

 それでは、１項医療給付費分、１目一般被保険者医療給付費分の説明をさせてい

ただきます。 

 １項医療給付費分、１目一般被保険者医療給付費分、本年度予算額３億８,３６

１万２,０００円、前年度予算に対し皆増となっております。財源は全て一般財源、

１９節負担金、補助及び交付金３億８,３６１万２,０００円で、一般被保険者の医

療給付費分に係る納付金でございます。 

 ２目退職被保険者等医療給付費分、本年度予算額１５７万７,０００円、前年度

に対し皆増となっております。財源は全て一般財源で、１９節負担金、補助及び交

付金１５７万７,０００円、退職被保険者の医療給付費分に係る納付金でございま

す。 

 ２項後期高齢者支援金等分、１目一般被保険者後期高齢者支援金等分、本年度予

算額１億２,９２８万９,０００円、前年度に対して皆増となっております。財源は
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全て一般財源で、１９節負担金、補助及び交付金１億２,９２８万９,０００円、２

目退職被保険者等後期高齢者支援金等分、本年度予算額５８万７,０００円、前年

度に対して皆増となっております。財源内訳は全て一般財源で、１９節負担金、補

助及び交付金５８万７,０００円でございます。 

 ３項介護納付金分、１目介護納付金分、本年度予算額４,４５４万６,０００円、

前年度に比べ皆増となっております。財源は全て一般財源で、１９節負担金、補助

及び交付金でございます。 

 ４款共同事業拠出金、１項共同事業拠出金、１目共同事業拠出金、本年度予算額

１,０００円は前年度と同額でございます。財源は全て一般財源、１９節負担金、

補助及び交付金１,０００円で、退職者医療共同事業事務費拠出金でございます。 

 予算書３５２、３５３ページをごらんください。 

 ５款保健事業費、１項保健事業費、１目疾病予防費、本年度予算額９８９万９,

０００円、前年度予算に対し３０３万１,０００円の増額でございます。財源は全

て一般財源です。主なものは、１２節役務費９１万１,０００円、内訳は医療費通

知や後発医薬品利用差額通知等の郵送代７７万７,０００円、後発医薬品利用差額

通知データ管理手数料１３万４,０００円でございます。 

 １３節委託料７３８万４,０００円、内訳は脳ドックに係る住民検診等委託料１

６５万円、レセプト点検業務委託料２８５万６,０００円、データヘルス計画策定

業務委託料２８７万８,０００円でございます。 

 データヘルス計画につきましては、レセプトデータや検診データを活用し、国保

加入者の皆様のニーズや特徴を踏まえた保険事業を実施することにより国保加入者

の皆様の健康の保持増進を図ることを目的に策定する計画でございます。計画期間

につきましては３１年度から３５年度までの５カ年計画となります。 

 １９節負担金、補助及び交付金１３０万３,０００円、内訳は健康増進事業等負

担金１０７万８,０００円、老人クラブ連合会主催の健康増進のためのグラウンド

ゴルフ大会補助金２２万５,０００円でございます。 

 健康増進事業等負担金につきましては、２９年度までは健康体操、生活習慣予防、

食生活改善料理教室の経費について、県の特別調整交付金を財源に実施しておりま

したが、３０年度からは県の指導に基づき医療費の適正化につながると考えられる

一般会計で実施する保健事業に対する国保会計負担分として計上させていただいた

ものでございます。 

 疾病予防費は、国保加入者の皆様の健康保持・増進、疾病予防等を推進するため
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の健康づくりに要する費用になります。 

 ２項特定健康診査等事業費、１目特定健康診査等事業費、本年度予算額１,７８

１万６,０００円、前年度予算額に対し３５８万１,０００円の増額でございます。

財源内訳は国県支出金５３８万６,０００円、一般財源１,２４３万円、主なものは

１２節役務費１２８万６,０００円で、特定健診及び保健指導の案内、未受診者に

対する受診勧奨通知などの郵送代６１万円、特定健診等データ管理手数料６７万６,

０００円でございます。 

 予算書３５４、３５５ページをごらんください。 

 １３節委託料は１,６４５万６,０００円で、内訳は検診委託料１,６１６万６,０

００円、特定健診受診勧奨コールセンター業務委託料２９万円でございます。 

 健診委託料につきましては特定健康診査の委託料で、受診率向上のための医療機

関での個別健診のほかに、古江町、賀田町、三木浦町で各３０名、福祉保健センタ

ーで５０名を対象にがん検診と同時実施の集団健診を予定しております。また、３

０年度から三重県医師会からの要望により、心電図、貧血検査についても追加項目

とし、受診者全員に受けていただく予定として予算を計上しているものでございま

す。 

 特定健診受診勧奨コールセンター業務委託料につきましては国保連合会が実施す

る事業で、電話により特定健診の受診を勧奨するものです。県内１４市町がこの事

業を活用しており、本市においても受診率向上のため３０年度から実施を予定し、

予算計上をさせていただいたものでございます。 

 ６款基金積立金、１項基金積立金、１目財政調整基金積立金、本年度予算額は１,

０００円、前年度と同額でございます。 

 ７款公債費、１項公債費、１目利子、本年度予算額１３万２,０００円、これは

一時借入金が発生した場合の償還利子の分でございます。 

 ８款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目一般分保険税還付金及び２目退

職分保険税還付金につきましては税務課から説明をさせていただきます。 

○吉沢税務課長  ８款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目一般分保険税

還付金、２３節償還金、利子及び割引料２１６万円は国民健康保険税一般分の過誤

納付還付金であります。 

 次の３５６、３５７ページをごらんください。 

 ２目退職分保険税還付金、２３節償還金、利子及び割引料１８万円は、国民健康

保険税退職分の過誤納付還付金であります。 
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 説明を市民サービス課長と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  ３目一般分償還金及び還付加算金、本年度予算額１,０

００円、４目退職分償還金及び還付加算金、予算額１,０００円、いずれも前年と

同額でございます。 

 次の後期高齢者納付金等から３５８ページ、介護納付金までにつきましては、３

０年度からの県一元化に伴い歳出科目としてはなくなります。 

 以上で、議案第１５号、国民健康保険事業特別会計予算の議決についての説明と

させていただきます。 

○三鬼（孝）委員長  ありがとうございます。それでは、議案第１５号の説明が

終わりましたので、質疑に入りたいと思います。質疑がある方は御発言願います。 

○三鬼（和）委員  この保険税なんですけど、収納してこれは保険税が確定した

段階で県へ納めるんですか。 

 収納業務というのは市でするわけでしょう。それから、その分を県に上げて、ま

た県から交付税とかそういった形で来ると思うんやけど、これが大体ざくっとわか

ったんですけど、もっと具体的に、例えば滞納とかあったらこれはもう市の責任で

やるんかいな。管理回収機構へも４２万納めるように今説明の中ではなっています

けど。 

○小川市民サービス課係長  国民健康保険事業費納付金につきましては、もう３

０年度の納付金額が確定しております。その金額を年度明けてから、８月から３月

までで均等に毎月支払うような形で今県のほうから指示は来ています。 

 国民健康保険税のほうにつきましては、６月当初賦課になって、６月から国保税

を皆様に納めていただくことになりますけれども、それを財源に８月から３月まで

の間で納付金を納めるという。保険税だけでは納付金額にはちょっと満たないので、

あと各種……。 

○三鬼（和）委員  繰入金ということやね。 

○小川市民サービス課係長  そうですね。 

○三鬼（和）委員  ですので、滞納とかがあった場合は、これは額が確定したら

県に納めなくちゃいけないと思うんですけど、滞納とかがあったらその分は市が管

理回収機構も入れておるということですけど、市が責任を持ってその分はこれまで

と同じということになるんですか。 

○内山市民サービス課長  そうですね。あくまでも国保会計の中で県に納めるよ

うな形になります。 
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○小川委員  予算書の３５３ページですかね。疾病予防費のところで差額通知デ

ータ管理とありますけど、この差額通知を出すことによってジェネリックの普及率

というのはどのぐらいになっているんですか、今。 

○小川市民サービス課係長  ジェネリックの差額通知を出すことによってのジェ

ネリックの普及率なんですけれども、今のところ６０％程度にとどまっております。 

○小川委員  国の目標では８０％ぐらいやったですかね。 

 それと、レセプト点検業務委託料で２８５万６,０００円ついておりますけど、

これによって重複診療であるとか重複薬剤とか、そういうのがわかると思うんです

けど、保健指導とかはどうなっておるんですか。 

○小川市民サービス課係長  重複診療とか重複薬剤の関係なんですけれども、国

保連合会のほうからそういう重複受診者とか重複薬剤の関係のリストが来ます。個

人名を上げたリストが来ます。それは医療機関から市に請求されるレセプトという

診療報酬明細書の請求書に基づいたリストになっていまして、そのリストに基づい

て点検業者さんにちょっとレセプトを見ていただきながら重複服薬の人も抽出して、

今回通知を出させていただいて本人さんと話のできる機会を設けまして、お電話で

お話ししたという経緯があります。 

○小川委員  そういった努力をすることによって保険者努力支援制度ですか。そ

れで先ほど説明も、何ページやったかな。３３１ページの特別交付金の中の努力者

支援につながる。６６２万ついておりますけど、それはどういった事業に対して６

６２万がついているのか。もしよければ参考までに。 

○小川市民サービス課係長  評価項目自体は全部で大きく分けて１２項目ありま

す。ただ、それがもっと細分化されていまして点数化されているわけですけれども、

先ほど言っていただきましたように重複受診者へのアプローチの関係ですとか、あ

とは特定健診の受診率、ほか保健事業の取り組み状況等、もう本当に事細かく分か

れていまして、そういうのの点数の積み重ねがこの金額につながっています。 

○奥田委員  予算書３３２ページ、３３３ページあたりかな。財調なんですけど、

今回３,２１３万４,０００円繰り入れるということですけど、これは２９年度末は

幾らで、それで財調ってどうなっていくのか。これは生文で説明したんやったかな。

済みません。重複になるかもしれませんけど。 

○内山市民サービス課長  今の奥田委員の質問について、ちょっと資料を、国保

の運営協議会で示させてもらった資料と生活文教常任委員会で示させてもらった資

料がありますので、そちらをもとにちょっと説明させてもらってよろしいですか。 
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○三鬼（孝）委員長  どうぞ。 

○小川市民サービス課係長  それでは、今後の市の国保運営について、資料に基

づき御説明させていただきます。 

 現在の国保制度のもと、本市においても社会保険への適用拡大や後期高齢者医療

保険制度への移行に伴い、国保加入者数は減少となる一方で、加入者の高齢化や医

療の高度化に伴い１人当たりの保険給付費は年々増加しております。 

 国保加入者数は２９年度については年間平均４,９４８人、３０年度はさらに減

少し、４,７００人と見込んでおります。 

 また、１人当たりの保険給付費は、２９年度、３０年度については当初予算ベー

スでの見込み数値ですが、３７万円、３９万２,０００円と増加すると見込んでお

ります。 

 ９ページをごらんください。 

 財政調整基金の状況について説明させていただきます。 

 市民の皆様から納めていただく国保税や国や県からの交付金等で、保険給付費等

の支出が賄えないときには財政調整基金を取り崩してその費用に充てさせていただ

いております。これが取崩金額のことです。また、決算において繰越金が発生した

場合等においては財政調整基金を積み立てます。これが積立金額のことです。 

 財政調整基金残高の推移につきましては、平成２６年度で１億７,７８６万円あ

りましたが、２９年度は見込みで４,９９９万５,０００円となり、３０年度の当初

予算を計上するに当たって３,２１３万４,０００円を取り崩したので、基金残高見

込みは１,７８６万２,０００円となります。 

 これは２６年度の基金残高と比べると約１０分の１で、仮に３１年度の当初予算

についても３０年度と同額の基金の取り崩しが必要となった場合、３１年度の当初

予算が組めない状況にあります。 

 今後２９年度の決算により２９年度から３０年度への繰越金が生じたり、３０年

度中の収入や支出の状況によっては基金の増減が見込まれますが、大幅な増減は考

えにくいと思われます。 

○内山市民サービス課長  済みません。ちょっともう一点よろしいですか。資料

１０ページのほうを説明させていただきたいと思います。 

 ９ページのとおり基金残高の減少により国保財政の運営が大変厳しい状況にあり

ます。現状のままですと３１年度の当初予算の計上も難しいということで、３０年

度中に税率等何らかの検討をする必要があると担当課では考えております。 



－５９－ 

 仮に３１年度から税率を見直すとした場合、３０年１２月定例会に税率改正案を

議案上程し、３１年１月から３月にかけて市民の皆様にその内容を周知させていた

だくことが必要となってまいります。また、議案を上程する前には国民健康保険運

営協議会においても十分な審議をしていただく時間が必要となりますので、１０ペ

ージのスケジュール案に沿って進めていきたいと現在考えております。 

 ３０年６月からどのくらい税率の見直しが必要なのか、国保加入者の皆様の御負

担がどのくらいふえるかなど、具体的な改正案について運営協議会で御審査いただ

くとともに、議会にもお示ししながら、８月下旬に市長への答申、その後税率改正

等になれば議会の同意を得ながら進めていきたいというふうに考えておるのが今の

担当課の考えでございます。 

 以上、簡単ではありますが、３０年度における財政上の変更ポイントと基金の状

況等の説明とさせていただきます。 

○奥田委員  そうすると確認ですけど、財調というのはもう各市町で今までどお

り持っておいてくださいというような感じなんですかね。 

 それと、これまでも私は生文、前まで生文でしたけど、国保の国保税が上がりま

せんかという話を再三させてもらいましたけど、今までどおりという話でしたけど、

やっぱり上がるんですね。３１年度から。そういう認識でいいんですね。 

○内山市民サービス課長  本市の国保の税率につきましては平成２３年に上げた

のを最後に、隔年では国保の上限額は国保の上の制度、法律により上限額はアップ

しておりますが、税率の改正は平成２３年を最後に行っていないのが現状でござい

ます。 

○奥田委員  この資料５ページ、６ページ、７ページを見るとやっぱりやむを得

んのかなという感じがしますよね。国保の徴収しておるのが３億６,０００万ぐら

いですよね。それで、保険給付が１８億もあるとなると、これはやっぱり県のほう

もそういうふうに考えてくるんかなという感じがしますけど、相当上がるんでしょ

うね。やっぱりこれね。 

 だから、まだ何とも言えないですけど、ただ本当に歳入と歳出を見ておると行っ

たり来たりするじゃないですか。資金が。一旦集めたものを県に納めて、県がまた

県支出金でくれてとか、本当にこういうやりとりってやるんですか。資金のやりと

りというのは本当にやるの。 

 だって、市で幾ら保険料があるかとか、財調幾ら入れたとか、一般会計がどれだ

け来たかとか、わかるわけや、県やって。差額でぽんと来たらシステム的には簡単
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やと思うんやけれども、一旦県へぼんと上げよと。それで、また県からすると。こ

ういう行ったり来たりというのは実際に本当にするんですか。やっぱり数字だけあ

れするだけ、差し引きでやったら僕はやりやすいと思うんやけど、実際どうなの。

実際にこうやってやりとりするんですか。ちょっとわかりにくいんやけど。 

○小川市民サービス課係長  実際に資金のやりとりはあります。納めて交付金、

県は市町から納められた納付金と、県のほうに国等から来た補助金とか交付金を合

算して、それをもとに今度はまた各市町にバックしてくるというような流れで。 

○三鬼（孝）委員長  他に。 

○上岡委員  国民健康保険とか、あと年金とか、支払い形態がいろいろあります

よね。銀行引き落としでやるとか納めるの。納める側は一緒なんですけど、手数料

とかというのは違うんですか。入ってくるお金、市へ入ってくるお金は一緒なんで

すか。その部分も全部入ってくるんですか。取られるんですか。 

○吉沢税務課長  納付書等を、本人さんが納税してもらう際に金融機関等に手数

料を取られるか取られないかというお尋ねでよろしいですか。 

○上岡委員  そうじゃなくて市とか国が取られるのか。本人は取られないんです

けど。 

○吉沢税務課長  金融機関に取られるか取られんかというお話でしょうか。指定

金融機関とそれから収納代理金融機関というのを尾鷲市が指定しております。そち

らに対しては基本無料ということで、ゆうちょ等に関しては若干手数料を取るみた

いな形がありますけれども、基本的に市内の指定金融機関及び収納代理金融機関は

そういった費用は発生しません。 

 ただ、ゆうちょについてはちょっと特殊な形態でありますので、手数料的なもの

があるような形になっておりますけど、基本的に市から金融機関にこの分を取り扱

ってもらったので払う。ただ、口座振替とか、そういう手数料は別であります。１

件当たり幾ら。ただ、普通に納付書を窓口へ持っていっていただいて送金してもら

う際に手数料的なものを市が金融機関に払うということはそうではないです。あり

ません。 

 以上です。 

○上岡委員  ということは、それ以外の支払い形態だと市へ入ってくる金額は少

なくなるんですか。言っている意味がわからないですかね。本人はコンビニで払っ

ても一緒ですよね。金額は。納付書で払っても。 

○吉沢税務課長  コンビニ収納とかは現在ちょっとまだ行っておりません。であ
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りますので、コンビニとかでは今国民健康保険税のほうは納付ができないような状

況であります。 

 以上です。 

○楠委員  それでは、３５３ページのところで疾病予防費、これは特に大切なこ

とだと思うんですけど、そこで負担金、補助金のところで負担金が２９年度では健

康体操指導員会費とか研修会費参加負担金が今回健康増進事業等負担金で結構な金

額になっているんですが、もし聞き落としているのであれば失礼なので、内容をち

ょっと教えていただけますか。 

○小川市民サービス課係長  健康増進事業等負担金につきましては、２９年度ま

では健康体操や生活習慣病予防、食生活改善料理教室の経費について、県から特別

調整交付金というのが交付されていまして、それを財源に実施しておりまして、そ

の分の経費が上がっていたんですけれども、３０年度からは県の指導がありまして、

医療費の適正化につながると考えられる一般会計で実施する保健事業に対して国保

会計負担分ということで、国保の被保険者の分という形で、負担金として一般会計

のほうへ国保会計から払うというような計上方法をということでちょっと指導があ

りまして、そのように計上させていただいたものです。 

 一般会計のほうの健康増進事業の関係で健康体操とか生活習慣病予防、食生活改

善料理教室の経費で１１７万３,０００円、これの国保負担分として３０％、被保

険者の人口に対する割合が３０％程度やということで３５万１,９００円と、あと

一般会計のほうの健康増進型ヘルスツーリズム事業、これはタラソウォーキングを

含めたウオーキング事業を中心とした健康増進事業の関係なんですけれども、その

関係の費用で６１万７,２４０円の３０％で１８万５,１７２円。 

 あと特定健診の追加項目で３項目あります。尿素、窒素とアルブミンというのと

尿酸という追加項目があるんですけれども、これは請求の関係で一般会計の福祉保

健課のほうで一旦払っていただいていたんですけど、これは国保の被保険者の方の

分なので、これが１２０円掛ける３項目、それで１,５００人ということで５４万、

この三つにつきましては一般会計のほうでしていただいている健康増進事業の関係

で、この費用に係る分で１０７万８,０００円というふうな形で負担金として今年

度計上させていただいています。 

○小川委員  先ほど医療費のところが出ましたけど、奥田委員が言われましたけ

ど、１人当たりの、これを見ますと先ほどの説明の参考資料のところで給付費が３

９万２,０００円ですかね。これは１人当たりの医療費にすると多分４３万ぐらい
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いくんですか。三重県で１番か２番になると思うんですけど、国保の税率を上げる

前にもっとその前にするべきことがあるんじゃないかと思うんですけど、前にも一

般質問でも言いましたけど、剤薬の問題であるとか、重症化予防であるとか、そう

いうのにはまだ取り組んでいかれないんですか。 

○小川市民サービス課係長  剤薬の関係につきましては、委員が１２月の議会で

御提案いただきまして、紀北医師会さんや薬剤師会さんとも調整しないとだめなん

ですけど、紀北管内ということで紀北町ともちょっと調整が必要となりまして、ま

だ細かいところまでの調整には至っていない現状にあります。 

 重症化予防につきましては今も生活習慣病予防教室ということで、福祉保健課の

ほうでそういう教室を開いたりしながら健康増進の関係の事業には努めているんで

すけれども、重症化予防につきましてはこの２９年度に県のほうも糖尿病の重症化

予防の関係のプログラムの三重県版をつくりまして、県としても本格的にもう３０

年度から取り組むということで、それも保険者努力支援制度、国の交付金制度の中

の評価項目の一つに上がっていますので、県全体として取り組むと。 

 尾鷲市としましても、３０年度明けて早々にそのプログラムに沿ったフローがあ

るんですけれども、そのフローに沿って受診勧奨等をやっていく予定で通知等の費

用もちょっと上げさせてもらっています。福祉保健課のほう、保健指導の関係にな

りますと福祉保健課のほうとの連携も必要になりますので、詳細につきましては年

度が明けてもうすぐに打ち合わせをしてともに進めていくような形で考えています。 

 ３０年３月２６日に県のほうでそういう取り組みをしている市町村が集まって報

告会があるんです。それも保険者努力支援制度の評価項目の中の一つになっており

ますので、尾鷲市としてはまだ重症化予防に本格的には取り組んでいないんですけ

れども、生活習慣病予防に取り組んでいるということで、その報告会にも参加させ

ていただいて、ほかの市町の状況も参考にしながら３０年度はちょっと本格的に取

り組みを進めていくということで福祉保健課のほうと調整しています。 

 以上です。 

○濵中委員  今の関連なんですけれども、保険者支援制度の話、せんだっての生

文のほうの議論の中で楠委員が指摘された、抑えてくれる制度があるけれども、う

ちは値上げをせんなんやないですかという、そのあたりを考えたときに、上げるけ

ど、上げる幅を少しでも抑えようと思ったらこの１年間がすごく勝負やと思うんで

す。 

 やはり保険者支援制度というのは、市民の加入者の方たちに理解してもらうのが
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まず一番目に大変な作業かなと思うんですけれども、そういったことに関しては先

ほどいろいろ書面の送付とかいうふうに言われましたけど、読んでわかるものでは

なかなかないなという気がしておりますので、そういったあたり、市長がこれから

一生懸命行くんだというタウンミーティングなんかにぜひ同行するなり、そういっ

たところも利用するなりして、顔を見てのお願いというか、顔を見ての理解を求め

るというあたりが必要な部分やと感じております。そういったやり方の検討をぜひ

すぐ進めていただかないと、本当に上げ幅で物すごく苦労をせんなんような気がし

ますので、計画がありましたら、課長、どうぞお願いします。 

○内山市民サービス課長  今お示しできる具体的な計画はないんですが、委員御

指摘のとおり見やすい形での広報とか、顔を見せながらの説明をさせていただける

ような機会にどんどん出向いて御理解いただきたいというふうに考えていますので、

またよろしくお願いいたします。 

○三鬼（孝）委員長  他にございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三鬼（孝）委員長  暫時休憩します。 

（休憩 午後 ２時４１分） 

 

（再開 午後 ２時４９分） 

○三鬼（孝）委員長  では、休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 それでは、議案第１６号の説明を求める前に、課長のほうからマイナンバーカー

ドの通知状況の説明をお願いします。 

○内山市民サービス課長  済みません。先ほどの小川委員の質問の中で通知カー

ドの返戻数について、ちょっと具体的な数字を申し上げられなかったものですから、

今現在市民サービス課のほうに残っておるのが１５３通残ってございます。 

 それと、もう一点、楠委員のほうから御質問のありました自家用車の借上料の保

険についてなんですが、担当課は総務課と答えさせていただいたんですが、管財の

ほうで、財政課のほうで市の保険は一括して取り扱っていただいておりますので、

済みません。訂正をさせていただきます。 

 以上です。 

○三鬼（孝）委員長  それでは、議案第１６号の説明を求めます。 

○内山市民サービス課長  それでは、議案第１６号、平成３０年度尾鷲市後期高

齢者医療事業特別会計予算の議決について御説明をさせていただきます。 
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 予算書３６５ページをごらんください。 

 第１条 歳入歳出予算の総額は歳入歳出それぞれ６億１,５８３万２,０００円と

定めております。 

 予算書３７２、３７３ページをごらんください。 

 １款後期高齢者医療保険料及び２款国庫支出金につきましては、税務課長から説

明をさせていただきます。 

○吉沢税務課長  １款後期高齢者医療保険料の合計の欄をごらんください。 

 本年度予算額１億９,６２３万６,０００円、前年度予算額と比較して５３８万８,

０００円増加の見込みであります。 

 委員会資料９ページをごらんください。 

 後期高齢者医療保険料につきましては、三重県後期高齢者医療広域連合からの見

込み資料をもとに予算計上を行っております。広域連合での尾鷲市の来年度の見込

み保険料を特別徴収、普通徴収に案分して予算計上をしております。 

 表の右下、前年度比各予算額の計の欄をごらんください。 

 前年度当初予算額と比較し、５３８万８,０００円の増加を見込んでおります。

保険料の増加理由につきましては、平成２９年度から後期高齢者保険料の軽減特例

等が見直され、所得割の軽減が引き下げられることや、後期高齢者の人数が増加す

る見込みなどであります。 

 予算書３７２、３７３ページにお戻りください。 

 ２款国庫支出金、１項国庫補助金、１目高齢者医療制度円滑運営事業補助金１３

９万３,０００円につきましては、軽減特例の見直しに伴うシステム改修費用に係

る国庫補助金であります。 

 説明を市民サービス課長と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  それでは、予算書３７２ページ真ん中の段になります

が、３款１項１目繰入金、本年度予算額４億１,６９７万２,０００円、前年度予算

に対しまして１６４万３,０００円の減額となっております。 

 １節事務費繰入金は３億２,３０１万５,０００円、２節保険基盤安定繰入金９,

３９５万７,０００円です。保険基盤安定繰入金の内訳といたしましては、県が４

分の３、７,０４６万７,０００円、市が４分の１、２,３４９万円となります。 

 次に、４款１項１目繰越金、本年度予算額１,０００円は前年度と同額でござい

ます。 

 ５款諸収入につきましては、税務課から説明をさせていただきます。 
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○吉沢税務課長  ５款諸収入、１項延滞金加算金及び過料、１目延滞金３万円に

つきましては、後期高齢者医療保険料に係る延滞金収入であります。 

 次に、予算書３７４、３７５ページをごらんください。 

 ２項の償還金及び還付加算金、１目保険料還付金及び還付加算金１２０万円につ

いては過誤納付金等の還付に伴い広域連合から収入されるものであります。 

 以上であります。市民サービス課長と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  次に、予算書３７６、３７７ページをごらんください。 

 歳出の説明とさせていただきます。 

 １款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費、本年度予算額８７５万５,００

円、前年度予算に対しまして１１万２,０００円の増額でございます。財源は全て

一般財源です。 

 後期高齢者職員人件費５５９万２,０００円は、職員１名の人件費です。 

 後期高齢者一般管理費３１６万３,０００円、主なものは、１９節負担金、補助

及び交付金２９９万４,０００円、システム利用負担金でございます。 

 １款総務費、２項徴収費につきましては、税務課から説明をさせていただきます。 

○吉沢税務課長  １款総務費、２項徴収費のうち、税務課に係る分は、説明欄、

徴収費をごらんください。徴収費２７８万３,０００円、後期高齢者医療保険料の

徴収に係る事務経費であります。 

 次の３７８、３７９ページをごらんください。 

 内訳を申し上げます。 

 需用費１６万９,０００円、事務用消耗品費等であります。役務費５５万５,００

０円、主なものは保険料額決定通知などの郵送料であります。 

 委託料１３９万４,０００円については保険料の軽減特例の見直しに伴いシステ

ム改修が必要となります。システム改修に伴う委託費用であります。 

 使用料及び賃借料２万４,０００円は複合機使用料、負担金、補助及び交付金６

４万１,０００円については納付書共同印刷負担金であります。 

 以上であります。市民サービス課長と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  それでは、引き続き３７８、３７９ページ、下の欄に

なります。 

 ２款広域連合負担金、１項広域連合負担金、１目広域連合負担金、本年度予算額

６億２８０万９,０００円、前年度予算に対しまして３７２万８,０００円の増額と

なっております。財源内訳は全て一般財源、１９節負担金、補助及び交付金は６億
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２８０万９,０００円で、三重県後期高齢者医療広域連合に対する負担金でござい

ます。 

 内訳としましては、一般管理費負担金１,０３６万８,０００円、健康診査費負担

金３５０万８,０００円、健康診査事務費負担金１３０万３,０００円、保険料等負

担金１億９,６２６万６,０００円、３７２ページ、歳入の後期高齢者医療保険料額

１億９,２６３万６,０００円と延滞金３万円の合計額となっております。 

 保険基盤安定負担金９,３９５万７,０００円は保険料軽減相当分を公費で補塡す

るもので、負担割合は県が４分の３、市が４分の１となっております。 

 療養給付費負担金は２億９,７４０万７,０００円です。 

 予算書３８０、３８１ページをごらんください。 

 ３款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、１目保険料還付金及び還付加算金に

つきましては、税務課長より説明をさせていただきます。 

○吉沢税務課長  １目保険料還付金及び還付加算金１２０万円は、保険料の過誤

納付還付金であります。 

 説明を市民サービス課長と交代いたします。 

○内山市民サービス課長  引き続き３８０ページ下の段になります。２項繰出金、

１目一般会計繰出金、本年度予算額１,０００円、前年度と同額となっております。 

 以上で、議案第１６号の説明とさせていただきます。 

○三鬼（孝）委員長  ありがとうございます。議案第１６号の説明が終わりまし

たので、質疑に入ります。質疑がある方は御発言願います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三鬼（孝）委員長  ないようでございますので、これで市民サービス課に係る

予算審議を終了いたします。 

 ここで小池係長が出席されております。この３月末で無事退職されそうでござい

ます。大変長い間御苦労さまでした。退職後も市政推進にいろいろ御協力賜ります

よう心からお願い申し上げます。この際、退職に当たって何か思いがありましたら

御発言願います。 

○小池市民サービス課係長  この３月３１日で退職となります。もう急にこうい

う場で話をと言われてもちょっと私も言葉になりません。本当に長い間ありがとう

ございました。 

○三鬼（孝）委員長  ありがとうございました。 

 それでは、１０分間休憩いたします。 
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（休憩 午後 ２時５９分） 

 

（再開 午後 ３時１５分） 

○三鬼（孝）委員長  それでは、休憩前に引き続き委員会を再開いたします。 

 福祉保健課に係る議案第２０号、議案第１４号の説明を求めたいと思います。 

○三鬼福祉保健課長  福祉保健課です。よろしくお願いいたします。座って失礼

いたします。 

 それでは、議案第２０号、平成２９年度尾鷲市一般会計補正予算について御説明

いたします。 

 補正予算書の１２、１３ページを通知いたします。 

 歳入として、１３款国庫支出金、１項国庫負担金、１目民生費国庫負担金、補正

前の額は８億６０６万５,０００円に対し２,１７７万９,０００円を減額し、７億

８,４２８万６,０００円とするものです。 

 １節社会福祉費負担金５００万円の減額は、事業実績に基づく障害者自立支援給

付費等国庫負担金の減額でございます。 

 ２節児童福祉費負担金７０２万９,０００円の減額は、事業実績に基づく児童保

護措置費負担金等の減額でございます。 

 ３節生活保護費負担金９７５万円の減額は、事業実績に基づく減額でございます。 

 次に、２項国庫補助金、２目民生費国庫補助金、補正前の額１億７８１万に対し

１,１９６万８,０００円を減額し、９,５８４万２,０００円とするもので、１節社

会福祉費補助金１,１２０万３,０００円の減額は、事業実績に基づく減額でござい

ます。 

 ２節児童福祉費補助金７６万５,０００円の減額は、母子家庭等対策総合支援事

業等、実績に基づく減額及び子ども・子育て支援事業補助金の増額でございます。 

 １４款県支出金、１項県負担金、２目民生費県負担金、補正前の額３億４,２８

３万４,０００円に対し６５９万６,０００円を減額し、３億３,６２３万８,０００

円とするもので、１節社会福祉費負担金のうち、福祉保健課分は三重県障害者自立

支援給付費等負担金で、実績に基づく２５０万円の減でございます。 

 ２節児童福祉費負担金２７８万円の減額は、事業実績に基づく児童保護措置費負

担金の減でございます。 

 １４、１５ページを通知させていただきます。 

 ２項県補助金、２目民生費県補助金、補正前の額７,８４０万３,０００円に対し
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７５３万３,０００円を減額し、７,０８７万円とするものであります。 

 １節社会福祉費補助金５６２万円の減額は、事業実績に基づく心身障害者医療費

補助金３８０万２,０００円の減額が主なものであります。 

 ２節児童福祉費補助金１９１万３,０００円の減額は、事業実績に基づく一人親

家庭等医療費補助金の減額が主なものでございます。 

 １６ページ、１７ページを通知いたします。 

 １９款諸収入、５項雑入、１目雑入のうち、福祉保健課分は３節民生費雑入３８

５万１,０００円の増額で、生活保護法６３条による返還金でございます。 

 続きまして、歳出を御説明いたします。３４、３５ページを通知いたします。 

 ３款民生費、１項社会福祉費、１目社会福祉総務費、補正前の額９億１,８６３

万７,０００円に対し１,７５３万１,０００円を減額し、９億１１０万６,０００円

とするもので、財源内訳は国の臨時福祉給付金補助金が１,１３６万１,０００円と

残り一般財源でございます。 

 臨時福祉給付金事業１,１３６万１,０００円の減額は、消費税引き上げに伴う影

響を緩和する目的で実施した本事業において、事業完了により不用額が生じたこと

による減額でございます。 

 続いて、３６ページ、３７ページをごらん願います。 

 ２目障害者福祉費、補正前の額９,３８０万６,０００円に対し８６０万３,００

０円を減額し、８,５２０万３,０００円とするもので、財源は県補助金が４３０万

２,０００円の減、その他心身障害者医療助成事業債が１９０万円の増、地域福祉

基金利子が２万７,０００円の増、残りが一般財源の減でございます。 

 医療給付費、２０節扶助費７６０万３,０００円の減額は、心身医療費助成金の

実績見込みに伴う減でございます。 

 在宅援護事業費、１９節負担金、補助及び交付金１００万円の減額は、社会的事

業所創業支援モデル事業補助金の実績見込みに伴う減額でございます。 

 ３目自立支援給付事業、補正前の額３億６,８１６万７,０００円に対し９６８万

２,０００円を減額し、３億５,８４８万５,０００円とするもので、財源は国県負

担金が７３４万２,０００円、残りが一般財源の減でございます。 

 介護給付訓練給付費、２０節扶助費１,０００万円の減額は、生活介護事業費及

び就労継続支援Ｂ型事業所の実績見込みに伴う減でございます。 

 地域生活支援事業費、２０節扶助費３１万８,０００円の増額は、日常生活用具

給付事業費の実績見込みに伴う増でございます。 
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 ４目老人福祉費、補正前の額１億１,５９７万２,０００円に対し１,４２２万９,

０００円を減額し、１億１７４万３,０００円とするもので、財源は一般財源です。 

 老人福祉施設援護事業、１３節委託料１,３１８万７,０００円の減額は、養護老

人ホーム聖光園指定管理料において、尾鷲市の延べ入所者数の実績見込みに伴う減

でございます。 

 在宅援護事業、１３節委託料１０６万３,０００円の減額は、緊急通報システム

管理委託料の減額及び２３節償還金、利子及び割引料２万１,０００円の増額は、

高齢者地域福祉推進事業補助金の前年度精算金でございます。 

 ７目子ども医療費、補正前の額３,３３３万３,０００円に対し２４６万６,００

０円を減額し、３,０８６万７,０００円とするもので、財源内訳は県補助金の減、

子ども医療費助成事業債１１０万円の増及び一般財源の減でございます。 

 ２０節扶助費２４６万６,０００円の減額は、子ども医療費助成金の実績に伴う

減でございます。 

 ３８ページ、３９ページを通知いたします。 

 次に、２項児童福祉費、１目児童福祉総務費、補正前の額３億３,９７９万７,０

００円に対し３,１７７万２,０００円を減額し、３億８０２万５,０００円とする

もので、財源内訳は県支出金の減、第四保育園整備事業債３,１８０万円の減、残

りは一般財源の増となります。保育所施設整備事業３,１４７万２,０００円の減額

は、１３節委託料及び１５節工事請負費において入札による不用額の減でございま

す。 

 ２目児童福祉費、補正前の額７億４,０７６万９,０００円に対し８８０万２,０

００円を減額し、７億３,１９６万７,０００円とするもので、財源内訳は国県支出

金が７３０万円の減、残りは一般財源でございます。保育所事業８３１万７,００

０円の減額は、委託料、子ども・子育て支援システム改修業務委託料１４８万５,

０００円の増、１９節負担金、補助及び交付金において低年齢児保育推進補助金９

５万１,０００円の減及び２０節扶助費８８５万１,０００円の減額は保育所運営費

の実績見込みに伴う減でございます。 

 ４０ページ、４１ページを通知いたします。 

 母子生活支援事業４８万５,０００円の減額は、２０節扶助費で母子生活支援施

設入所措置費の実績見込みに伴う減額でございます。 

 ３目母子福祉費、補正前の額１億１,１３３万７,０００円に対し８９２万１,０

００円を減額し、１億２４１万６,０００円とするもので、財源内訳は国県支出金
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が４４７万６,０００円の減、一人親家庭医療助成事業債４００万円の増、残りは

一般財源の減です。 

 一人親家庭等医療費助成事業１５１万３,０００円の減額は、扶助費で一人親家

庭医療費助成金の実績見込みに伴う減でございます。児童扶養手当給付事業４４０

万８,０００円の減額も同じく実績に伴う減でございます。母子家庭自立支援給付

金事業３００万円の減額は２０節扶助費で、実績見込みに伴う減額でございます。 

 次に、３項生活保護費、２目扶助費、補正前の額３億８,６７９万４,０００円に

対し１,３００万円を減額し、３億７,３７９万４,０００円とするもので、財源内

訳は国負担金が９７５万円の減、生活保護法６３条による返還金が３１８万２,０

００円の増、残りは一般財源の減でございます。 

 扶助費１,３００万円の減額は、生活保護費の実績見込みに伴う減額でございま

す。 

 最後４２、４３ページを通知いたします。 

 ４款衛生費、１項保健費、２目予防費、補正前の額４,６８５万５,０００円に対

し２００万円を減額し、４,４８５万５,０００円とするもので、財源内訳は予防接

種事業債２,２１０万円の増及び一般財源の減でございます。予防接種事業２００

万円の減額は、委託料、予防接種委託料の実績見込みに伴う減額でございます。 

 ３目保健事業普及費、補正前の額３,９８９万４,０００円に対し２００万円を減

額し、３,７８９万４,０００円とするもので、一般財源の減でございます。母子保

健健診事業２００万円の減額は、１３節委託料、妊婦健診委託料の実績見込みに伴

う減でございます。 

 以上が２９年度５号補正の説明とさせていただきます。よろしくお願いいたしま

す。 

○三鬼（孝）委員長  続けてお願いします。 

○三鬼福祉保健課長  それでは、議案第１４号、平成３０年度尾鷲市一般会計予

算の議決について、福祉保健課分を御説明いたします。 

 歳入について、予算書の２０、２１ページをごらん願います。通知いたします。 

 １１款分担金及び負担金、１項負担金、１目民生費負担金、本年度予算額１億１,

３２０万円は前年度と比べ１３２万８,０００円の減であります。 

 内訳、１節障害者福祉費負担金９１４万９,０００円は、紀北地域障がい者総合

相談支援センター結の運営に対する紀北町からの負担金でございます。 

 ２節老人福祉費負担金１,４１０万６,０００円は、養護老人ホーム聖光園の入所
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負担金等でございます。 

 ３節児童福祉費負担金８,９９４万５,０００円は、保育所入所保護者負担金でご

ざいます。 

 ２目衛生費負担金、本年度予算額２,０４６万３,０００円は、前年度と比べ１２

５万円の増、内訳は、１節保健費負担金２,０４６万３,０００円は、救急医療体制

強化事業他町負担金１,７５２万８,０００円と各種がん検診の自己負担金でござい

ます。 

 次に、１２款使用料及び手数料、１項使用料、２目民生使用料、本年度予算額は

２万４,０００円で前年度と同じ、１節社会福祉使用料は簡易住宅使用料で、１世

帯が入居してございます。 

 続きまして、２４、２５ページをごらん願います。 

 １３款国庫支出金、１項国庫負担金、１目民生費国庫負担金７億８,１６４万円

で、前年度と比べ２,０６７万７,０００円の減です。 

 内訳、１節社会福祉費負担金２億４１１万円のうち、福祉保健課分としては、２

行目の特別障害者手当から生活困窮者自立支援事業国庫負担金まで、障害者や障害

児及び生活困窮者に対する事業の負担金でございます。 

 次に、２節児童福祉費負担金３億２,１０１万１,０００円は、保育所運営費に係

る児童保護措置費負担金及び児童手当の国庫負担金でございます。 

 ３節生活保護費負担金２億５,６５１万９,０００円は、生活扶助費等４分の３の

国庫負担金を計上してございます。 

 ２目衛生費国庫負担金２０万円は、未熟児養育医療費等国庫負担金でございます。 

 続いて、２６、２７ページをごらん願います。 

 ２項国庫補助金、２目民生費国庫補助金、本年度予算額１,８５９万１,０００円

は、前年度と比べ８,９２１万９,０００円の減です。 

 １節社会福祉費補助金６８１万２,０００円は、地域生活支援事業費等補助金で

ございます。 

 ２節児童福祉費補助金１,００３万９,０００円は、母子家庭等対策総合支援事業

等の補助金でございます。 

 ３節生活保護費補助金１７４万円は、生活保護適正実施推進事業補助金等でござ

います。 

 次に、３目衛生費国庫補助金６６６万５,０００円は前年度と比べ７８万３,００

０円の減、うち福祉保健課分は１節保健費補助金３４万１,０００円で、新たなス
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テージに入ったがん検診総合支援事業補助金でございます。 

 続いて、２８、２９ページをごらん願います。 

 ３項委託金、２目民生費委託金、本年度予算額５２８万２,０００円のうち、福

祉保健課分は２節の児童福祉費委託金７万円で、特別児童扶養手当事務取扱交付金

でございます。 

 次に、１４款県支出金、１項県負担金、２目民生費県負担金、本年度予算額３億

４,３８５万６,０００円のうち、福祉保健課分は１億９,４３３万５,０００円とな

ります。 

 内訳は、１節社会福祉費負担金のうち福祉保健課分は、三重県障害者自立支援給

付費等負担金、行旅病人及び死亡人取扱費負担金及び三重県障害児通所給付費等負

担金でございます。 

 ２節児童福祉費負担金１億１,０１２万１,０００円は、児童保護措置費負担金、

児童手当県負担金等でございます。 

 ３節生活保護費負担金５７９万６,０００円は、生活保護法第７３条による負担

金でございます。 

 ３目衛生費負担金１０万円は、養育医療給付事業等負担金でございます。 

 ２項県補助金、２目民生費県補助金、本年度予算額８,２２０万９,０００円は、

前年度と比べ３８０万６,０００円の増でございます。 

 １節社会福祉費補助金６,３１９万７,０００円は、心身障害者医療費補助金を初

め、次のページをお願いいたします。子ども医療費補助金、三重県障害者グループ

ホーム等緊急整備事業補助金を計上しています。 

 次に、児童福祉費補助金１,５１９万９,０００円は、一人親家庭等医療費補助金

を初め、地域子ども・子育て支援事業補助金を補助してございます。 

 続いて、３節地方改善事業費補助金３８１万３,０００円は、隣保館運営費補助

金でございます。 

 次に、３目衛生費県補助金、本年度予算額９３０万８,０００円のうち、福祉保

健課分は１節の保健費補助金２６６万円で、県特定不妊治療及び不育治療等補助金

でございます。 

 次に、３４、３５ページをごらん願います。 

 １５款財産収入、１項財産運用収入、１目財産貸付収入で、福祉保健課分は１節

土地建物貸付収入のうち、３段目、福祉保健課関係土地建物貸付料１万１,０００

円で、聖光園などの敷地内の電柱用地貸付料でございます。 
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 ３８、３９ページをお願いいたします。 

 １９款諸収入、３項貸付金元利収入、１目貸付金元利収入のうち、福祉保健課分

は１節災害援護資金貸付金返還金２３万７,０００円で、平成２３年度に発生した

水害に対する貸付金の返還でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ４項受託事業収入、１目民生費受託事業費収入、本年度予算額５,２９２万９,０

００円は、前年度と比べ１,９２８万５,０００円の増であります。 

 １節地域支援事業受託事業収入は、紀北広域連合から介護予防を中心とした地域

支援事業を行うための受託事業収入で、新年度より地域包括ケアを中心とした新た

な事業が始まることによって増額となっております。 

 続いて、５項雑入、１目雑入のうち、福祉保健課分としては、次のページをお願

いいたします。民生費雑入で、生活保護法６３条による返還金、福祉医療費返還金

等でございます。 

 以上で歳入についての説明を終え、歳出に移らせていただきます。 

 １１４、１１５ページをごらんください。 

 ３款民生費、１項社会福祉費、１目社会福祉総務費、本年度予算額８億２,４４

２万７,０００円で、前年度と比べ９,００７万６,０００円の減でございます。 

 予算の内訳を細目ごとに説明をさせていただきます。 

 次のページをお願いいたします。 

 社会福祉一般総務費５億５,２５４万３,０００円は、主な予算として、１３節委

託料１,６１９万３,０００円は福祉保健センター指定管理料でございます。 

 １９節負担金、補助及び交付金は、紀北広域連合分担金が４億７,７０８万６,０

００円、次のページをお願いいたします。補助金では、社会福祉協議会運営助成金

５,４５９万８,０００円が主なものでございます。 

 続いて、戦没者追悼式費６９万円につきましては、第２３回尾鷲市戦没者追悼式

に係る費用でございます。 

 次に、戦没者等の遺族に対する特別弔慰金１万７,０００円は、特別弔慰金支給

事務に関する通信運搬費でございます。 

 ２目障害者福祉費、本年度予算額１億９,０００円、前年度と比べて６８１万９,

０００円の増であります。内訳は、障がい者福祉一般事務費が３６万１,０００円

であります。 

 次のページをお願いいたします。 
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 続いて、特別障害者手当等給付費１,１８４万６,０００円は、２０節扶助費、特

別障害者手当等給付費として、特別障害者手当３３名分、障害者福祉手当７名分を

見込んでございます。 

 次に、医療給付費７,０５５万４,０００円は、２０節扶助費、心身医療費助成金

が主なものでございます。 

 次に、在宅援護事業１,７２４万８,０００円は、１９節負担金、補助及び交付金

で、障がい児療育等支援事業補助金１３０万円、障害者グループホーム緊急整備事

業費１,５００万円が主なものでございます。 

 予算書１２０、１２１ページを続けて御説明いたします。 

 ３目自立支援給付事業、本年度予算額３億６,７６６万６,０００円で、前年度と

比べ１,１６５万１,０００円の増でございます。内訳は、自立支援給付事業一般事

務費２,１３０万円のうち、主なものとして、次のページをお願いいたします。１

３節委託料１,９２３万５,０００円で、障害のある方を対象に相談の各種支援を行

う紀北地域障害者総合相談支援センター事業を尾鷲市社会福祉協議会に委託してい

るものでございます。 

 次に、介護給付・訓練給付費３億３,５８９万５,０００円は２０節扶助費が主な

もので、障害のある方が安心して暮らせる２１種類のサービスを提供するものでご

ざいます。 

 予算書１２４、１２５ページを通知いたします。 

 地域生活支援事業費１,０４７万１,０００円は、主なものとして、１３節委託料

４６１万７,０００円は、移動支援事業委託料を初め、社会福祉協議会を初めとす

る五つの施設に委託をしている事業でございます。 

 ２０節扶助費は、ストマ用装具など日常生活用具給付事業費５３７万６,０００

円が主なものとなります。 

 次のページをお願いいたします。 

 ４目老人福祉費、本年度予算額は１億１,４４８万３,０００円で、前年度と比べ

１４８万９,０００円の減でございます。内訳は、老人福祉一般事務費４８２万７,

０００円は、主なものとして、１５節工事請負費３６０万円は養護老人ホーム聖光

園の各居室の空調機につきまして老朽化に伴う更新を実施しており、４年目となる

平成３０年度も１０部屋分の更新を予定しております。 

 続いて、老人福祉施設援護事業１億２３万８,０００円は、主なものとして、１

３節委託料９,４２３万１,０００円は聖光園の指定管理料として、定員５０人中尾
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鷲市民の入所を３７名分見込んでございます。 

 ２０節扶助費５９６万２,０００円は、老人福祉施設入所者措置費でございます。 

 次に、在宅援護事業９４１万８,０００円の主なものは、１３節委託料４４７万

２,０００円で、緊急通報システム管理委託料１５０台分を見込んでいます。 

 １９節負担金、補助及び交付金は、尾鷲市老人クラブ連合会助成金として１９５

万４,０００円、次のページをお願いいたします。尾鷲市シルバー人材センター運

営補助金２８４万７,０００円を計上してございます。 

 ６目行旅病人及び死亡人取扱費は、前年度と同じ２５万１,０００円でございま

す。 

 １３０、１３１ページを通知いたします。よろしくお願いします。 

 ７目子ども医療費、本年度予算額３,８１４万２,０００円に対し４８０万９,０

００円の増でございます。これは助成の対象を１２歳から１５歳まで引き上げたこ

とによる増額でございます。 

 主なものとして、１３節委託料２２８万５,０００円は、制度改正に伴うシステ

ム改修委託料、２０節扶助費３,５３２万６,０００円は中学校までの入通院を対象

とした医療費助成金でございます。 

 次に、８目介護保険費、本年度予算額５,３４４万６,０００円は、前年度に比べ

１,９６０万４,０００円の増で、包括ケアの取り組みとして新規事業がふえたこと

によるものでございます。 

 新規事業といたしましては、地域包括ケア事業、認知症初期集中支援チーム事業、

生活支援体制整備事業など、三つの事業を尾鷲市社会福祉協議会に委託することと

しております。 

 地域支援事業（任意）について御説明いたします。７０９万７,０００円で、委

託料は食の自立支援事業２１１万９,０００円で、高齢者の安否確認を兼ねた弁当

の配食サービス１１０人を見込んでおります。 

 １９節負担金、補助及び交付金１３万円はごみ出し支援事業補助金、２０節扶助

費は４１２万円で、家族介護慰労扶助費１０万円と介護用品給付費４０２万円で、

これは自宅で要介護４及び５の方を介護している方に対しておむつ購入券を給付し

ているものでございます。 

 地域支援事業包括事業は１,９２０万６,０００円で、地域包括ケアを進めるため

の新規事業、先ほど申し上げました三つの事業を行うこととしております。 

 予算書１３４、１３５ページを続けて御説明いたします。 
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 １０目生活困窮者自立支援事業費、本年度予算額７４８万８,０００円は前年度

に比べ２９万１,０００円の増でございます。本事業は生活困窮者自立支援法に基

づき、尾鷲市社会福祉協議会に委託し連携しながら取り組んでいる事業でございま

す。 

 次に、２項児童福祉費、１目児童福祉総務費、本年度予算額３,２９５万７,００

０円は前年度と比べ３億５９４万８,０００円の減となります。内訳は、次のペー

ジをお願いいたします。児童福祉一般総務費３５５万７,０００円は、子ども・子

育て会議及び子ども子育てまちづくり座談会に関する費用のほか、１３節委託料と

して、子ども・子育て支援事業計画策定業務委託料２４７万４,０００円を計上し

てございます。 

 ここで債務負担行為について御説明いたしますので、予算書の９ページを通知い

たします。 

 先ほど御説明いたしました計画策定に関係しまして、債務負担行為としまして子

ども・子育て支援事業計画策定業務委託を平成３１年度に２９０万２,０００円計

上いたしております。これは５年に一度策定する本計画において、平成３０年度に

アンケート調査と集計、平成３１年度に策定業務を円滑に行うための債務負担行為

でございます。 

 予算書に戻りまして、１３６、１３７ページを通知いたします。 

 放課後児童健全育成事業１,１８０万９,０００円は、１３節委託料、放課後児童

クラブ運営委託料で、尾鷲小学校のわんぱくクラブ、福祉保健センターで実施して

いるくれよんをそれぞれ委託するものでございます。 

 次に、ファミリーサポートセンター事業は予算が７万円で、子育ての手助けをし

てほしい人と手助けができる人が会員となり、市がそのコーディネートを行う有償

ボランティア制度で、年間２５件ほどを見込んでおります。 

 次のページをお願いいたします。 

 多子世帯支援事業２５３万２,０００円は、２０節扶助費、多子世帯支援給付費

で、３人目以降が生まれた世帯に対し２年間にわたり紙おむつと粉ミルクを購入す

る券を支給するもので、３５世帯を見込んでおります。 

 次に、２目児童措置費、本年度予算額７億３,２９７万９,０００円は前年度と比

べ５９３万５,０００円の減であります。内訳は、保育所事業５億４,２７２万円の

うち主なものとして、１３節委託料、地域子育て支援センター事業委託料１,０５

９万５,０００円は、尾鷲第二保育園に併設するちびっこひろばを、また、新規事
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業として、改築後の尾鷲第四保育園で実施する一時預かり保育事業委託料３２２万

５,０００円を尾鷲民生事業協会に委託するものでございます。 

 １９節負担金、補助及び交付金７,３２１万１,０００円の主なものは、認可保育

所に対する特別助成金１,１８１万１,０００円、尾鷲乳児保育園、尾鷲第一保育園

で実施している延長保育事業に対する７６１万３,０００円の補助金、次のページ

をお願いいたします。加配保育士を配置して児童の発達を支援する障害児保育事業

補助金３,９５７万８,０００円などでございます。 

 ２０節扶助費４億５,５１３万７,０００円は保育所運営費で、市内７カ所の保育

園において年間延べ４,８００人の児童を保育するための運営費でございます。 

 次に、児童手当給付金事業１億８,８３１万３,０００円は、主なものは扶助費、

児童手当で１,４３５人の児童を対象に見込んでおり、減少傾向にございます。 

 次に、母子生活支援事業１１４万７,０００円は、２０節扶助費の母子生活支援

施設入所措置が主なもので、１世帯２名の４カ月分を想定して計上してございます。 

 次に、児童相談事業７９万９,０００円は、家庭児童相談業務に係る費用に加え、

平成３０年度は発達支援にかかわる職員を三重県立子ども心身発達医療センターで

のＣＬＭ研修に参加させるための旅費等の費用を計上してございます。 

 次ページをお願いいたします。 

 続いて、３目母子福祉費、本年度予算額は１億５９５万６,０００円で、前年度

と比べ４９４万３,０００円の減でございます。 

 内訳は、母子福祉一般事務費２万１,０００円は女性相談業務に係る予算を計上

しています。 

 次に、一人親家庭等医療費助成事業１,４０３万５,０００円の主なものは、２０

節扶助費の医療費助成金で、ひとり親家庭の母子及び父子で高校卒業までの間ひと

り親家庭における福祉の増進を図る目的で、対象として父母２０１人、児童３０７

人に医療費の助成を行っております。 

 次に、児童扶養手当給付事業８,９１３万１,０００円は２０節扶助費の児童扶養

手当が主な支出で、所得に応じて手当を支給し、ひとり親の自立を促進しておりま

す。対象は１９１世帯で、うち父子世帯が１９世帯ございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 次に、母子家庭自立支援給付金事業２６６万８,０００円は、母子及び父子家庭

の母及び父が看護師などの資格を取得するため、１年以上養成機関で就業する場合

に給付金を支給して資格の取得を支援するもので、２人分を計上してあります。 
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 次に、ひとり親家庭等日常生活支援事業１０万１,０００円は、ひとり親家庭に

おける子育て支援の目的で、家庭生活支援員が低料金で育児などのサービスを行う

ものでございます。 

 ３項生活保護費、１目生活保護総務費、本年度予算額２,６７０万１,０００円は、

前年度と比べ２１７万３,０００円の増でございます。 

 予算の内訳は、１４６、１４７ページをごらんいただきます。生活保護一般事務

費５０６万５,０００円は、生活保護担当職員の資質向上を目的に、生活保護適正

化事業を含む一般事務費を計上してございます。主なものは研修や施設訪問に伴う

旅費３３万６,０００円のほか、委託料３９６万７,０００円では被保護者就労支援

事業委託料を、生活困窮者対策として社会福祉協議会に委託するものでございます。 

 ２目扶助費、本年度予算額３億３,７３５万９,０００円は、前年度と比べ２,７

３７万２,０００円の減でございます。これは、生活保護法に基づき最低限度の生

活を保障するため国が定めた扶助費を支給するもので、１７０世帯、１９１人に見

込んでおり、減少傾向にございます。 

 ３目生活保護施設事務費、本年度予算額６１２万円は前年度と比べ２５２万円の

増でございます。この予算は、居住する家がなく、施設に入所させる必要がある方

に係る事務費負担金で、３名分を計上してございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ４項地方改善事業費、１目地方改善事業費、本年度予算額１,０７６万９,０００

円で、前年度と比べ３３万８,０００円の増でございます。 

 予算の内訳は、隣保館運営事業３２５万３,０００円は、地域社会における福祉

の向上や人権啓発及び林町会館を中心に各種の講座や人権講演会などを行うもので

ございます。 

 １５０ページ、１５１ページを通知いたします。 

 ４款衛生費、１項保健費、１目保健総務費、本年度予算額４,０９３万円は前年

度と比べ３６万５,０００円の減でございます。 

 財源内訳は省略いたしまして、予算の内訳を申し上げます。一般保健事業３７２

万円のうち、主なものは１９節負担金、補助及び交付金３５６万２,０００円で、

次のページをお願いいたします。紀北医師会や尾鷲歯科医師会に対する地域医療助

成金２２５万円と県特定不妊治療費及び不育症治療費等補助金１２１万円が主なも

のでございます。 

 次に、救急医療体制強化事業３,６７０万５,０００円は、救急医療の円滑な実施
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を行うため、１３節委託料として一次救急体制事業委託料３１９万８,０００円を

紀北医師会に、１９節負担金、補助及び交付金で病院群輪番制病院運営事業補助金

３,３３２万円を尾鷲総合病院へ補助しております。 

 次に、未熟児養育医療費助成事業５０万５,０００円は２０節扶助費が主な支出

で、医療を必要とする未熟児に対し必要な医療給付を確保し、保護者に対する育児

支援を行うものでございます。 

 次に、２目予防費は本年度予算額４,６４３万円で、前年度と比べ４２万５,００

０円の減、財源は全て一般財源でございます。主な支出は、１３節の委託料４,５

１７万９,０００円は、乳幼児、児童・生徒、高齢者に対し予防接種を行う目的で

紀北医師会及び県内の医療機関に委託するものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ４目保健事業普及費、本年度予算額４,７３６万３,０００円は前年度と比べ７４

８万７,０００円の増でございます。 

 予算の内訳は、健康増進事業３,２３５万８,０００円の主なものは、次のページ

をお願いいたします。１３節委託料２,７１１万９,０００円は各種がん検診のほか、

健康増進法に基づく各種検診の委託料でございます。 

 次に、母子保健健診事業１,３４６万８,０００円の主なものは、次のページをお

願いいたします。１３節委託料１,１７８万２,０００円で、乳児１歳半、３歳児及

び妊婦の一般健診の委託料でございます。 

 次に、メンタルヘルス事業３０万３,０００円は、鬱傾向が高い本市におきまし

て、鬱病の早期発見・早期治療が可能な地域づくりを目指し、鬱予防の普及啓発や

こころの健康教室などを実施する目的で行うものでございます。 

 続いて、歯科保健事業８５万６,０００円の主なものは１３節委託料７３万１,０

００円で、保育園児に対するフッ化物洗口事業と成人に対する歯周病、歯周疾患病

健診を実施するものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 続いて、健康ハッピーデー事業２７万９,０００円は、尾鷲市健康増進計画の主

要取り組みである４事業について、啓発、実践する場として健康ハッピーデーを行

うための予算でございます。 

 最後に、尾鷲市健康弁当普及啓発事業９万９,０００円は、本市における健康課

題である高血圧を克服するため、食を通して市民への健康意識を高める目的で開発

した健康弁当について、広く市民への普及啓発を行うための予算でございます。 
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 以上で、平成３０年度の一般会計予算のうち、福祉保健課分の御説明とさせてい

ただきます。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○三鬼（孝）委員長  ありがとうございます。ただいま福祉保健課長から議案第

１４号の説明が終わりましたので、質疑に入ります。 

○濵中委員  予算書で言いますと、ちょっと待ってくださいね。１３３ページで

す。この地域支援事業なんですけれども、生活文教のときにも御説明はいただいた

んです。主要事項のほうで。だけど、きょう予算書を見てちょっとよくわからなく

なったんですけれども、この介護保険費の中に入っているということで広域からの

受託事業になっておりますよね。 

 それで、まず聞きたいのが、この中の地域ケア会議の受託を受けてこれをまた包

括のほうに委託するわけですよね。委託の内容、どういった委託をするのか。委託

の細かいところですね。それと、その成果物として求めるものは何なのかというこ

とをちょっと説明いただけますか。 

○三鬼福祉保健課長  委託事業ですので、仕様書をもとに委託契約を結ぶことが

前提となっております。 

 ケア会議につきましては、通知させていただきます。予算概要の２４ページにも

御説明があるように、やはり多職種が連携して地域の課題を洗い出し、それをどう

解決に結びつけていくかということを行うための会議の運営が主なものとなります。 

 その中には作業部会が幾つかございます。在宅医療・介護連携部会、認知症初期

集中支援チーム、生活支援体制整備、ここに新たに予算として上がっている三つ、

四つの事業を集中的に審議する作業部会がその中に設置されまして、それを地域ケ

ア会議として議論し、その上でまた広域連合がこの委託事業の大もとですので、広

域連合でも広域連合議会に報告すべく検討してどういうふうな実績ができたかとい

うのを検証することになっておりますので、基本的には多職種連携で地域の課題を

どう解決に結びつけていくかを仕組みづくりについて考える場としての仕様書にな

ると思います。 

○濵中委員  例えばこの部会は年何回ぐらいとか、開くスパンとか、そういった

ことまではもう全部包括さんにお任せするということですか。 

○三鬼福祉保健課長  この事業は新規事業として上がっていますが、以前までも

地域ケア会議を実施しておりまして、各部会年間３回程度の開催を目標に実施して

きているのが現実でございます。 

 会議として位置づける３回のほかには、例えば社協のメンバー、包括のメンバー、
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市のメンバーがほぼ毎週会合を行っております。そういう場に今後は各地区の課題

も解決する目的で集落支援員や地区センター長を含め、随時の会議も含めて行う予

定でおりますので、そういう会議での議論や結果についてもそういう作業部会に反

映するように複合的に考えていきたいと思っています。 

○濵中委員  もうずっと十数年以上地域のケア会議が開かれておるのは聞いてお

るんですけれども、そのケア会議でまとまった、例えば最終的に政策に生かすとこ

ろがどこであったかというような報告って実は聞いた覚えがなくて、それで恐らく

いろんな地域を支援するための事業の中にそれが生かされているんであろうなとい

うことは想像がつくんですけれども、今回地域ケア会議ってもう介護保険法の中で

もきちっと位置づけをされておりますし、ちょっと何かイメージがつかんのですよ。 

 といいますのは、これは広域の話になっていくんですけど、広域から受託するで

しょう。でも、広域でもケア会議を持つと言っておるんですよね。そうするとその

階層が一体、今回尾鷲市が包括に渡すケア会議の階層がどこなのかがちょっとイメ

ージがつかんのですよ。わかりますか。 

 例えばさっき言われました集落支援員の話でも、さっき市民サービス課のほうか

ら説明をいただきまして、集落支援員が今やっておる九鬼地区における課題の洗い

出しというあたりのアンケートを含めた聞き取りであるとか、それがまさしくこの

ケア会議の地域の課題の抽出の部分かなというのがわかったので、じゃ、それがこ

のケア会議の中の現場の洗い出しの中に入ってくるものなのか。そうすればほかの

地域の課題の洗い出しはどういった層の人たちがするのかとか。 

 それから、じゃ、最終的に政策に生かしていくときには、この尾鷲市が包括に委

託したものが尾鷲市に戻ってきて、尾鷲市の中で政策として反映されるのか。それ

とも広域の会議のところへ持っていくための洗い出しなのかという、そういう形が

ちょっとはっきり今わからんというのは、４月からいきなりやらんなんことやのに

どうなのかなと思って、その辺のこの会議の位置づけはどの辺になるんですか。 

○三鬼福祉保健課長  結論から申し上げますと、尾鷲市包括支援センターにこの

事業を委託します。その場で行われるケア会議が本体です。 

 それには紀北広域連合も私たち市も参加しますし、民生委員や医療関係者、消防

関係者もオブザーバーとして参加したり、そこで決まったことを地域全体の課題と

して、やはりこれは介護保険法に基づく受託事業収入を原資としておりますので、

最終的には広域連合の尾鷲市と紀北町でこの仕組みを役立てていくというところに

戻るんですけれども、尾鷲市は尾鷲市で地域の課題は紀北町と似て非なるところも
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ありますので、やはり包括支援センターで委託するケア会議での会議が本体です。 

 それから上がってきたものは議会に説明したり、きょう広域連合議会でも説明い

たしますけれども、過去の実績を申し上げますと、やはり地域の課題で例えば障害

者の方が利用しやすいような施設にするためのマップづくりとか、例えば介護事業

所とか、そういう医療機関がどういうところにあるのかという、そういう地図づく

りとか、そういうところも委員の提案によって行ってきましたが、それらを総称し

て今後在宅医療・介護連携の中にそういう医療とか薬局とかの情報も含めて随時更

新していくような仕組みもできていますので、課題の洗い出しと考えていただけれ

ば一番的確かなと思います。 

○濵中委員  課題の洗い出しの部分はこの地域ケア会議の進め方、厚労省からも

いろんな指針とか解説とかが出ておるんですけど、個別課題の洗い出しというとこ

ろから始まっていますよね。 

 例えば介護保険を利用できる立場の方ですとそれぞれの課題なんかはそれぞれの

ケアプランを立てるケアマネジャーさんが持っておりますけれども、要介護認定を

されていない、いわゆるこれから認定にならんための予防事業にかかわる方に関し

ましては、そういうケアマネさんがついていないわけですから、地域のそれぞれの

事情を知る方たちの課題抽出というのが必要になってくると思うんですけれども、

これが市全域を網羅できるものなのか。 

 それとも、このケア会議はもう要介護認定された人が対象なのかというあたりが

ちょっと心配になるところなので、地域の事例の洗い出しという部分で、市民サー

ビスのときの話にもありましたけれども、市中心部になると自治会もなくて福祉委

員会もないところがあってというところなんかの解消を、このケア会議を進めなが

ら解消していくような、そういった委託の中の注文はないのかなと思って気になっ

ておりますが、そのあたりはどういう考え方でよろしいですか。 

○三鬼福祉保健課長  今わかりにくいとおっしゃられたのは、恐らくケア会議が

作業部会に分かれてするということは御理解いただけると思うんですけど、その作

業部会ごとに在宅医療・介護連携部会、認知症集中支援チーム部会、一番下にあり

ます見守りやごみ出し、買い物サロンなどを行う生活支援体制整備事業とか、大き

な課題が四つございます。それごとに作業部会を設置して、ケア会議として議論す

るんですけど、動く本体は別にございます。人が配置されていて。 

 それで出てきた課題をそういう民生委員さんとかの力もかりて議論する場が地域

ケア会議で、そういう位置づけですので、全ての地域の課題をこの地域ケア会議が
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解決するのではなくて、それぞれの先ほどの生活支援体制整備事業の認知症とか、

在宅医療・介護連携の各職員が行ってきたことも発表する場でもありますし、それ

に対して意見をもらったり修正をする場でもありますので、地域ケア会議というの

はそこの場において議論をする作業部会の報告の場も年３回ほど設けられますし、

そういう方で今後整理していくということが基本になっているんですけど。 

○濵中委員  いや、議論するための材料が必要じゃないですか。それを集めてく

るそのチームもケア会議の中だと私は理解しておったんですけれども。なので、こ

れは文章で書かれておるので実はすごくわかりにくいなと思って、それで今までに

包括ケアシステムのああいう図解されたものであるとか、ケア会議の図解であると

いうのは全国的に見てこうなっておるんですわという、国が出されておる言ったら

モデルの解説図やったように思うんですよ。なので、この尾鷲市においてはどうい

った作業部会があって、どういった形で課題を抽出してきてというようなフロー図

を一度見せていただければなと思うんですよね。 

 それで、この介護保険に関しての項目を見ると全部ほとんど委託事業になってお

りますので、介護事業は市のほうでやることというのはもうないのかなと。極端に

言うと。 

○三鬼福祉保健課長  基本は市が行う事業ももちろんございますし、委託事業と

して社会福祉協議会の保健師や社会福祉士のお力をかりてするところも大きくござ

います。ですけど、全てこの仕組みづくりについては市は相当なかかわりを持たせ

ていただいて、この立ち上げにも作業部会として３年ほどかかわらせていただいて

おりますし、今後もこの中に加わっていくことでございますので、尾鷲市も委託元

ではありますけれども、委託元は委託する責任がございますので、それについては

しっかりと果たしていくことでありますし、市が何もしないというわけではなしに、

より責任は重いと思っています。 

 ケア会議の整理としますと、やはり生活支援体制整備事業は２人の職員が配置さ

れて事業を行います。在宅医療・介護連携も総合病院の中に２人の連合からの職員

が派遣されてお仕事をします。認知症も１人の認知症のための保健師が活動します。

そういう活動状況を報告する場でもあって、それに対して修正を加える場でもある

というふうに御理解いただければ、地域ケア会議が終着点ではなくて、やっている

事業を検証する場、ＰＤＣＡサイクルを検証する場としてお考えいただくほうが整

理はしやすいと思うんですけど。 

○三鬼（孝）委員長  ４時を過ぎましたけれども、委員会を続行いたします。 
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○濵中委員  私ばっかりあれなんですけれども、最後に、わかるんですよ。議論

してあれなんやけれども、最終的に困っているというか、地域で望む生活を高齢者

たちができるようなものの政策実現まで行くところですよね。政策をつくるところ

まで行くわけですよね。それで、それを実行するのは、それは違うところはわかる

んですけれども、そこの実現に行くまでに情報収集をしてきて会議をするというフ

ロー図を一度出してください。見せてください。近いうちで結構です。 

○奥田委員  今の濵中委員の言われた関連なんですけど、ぜひそのフローという

か、この前生活文教常任委員長の濵中委員がこれだけ言われるということは、やっ

ぱりこの地域包括ケアシステムというのは、私もこの前生活文教を傍聴させてもら

って今の話は大体わかりました。大体ね。 

 ただ、この地域包括ケアシステムというものがどう絡んでいるのか。地域包括セ

ンターの中に地域ケア会議があるわけなんですよね。それに社協があり、広域連合

があり、これは広域連合の受託事業なんですか。広域連合があれですね。事業らし

いけど、広域連合で社協あり、市があり、地域支援員とかいろいろあるやないです

か。民生委員もそうやな。民生委員も絡んでくる。その辺の関係図みたいなのを一

覧でぼんと出してもらったら本当にわかりやすいと思うんやけれども、本当にわか

りにくいんさね。でも、大体わかりました。課長の話を聞いておって。ぜひそれを

お願いしたい。 

○三鬼福祉保健課長  またわかりやすく、例えば福祉と一口に言いましても市の

福祉もあれば社会福祉協議会とか、いろんな社会福祉事業もありますので、１回そ

の辺を整理して御提案させていただきますし、先ほどの濵中委員の御質問の中でや

はり一番問題となっているのは、２４ページの表にある生活支援コーディネーター

も含めた生活支援体制整備事業、これができると皆さん大体しっくりくるような感

覚になると思います。 

 やはり見守りやごみ出し、買い物支援というのはなかなかいろんな制約があって

できていないのも現実です。例えば買い物支援のためにデマンドでタクシーを運行

したいという要望もいろいろ聞きますけれども、公共交通の規制もあってなかなか

できないとか、道路運送法の絡みもあってなかなかできていないのも現実です。 

 介護保険法でヘルパーさんが行える事業にも制約があるのも事実ですので、この

辺を誰が担い手となってこれをカバーしていくかというのを考える生活支援体制整

備事業１,０５７万円ほどですけれども、これをどう組み立てていくかというのが

包括ケアができるかできないかの分かれ目だと思っていますので、これについては
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容易なことではありませんけれども、やはり真剣に取り組んでいかなければ、ここ

の正否が包括ケアの進みぐあいを左右すると思っています。 

○奥田委員  課長、１回尾鷲市の医療も含めて、福祉と医療というのがこういう

関係なんだという、こういうふうなあれで、関係図でやっているんだというのを１

回Ａ３、１枚ぐらいで示してもらえるとありがたいな。そういう市の方針もよくわ

かるし、どういう関係かぜひお願いします。 

 それで、予算書の１３０、１３１ページの子ども医療費のことをちょっとお伺い

したいんですけれども、これはいつから中学校卒業までの通院、９月やったかな、

１０月から。 

○三鬼福祉保健課長  ９月受診分からでございます。３０年の９月受診分からで

す。 

○奥田委員  これでやっと中学卒業まで、入院のほうはやっていますから通院医

療も無料ということで、これは本当は私が一般質問したかったんやけど、都市計画

税とかいろいろあったもんでできなかったんですけど、この前県へ行って調べてき

たら、やっぱりそれでも最低レベルなんですよね。２９市町あって。紀北町も熊野

市も御存じのとおり高校卒業まで入院も通院もやっていますし、今後そういう見通

しってちょっと市長どうかなと。 

○加藤市長  委員御指摘のとおり、うちが最低レベルだったんですね。だから、

最低レベルだからやっぱりふだんと同じぐらいの、ほかのところ、市町と同じぐら

いのところまでやっぱり上げようと。それでもおっしゃるようにまだ最低なんです

よね。 

 確かにこれは非常に重要な話なんですけれども、とりあえず一応レベルとしてほ

かの市町にやっと追いついたと。まだおくれているんですけど、ほかの全体から比

べたら。とりあえず一応そこまでやらせていただいて、今度はまた次のステップと

して、要するに窓口負担の云々という話も出てきますし、いろんな課題がステップ

アップでちょっとやらせていただきたいと思っているんですけど、まずここまでや

らせていただいて。 

○奥田委員  ぜひそれをまたお願いしますわ。せっかく上げていただいてもまだ

最低レベルやもんですからね。 

 それで、市長に１個お伺いしたいんですけれども、今回あした議論になると思い

ますけど、観光物産協会のほうに大分メスを入れられたということで、今の予算書

を見ておって社協とか民生事業協会、保育園を運営しておる。そういうところの補
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助金とか委託料が結構多いじゃないですか。こういうところも今後決算書を取り寄

せてメスを入れるということは当然市長は考えておるんでしょうね。そうじゃない

と財源は出てきませんもんね、いろんな今の子ども医療費のこともですけど。 

○加藤市長  まず、こういうできるところから一応今回手をつけていこうという

ようなことなんですけれども、さっき御指摘のとおり社会福祉協議会にしても民生

協議会にしても全て見直していかなきゃならないと思います。 

 どこまでできるかというのは中身を見ないとちょっとわからないんですけど、一

方ではこの前御指摘があった指定管理の話ですね。こういったものもきちんとした

基準というのか、どういうベースの中でつくり上げていくかというような、そうい

うことも基本的なものはできましたので、それを見ながら結構やっていかないと、

来年度本当に私もちょっと不安で不安でしゃあないんですけれども、とりあえず一

応そういうところもやって見直しというのは見直し基準というのもきちんとつくり

ながらやっていきたいと思っております。 

○三鬼（和）委員  補正予算の３８、３９ページなんですけど、児童措置費の中

で委託料の子ども・子育て支援システム改修業務委託料１４８万５,０００円なん

ですけど、これは入札なの、それとも随契というか、どういった進め方をするんで

すか。 

○三鬼福祉保健課長  これにつきましては全額補助事業でございまして、保育所

運営費の保育士の処遇を改善するための加算が近年ございます。それを現在トウテ

ックアメニティに尾鷲市が情報端末等を委託している事業の中において、保育料を

計算するシステムがございます。それに処遇改善事業の内容を反映する必要がござ

いますので、そこへの随意契約を前提とした１００％補助事業での計上でございま

す。 

○三鬼（和）委員  これは定例会が終わって１週間ぐらいしかないんですけど、

その間でできるんですか。繰越明許とかがされていないので、年度内中にこの改修

業務、これはできるんですか。具体的に説明してください。 

○三鬼福祉保健課長  この業務につきまして当然予算化するにはそれを精査させ

ていただいて、予算書、見積書も取り寄せております。基本的にはこのシステム改

修における費用につきましては１４日、１人の方が行うとして１４日間でできる業

務というふうにシステム上の見積もりが来ています。 

 ２人で行うと７日間でできるということも含めて、システムがパッケージでもう

つくられておりますので、それを尾鷲市版にアレンジするという作業が一つ要りま
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すけれども、それにつきましては議決後でできる範囲でということで判断して計上

させていただいております。 

○三鬼（和）委員  念を押しますけど、説明の段階で今十何日かかるのを２人で

やったら半分みたいなあれなんですけど、本当に年度内に間違いなくできるんです

か。そういった事故を起こされては困るので、その確認だけ。 

○三鬼福祉保健課長  それは重々業者とも確認した上で上げさせていただいてお

ります。 

○小川委員  ちょっと繰り返しになるんですけど、これは予算概要の２４ページ

ですか。生活支援コーディネーターというのは何名配置するんですか。 

○三鬼福祉保健課長  この予算組みの内訳では２名を想定しております。 

○小川委員  この２名で見守り、ごみ出し、買い物、サロンなどについての仕組

みづくりを進めるとなっておりますけど、先ほど市民サービスで聞いたときにごみ

出しじゃなしに見守り等買い物はこの集落支援制度を使ったらどうかという話があ

ったんですけど、生活支援コーディネーターがやってくれるという話があって、情

報の共有というのができていないんじゃないかというのがありまして。 

○三鬼福祉保健課長  基本的には生活支援コーディネーターは市全体をコーディ

ネートする役割ですので、地区地区においてはやはり集落支援員も含めた例えば地

区福祉委員さんとか民生委員さんとか、キーマンとなる方にいろんな相談を持ちか

けてしないとだめですので、集落支援員のかわりを生活支援コーディネーターがす

るという役割ではございませんので、その辺市民サービス課ともきちっとお話はし

ているのですが、表現にちょっと相違があったので申しわけございませんが、今の

私の答えが基本的な答えでございます。 

○小川委員  これは同時に進行しないと受け皿がないと言って、ここだけでいろ

んな仕組みづくりをしたって受け皿がなかったら何にも前へ進まないんじゃないか

と思うんですけど。 

 それで、それはそれでもういいですけど、認知症支援チームができて認知症ケア

パスというのがありますよね。これって何冊ぐらいつくられて、認知症の気づきと

いう部分でもそのパスが必要だと思うんですけど、支援チームが当たるところにそ

れを使うんですか。それとも何冊かつくって６５歳以上に配るとか、そういうのは

どうなんでしょうか。 

○三鬼福祉保健課長  ケアパスにつきましては基本的には印刷が可能なものです

ので、ある程度置いて、センターとかいろんなところに最初は置きますけれども、
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随時、全ての方に配るわけではなくて必要とされる方を中心に配りますので、相談

を受けたときに配る、あとケアパスにつきましては治療が前提となりますので、そ

ういう治療方針を説明する方に優先的に配りますが、各センターとかそこにも置い

て普及に努めたいとは思っています。 

○小川委員  そうするとケアパスの中には気づきと、それからまたどこに連絡し

ていいかとか、そういうことも書かれておると思いますので、ぜひお願いします。 

 それで、またこれも先ほどと一緒の繰り返しになるんですけど、２３ページ、予

算概要の、子ども医療費の部分なんですけれども、県支出金の１,６３９万６,００

０円というのは、これは何歳までを対象に補助されているんですか。 

○三鬼福祉保健課長  現在県は小学校６年生卒業までの１２歳の入通院に対して

２分の１を補助していただいていますので、中学校や高校まで補助している場合は

補助の対象外ですので、それぞれの市町の全額負担となります。 

○小川委員  それで、県が来年から進めている現物給付ですか。小学校に上がる

前まで、入学前までの。それをすると１.３倍ぐらい医療費がふえるというのがあ

りますよね。鈴鹿市なんか１.３倍になったとか、そのふえた部分に関しては、県

が進めるのであればふえた部分も県が見てくれるんですか。 

○三鬼福祉保健課長  県が平成３１年４月から小学校に入るまでのお子様に関し

て、今は現実窓口で医療費を払って２カ月後に戻ってくる償還払い方式なんですけ

ど、窓口で払わなくていい現物給付ということを目指しております。 

 それにつきましては、県の姿勢としては６歳未満の児童のうち、児童扶養手当の

所得水準以下の子供に限りその制度を適用するということを各市町に説明している

んですけど、各市町の反応を見ると、そういう制限をつけることはシステム改修に

しても日常の業務にしても非常にふぐあいがあるということで、ほとんどの市町は

６歳未満に所得要件をつけない方向で進んでいるというふうに聞いております。 

 ですけど、県はあくまでも６歳未満のうち所得水準以下について２分の１を補助

するという方針しか示していませんので、今委員言われるふえた分をどうするのか

というのは、原則６歳未満の児童扶養手当水準以下の方には適用されるという説明

ですけれども、超えた部分についてどうするかというのは今後議論になってくると

思いますので、その辺は注意をして見ていきたいと思っています。 

○小川委員  県が進めるのであればぜひ市町に負担のかからないようなやり方で

やっていただくように強く要望していただきたいと思います。 

 以上です。 



－８９－ 

○濵中委員  済みません。あと２点、細かいところなんですけれども、済みませ

ん。１点が母子手帳のところがどこやったかがちょっと説明がなかったので、母子

手帳の配付というか、届け出があったときに配付がありますけれども、現在尾鷲市

の母子手帳は従来型の６歳までのものなのか。 

 今民間でも手に入る２０歳の母子手帳というのがあるんですけれども、一部実際

では自治体がお渡しする母子手帳をそういったものにしているところもあるんです

けれども、母子手帳をとりに来られた方からそういった要望が出ていることはない

のかどうかというあたりと、今後それを採用することはないのかというのが１点。 

 あと、１１９ページの民生委員さんに対する補助金の中できっと民生委員さんの

活動費が出されるのかなと思うんですけど、先ほどの地域包括ケアシステムの構築

においてでも民生委員さんの役割は今まで以上にずっとふえると思うんですけど、

ほかの自治体との比較もちょっと必要かなと思うので、こういった国からある程度

計算された式以上に各自治体から上乗せがされたりという自治体も聞いております

ので、そういった比較のできる資料があったらまたそれをお願いしたいなと思って

います。その２点をちょっとお願いします。 

○三鬼福祉保健課長  まず、１番目の母子手帳の関係は１５７ページの母子保健

事業の中に予算が組まれています。 

 それと、あと母子手帳につきましては、現在尾鷲市においては１５歳までの記録

ができるような形で整理はさせていただいていますので、保護者等からの要望につ

きましては後ほど係長から説明させますけど、２点目の民生委員の資料について、

以前にも御指摘がありましたので、ちょっと資料を通知させていただいてよろしい

でしょうか。 

 各市町の民生委員の活動に対する助成状況をちょっと調べさせていただきました。

というのは、以前民生委員の活動費について尾鷲市が低いときがございまして、一

度上げていただくときの資料として、以前にも収集したことがありますので、最新

版として整理させていただきました。 

 やはり民生委員の活動についても地区によって例えば見守りまでお金を払ってし

ていただいているところもあれば、友愛訪問という形でボランティアでしていただ

いているところ、さまざまでございます。尾鷲市はそこにございますように１人当

たり２万円の助成額を財政との交渉で獲得しております。平均が３万１,５６５円

という人数当たりにしますと低いほうではございます。市では志摩市が尾鷲市より

か単価的に低いだけで、あとは同等か上のところがございますので。 
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 やはり内容に対してどういう援助があるかということが大事だとは思いますので、

今後も民生委員さんが今後包括ケアの中で果たしていただく役割に対してどういう

応分の助成ができるかということも広域連合とも考えていきたいと思っています。 

○濵中委員  福祉委員さんなんかはいろんな機会にお話をさせてもらって、本当

にボランティア精神でやっていただいている方が、皆さんその意気込みがある方ば

かりなので、お金の問題かと言われればあれなんですけれども、やっぱり継続をし

てやっていただくということに関しましては、その報酬というよりは経費って今本

当に以前より携帯電話であったりとか、車で移動するとか、経費がかさんできてい

ることには間違いがないかなと思います。 

 包括ケアシステムの構築の中で皆さんボランティアでやるよとは言うものの、や

はりそこにはある程度の経費というものがきちんと保証されんと継続ということが

難しい部分も出てきますので、そういったあたりが本当に全てが甘えてよいものな

のかどうかは、そういった事業を進めていく中でできるだけ確認をしながら進めて

いただきたいなと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○三鬼福祉保健課長  民生委員さんの活動につきましては、国からも費用弁償と

いう形で電話代等の必要経費の最低限のものはいただいているんですけど、もう今

後活動しやすくように、そういうフォローについても考えていきたいと思いますの

で、よろしくお願いします。 

○東福祉保健課係長  済みません。母子手帳について御説明させていただきます。 

 母子手帳につきましては、先ほど課長が御説明しましたように尾鷲市では市販の

ものになります。既製品のものになりますが、中学校まで活用していただけるもの

を使用しております。 

 それに関しましては、保護者等からの御希望があったわけではなく、保健師のほ

うで中学校までが予防接種の対象となりまして、ぜひ活用していただいて記入もし

ていただきたいので、それと小学校に上がってしまうといろんなことがお母さんた

ちに情報が入りにくくなりますので、子育て情報も網羅しているような市販のもの

を活用しております。 

 それと、母子健康手帳というのが正式な名称ではございますが、尾鷲市では親子

に、お父さんも一緒に子育てには参加していただきたいということで親子手帳とい

うものを購入いたしまして配付させていただいております。 

 以上です。 

○仲委員  主要施策の３２ページ、予算についてはいろいろ散らばっていますけ
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ど、予算の概要ということで事業の目的では発育、発達支援というような目的があ

りますけど、事業の内容の中にそういう事業の組み立てがない。特にワンストップ

という中でも言ったら子育て世代包括支援センターが立ち上がるという中で、子育

て世代包括支援センターのあれが見えてこないんですね、これでは。子育て支援ア

ドバイザーの立ち位置もちょっとわからんということで、そこらはどのように考え

ておるんですか。 

○三鬼福祉保健課長  この主要施策のまとめ方は母子保健事業を中心にさせてい

ただいております。これにつきましては、子育て世代包括支援センターは機構改革

後の健康づくり係と子育て支援係の二つを合わせて子育て世代包括支援センターの

役割を果たします。 

 今回ここに記載されているのは、従前の健康づくり係が受け持つ母子保健を中心

に記載させていただいておりますので、発達支援についての記載がないのはそうい

う理由でございますが、やはり一体的にやっていくのが基本ですので、いずれきち

っとした形で整理をしたいと思っています。 

○仲委員  一応臨時議会で機構改革は認められていますので、やっぱり子育て世

代包括支援センターの体制がわかるフロー図を、前にもありましたけど、出してい

ただいて、せっかく研修を受けるアドバイザーの立ち位置、幼稚園なり保育園なり

そこらの支援があるかどうかというのをきちっと明記させて、それにワンストップ

がどのような格好で流れるか。そこらをお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○三鬼福祉保健課長  いずれ時期が来ましたら新たな職員配置も総務課から示さ

れますので、それも踏まえて委員おっしゃるような形で提供したいと思います。 

○楠委員  ちょっと数が多いのでしばらく我慢してください。５時前まで。 

 ます、ページ数だけ言います。１９１ページの社協の関係、助成ですね。それか

ら、１２９ページのシルバーの補助、この関係については具体的にどういう助成金

の流れ、補助の流れ、これについては今すぐ答えなくていいので、また後日お金の

流れというんですかね。そういうものをちょっと享受してもらえばいいと思うんで

すけど。１１９ですね。済みません。上の段の補助金のところですね。申しわけな

いです。 

○三鬼福祉保健課長  １１９ページ、社会福祉協議会運営助成金のことでよろし

いでしょうか。これにつきましては、社会福祉法人に対しての運営費補助金という

のを補助要綱に基づいて設定しておりまして、主に職員の人件費及び関連する活動
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費、活動費は社会福祉協議会自身の財源もありますので、それで補えない部分の市

が行うべき、支援すべき部分について予算化しております。基本的にはこの金額に

つきましては年を四半期に分けまして、３カ月に一度請求をいただく形での支払い

が基本となっておりまして、年４回が補助金の流れとしてしてございます。 

○楠委員  基本的には市の助成もある程度必要だというのはわかるし、市のほう

がやらなきゃいけない事業を社協でやってもらっているのはわかるんですけど、そ

れ以外はあくまでも自己として収益性を上げてやることがあると思うので、その辺

のところをもう少し福祉のほうの担当として指導をしていかないとまずいのかなと

いうふうには思います。 

 次にいいですか。１２１ページの審査会のお金が倍増になっているんですけど、

これは人員の数がふえたということですか。 

○三鬼福祉保健課長  この審査におきましては３年に一度対象者が増加するとき

がありまして、２年間は少ないんですが、３年に一度審査の対象がふえるときがご

ざいますので、そのためでございます。 

○楠委員  次に、１３３ページの研修のスクエアステップリーダー養成講習会、

これは職員が行く講習でよろしいんでしょうか。 

○三鬼福祉保健課長  スクエアステップにつきましては、三重大学と中部電力の

協力を得まして行っている認知症に効果のある升目を踏んでいく楽しいゲームなん

ですけれども、これにつきましては参加者が非常に多くて好評を得ております。 

 やはり各地区での講習を進めるためには認定を受ける必要がございます。協会と

してきちっとしたライセンスのもとに行っていますので、職員は現在保健師が１名

この資格を取っておりますし、今後も保健師を中心に、できればコミュニティーセ

ンターの主事さんなんかにかもしていただけたらなという要望も担当課としては思

っておりますので、今後進めていきたいと思っています。 

○楠委員  次に、１３７ページ、放課後児童健全育成事業で、この運営委託料、

これは子供たちが何年生まで面倒を見てもらうんですかね。 

○三鬼福祉保健課長  尾鷲民生事業協会に委託しているわんぱくクラブでは、現

在尾鷲小学校の空き教室２部屋で安全にできる範囲として、５０名程度までが限度

ですので、１、２年生でほぼ埋まっていますので、尾鷲小学校では２年生までを預

かっています。 

 ＮＰＯ法人あいあいが運営しているくれよんでは、発達支援の必要な子供さんに

つきましては高学年まで預かっていただいておりますので、原則１、２年生、３年
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生ぐらいまでと、そういう障害のあるお子様については最大６年生まで預かってい

るのが現状です。 

○楠委員  この学童保育は１、２年じゃなくて今後３年生ぐらいまで、養護しな

きゃいけない子供たちを除いた児童はやっぱり３年生ぐらいまで面倒を見てあげた

らどうなのかなとは思うんですけど、いかがでしょうか。 

○三鬼福祉保健課長  低学年という定義ですので、３年生まで入るというのが正

しいと思います。尾鷲小学校でも以前は３年生まで預かっていたのですが、希望者

が増加して結果的に１、２年生でいっぱいとなっている状況で、現場としても３年

生まで預かっていただくような希望は伝わっているんですけど、教室の広さから安

全を考慮すると３年生がちょっと預かれないという現状があります。 

○楠委員  そこのところをこれからいろいろ方策も考えて、分散型にするとかち

ょっと工夫してもらえばいいんじゃないかと。ということで提案です。 

 次に、１３９ページ、保育所事業で補助金、認可保育園に対する特別助成金って

何が特別なのかちょっと教えてもらえますか。 

○三鬼福祉保健課長  これの要綱に基づく主な内容としましては、主任保育士を

配置することによって保育の質を上げることに対する補助金でございます。基本額

の２分の１相当を補助するという要綱になっております。 

○楠委員  １５９ページ、歯科保健事業があるんですけど、歯科保健事業委託料

７３万１,０００円ですか。これは高齢者の口腔とかそういうところも入っている

んですか。 

○三鬼福祉保健課長  ４０歳以上の方に年齢を定めまして案内を送りまして、や

はり口腔ケアが非常に大事になってきます。特に介護予防も含めて口腔ケアの習慣

が非常に大事ですので、それを促すためのきっかけづくりとしてさせていただいて

います。 

○楠委員  確かに高齢者の口腔ケアというのは大切で、病気を防ぐためにはこれ

から特に大切だといろんな報道もされていますので、今後この辺も財源の厳しい中

取り組んでもらえればというふうに思います。 

 以上です。 

○野田副委員長  最後にお願いします。聖光園の指定管理料の補正が出ていまし

たけれども、この点については先ほど５０名保有というんですか。保有と言い方は

おかしい。入られる方のうち尾鷲市が３７名の分について補正したと。補正の１,

３１８万７,０００円の減額というのはどういうことかということです。まず。 
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○三鬼福祉保健課長  当初予算では５０人の定員中尾鷲市民が３７名入る前提で

予算どりをさせていただきましたが、実績として３７名に満たない形で、例えば紀

北町からの入所者の方とか、想定している３７名に満たなかったので、その差額分

を減額させていただいたのが補正予算のほうでございます。 

 当初予算でも３７名計上している理由としては、やはり地域のバランスも考えて

最大３７名平均ぐらいがあったときが近年ありますので、それを前提に上げている

のと、最近は介護度が上がってきて、養護老人ホームですので、介護がない方が基

本なんですけど、入所して年数が上がってくると少しずつ介護が１か２になってく

る人がいますので、そういう方があると加算額がついて金額もふえてきますので、

それで３７名分もことしは計上しております。 

○野田副委員長  今回予算が９,４２３万１,０００円ということで、前年度の９,

２４１万２,０００円に比べるとこの２９年度の実績は補正が引かれて８,０００万

ぐらいになるのかなと思うんですけれども、大体委託料の計上の仕方というのはこ

のような形でやられていますか。 

○三鬼福祉保健課長  人数と単価に基づくもので、先ほど申し上げました介護度

が上がると加算額がかさみますので、それも想定して計上してございます。 

○野田副委員長  あと福祉センターの指定管理料と先ほど楠委員が言っていまし

た社会福祉協議会の運営助成金なんですけれども、この点については今回予算計上

がマイナスの部分になっていて、非常に市の管轄下という言い方はおかしいですけ

れども、いろいろ頑張ってくれたのかなと思うんですよ。福祉協議会のほうも。そ

の点はどのようにお考えですか。 

○三鬼福祉保健課長  やはり社会福祉協議会もいろんな形で委託事業がふえてい

る中、人件費についてもいろいろ御協力いただきました点もありますし、施設の運

営につきましても消耗品等の削減努力も含めて、その結果減額させていただいた次

第でございます。 

○野田副委員長  あと紀北広域連合の分担金が毎年というか、４億７,７０８万６,

０００円という形で予算計上されていまして、前年度に比べて約１,７００万ふえ

ています。この分担金という部分については紀北町と尾鷲市との関係で分担金はさ

れるわけですけれども、そういう分のパイというか、大きさをちょっと縮小するよ

うな方策というのは何か議論されていますか。 

○三鬼福祉保健課長  本年度３年に一度の介護保険事業計画策定委員会というの

が先日もございました。これは介護保険料を決めるのが主な目的ですけれども、そ
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れは全体の介護保険の業務量ですね。どれだけサービスが要るのかというのを決め

て、それを住んでいる方の保険料で賄うと。国の分担金、県や市の負担金もあるん

ですけど、そういう事業計画につきましては紀北広域連合のほうで全体の介護保険

の量を決めております。 

 それに基づいて市町負担金もおのずと決まってくる性格もございますので、それ

につきましてもやはり広域連合ですので、議会も通じてそういう意見もございます

し、やはり介護保険料の増加を抑制するということ自体、サービス料を抑制すると

いうこと、地域包括ケアを進めて初めてサービス料が減ってくるという現状もござ

いますので、その辺については私たちも努力していきたいと思っています。 

○野田副委員長  補正の４３ページのところに書いてありましたが、ちょっと教

えていただきたいんです。予防接種事業の委託料が２００万の減額と、あと母子保

健健診委託料が２００万、同じ金額が減額になっているんですけれども、実績見込

みによる想定がちょっと違っていたということになるんだろうけれども、これの計

算というのはどのようにされるんですか。 

○三鬼福祉保健課長  予防接種につきましては流行もございますし、例えば国の

指導によって接種をちょっと控えている部分もございます。予防接種につきまして

は高齢者肺炎球菌ワクチンなど、今テレビ等で広告してもらって関心が高まってい

るものもございますし、例えばインフルエンザですね。インフルエンザにつきまし

てもことしははやったということもあって関心は高まっていますけれども、やはり

全体的に見ると当初要求した接種率に満たない部分も多々ありますので、それに伴

って減ってきたのが予防接種の減額でございます。 

 もう一点の妊婦健診委託料の２００万円の減は、妊婦の数に対して最大１４回妊

婦健診を受けられる金額を想定しておりますが、中には途中から転入されてきた方

で１４回受けられない方、出産の時期が早まって回数が減っている方もございます

ので、そういう積み重ねで２００万円の減額となりました。 

○奥田委員  ちょっとお願いなんですけど、課長、お願いばっかりして申しわけ

ないけど、今回介護保険料が３年に一度の見直しがあるんですよね。広域連合に出

ている議員さんはわかるんやけれども、僕らは出ていないんですわ。そうやもんで

僕ぼうぼうやもんでね、今。そういうのがわからんのさな。 

 それは勉強したらいいという話になるんやろうと思うけれども、やっぱりその辺

のところをかいつまんでポイントだけでもいいもんで、委員会なり全協なりで報告

してもらえるとありがたいんさな。そうやもんでさっきも野田副委員長のような意
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見も出るんやと思うんやけれども、ぜひそういうのをお願いできんかな。お願いし

ますわ。 

○三鬼福祉保健課長  やはり広域連合での提案、議論が先になりますので、その

後連合の許可を得てしかるべき時期にお伝えすることは可能のようには思いますの

で、検討をするように働きかけてみたいと思います。 

○三鬼（孝）委員長  他にございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○三鬼（孝）委員長  なければこれで福祉保健課に係る議案第１４号、議案第２

０号の審査を終了いたします。どうも御苦労さまでした。 

 委員の皆さん、長時間ありがとうございました。またあした、よろしくお願いを

いたします。 

（午後 ４時４４分 閉会） 

 


